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はじめに 

 

平成 20 年１月に中央教育審議会の答申が出され、新しい学習指導要領が策定

されようとしています。また、学校運営においては、学校教育法の改正で、副

校長、主幹教諭等の新たな職が全国的に設置可能になり、新たな学校運営組織

が全国的に広がる傾向にあるなど、学校教育はこれから大きな変化を迎えよう

としています。 

 神奈川県においても、平成 19 年８月に「かながわ教育ビジョン」を策定し、

学校教育から生涯教育まで、今後の教育の方向性を定め、より一層充実した教

育施策を実行しようとしているところです。 

 この「かながわ教育ビジョン」では、総合教育センターが、学校支援や教職

員研修に関する機能を充実させるために、センター機能の純化と強化に取り組

むよう指摘しています。 

総合教育センターにおきましては、「かながわ教育ビジョン」の理念を踏まえ、

センターの事業をより一層充実させ、神奈川県の学校教育の充実に資するよう

取り組んで参ります。 

 当センターの事業の一環として、種々の教育課題に対応すべく、研究・開発

を行っております。本研究集録第 27 集は、平成 19 年度における研究の成果を

まとめたものです。平成 19 年度の研究分野は、授業改善研究事業、支援教育研

究事業、今日的な課題研究事業としております。 

 これらの研究成果が、学校教育における諸課題の解決や教育実践の参考とし

て少しでも御活用いただけたら幸いです。また、この研究集録の内容について

率直な御意見をいただくことで、さらに研究の充実を図って参りたいと考えて

おります。 

 

平成 20 年３月 

神奈川県立総合教育センター 

             所 長  田 邊 克 彦 
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神奈川県立総合教育センター研究集録 27:1～4.2008 

    

授業改善のための授業分析法の開発 
    

清水 広１ 

 授業を分析する方法を身に付け活用できるようになることは、より効果的な授業改善につながる。その分析

法として、本県の全高等学校で実施されている「生徒による授業評価」と授業ビデオ記録を活用した分析法を

開発することとした。開発した授業分析法を含めた授業分析法の使い方、授業分析のための資料収集の仕方、

資料整理の仕方を「高等学校版 授業改善のための授業分析ガイドブック」としてまとめた。 

     

はじめに 

 

現行の学習指導要領のねらいである「生きる力」の

育成のため、「生きる力」の知の側面である「確かな

学力」は教科の授業を中心にして身に付けさせること

が求められている。そのため基礎・基本の確実な定着

や思考力・判断力の向上、さらには表現力の育成につ

ながる「生徒主体の授業」や「わかる授業」を実施で

きるよう、日々授業改善に取り組まなければならない。 

本研究で対象とする本県高等学校における授業改善

に向けた取組の現状は、平成 19 年４月に県教育委員会

高校教育課より公表された「神奈川県立高等学校『生

徒による授業評価』の結果」によれば、授業改善のた

めの研究授業に対する取組は、前年度と比較すると実

施しなかった学校が増加している。それとともに学校

全体で実施している学校も減少しており、授業改善に

向けた取組が積極的には行われていない現状が見える。 

さらに、授業研究の際、協議のための資料としてア

ンケートを生徒対象に実施している学校はほとんど見

られず、学校全体で年２回「生徒による授業評価」は

行われているものの直接的に授業改善を行う上で生徒

の授業に対する評価を取り入れた授業分析が行われて

いないことが分かる。 

 

研究の目的 

 

本研究は高等学校において、より積極的に授業改善

に向けた取組が行えるように、授業改善を行う際に必

要不可欠な授業分析法を、「生徒による授業評価」の

取組をいかし、既存の授業分析法を踏まえながら新た

に開発することを目的とした。 

あわせて、授業改善のための授業分析にかかわる内

容をガイドブックにまとめることを目指した。 

 

研究の内容 

    

１ 活発な授業改善を行うために 

授業を分析するときに資料を用意せずに、授業場面

を思い出しながら行うだけでは、主観的な分析の域を

越えることはできない。授業分析は授業という事実に

基づいて行われるため、授業を振り返ることのできる

客観的な資料を収集する必要がある。客観的な資料と

しては「授業者による授業評価記録」「生徒・参観者

による授業評価記録」「音声記録」「ビデオ記録」「参

観者による観察記録」がある。事実に基づく分析を行

うためにはどれも意味のある資料である。 

個人で取り組む授業改善は、日々の授業者による授

業評価と生徒による授業評価が基本的な資料となる。

なおビデオ記録や音声記録を資料として用いる場合

は、授業者自身が気付いていない自分の癖などの特性

を把握することが可能である。このような個人で取り

組む授業改善が最初の一歩である。 

グループや学校全体で取り組む授業改善は、事後の

授業研究会だけに参加するのではなく、研究授業案の

事前検討、研究授業当日の資料収集と収集整理の分担

などに組織的に取り組むことが必要である。 

 

２ 授業改善シートによる授業分析法 

日々の授業を対象にして個人で取り組む授業改善の

取組として、授業改善シートを活用した授業分析法を

開発することにした。授業改善シートの例は第１表に

示したもので、授業者が授業終了後その場で授業を振

り返り、感じたままをそのシートに書き留めて、その

内容を分析して次の授業にすぐにいかす分析法である。 

本県の県立高等学校で平成 17 年度より、「生徒の確

かな学力を育成するため、各学校における教育の指導

力の向上や授業改善を図るとともに、生徒自らが学習

への取組を見つめ直す機会とする。」ことを目的とし

て、夏季休業前と冬季休業前の年２回、すべての学校

で全生徒を対象に「生徒による授業評価」を実施して

いる。 

授業改善シート評価項目は、「生徒による授業評価」

で各学校の共通評価項目である「授業の準備、教材の

工夫」「授業の充実感」「授業の進め方」「生徒主体

の授業の工夫」「説明の分かりやすさ」「生徒への接

し方」「生徒自身の学習への取組」「生徒自身の態度・

姿勢」の八項目の中から生徒自身の取組状況の二項目 

を除く六項目とすることで授業者自身による自己評価 

1 カリキュラム支援課 研修指導主事 
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第１表 授業改善シート 

授業日 ／

授業の
充実

授業の
進め方

説明の
分かり
やすさ

生徒への
接し方

　(　　)年(　　　)組   (      )校時

授業の準
備、教材
の工夫

今日の授業で良かった点

生徒主体
の授業の
工夫

改善しなければならない点

と学習者による評価項目を一致させることにした。  

授業者は授業ごとに授業を振り返り、授業改善シー

トに書き込むことで次の授業の組立てにいかすことが

できる。それとともに資料を蓄積することで単元（題

材）ごとなど一つのまとまりを分析することにも役立 

てることが可能になる。その際には年二回実施される

「生徒による授業評価」ではなく、第２表に示す学習

者による授業評価シートを使い、単元（題材）ごとに

適宜授業評価を実施し、教師の主観による一方向だけ

の分析ではなく、授業者と生徒の双方向の評価結果に

基づいた分析が大切になる。 

第２表 学習者による授業評価シート 

授業改善シートを使った授業分析は地道な日々の積

み重ねが大切であるとともに、シートをそのままにせ

ずに評価項目ごとの自己評価と「今日の授業でよかっ

た点」「改善しなければならない点」からどこに課題

があるかをより把握しやすくするためにシートを整理

するなどの手立てが必要である。 

 

３ 学習者による授業評価を活用した授業分析法 

個人の取組ではなく教科研究会等のグループや学校

全体で取り組む授業分析法の一つとして「２ 授業改

善シートによる授業分析法」で示した「第２表 学習

者による授業評価シート」を活用した授業分析法を開

発することにした。 

分析を行う授業について、学習者による授業評価を

実施し集計する。集計結果から学習者が「そう思う」

と評価した高い評価項目はどこの場面で、どのような

ことが行われていたのか、また、「そう思う」と評価

しなかった項目はどこの場面で、どのようなことが行

われていたのかを探り、どのようにしたら授業改善が

図れるかを協議していく分析法である。 

この分析法は学習者による授業評価の結果に基づい

て行うので、その授業を直接参観して分析するもので

はない。そのために授業をビデオに記録する必要があ

る。 

分析法の流れは ①授業をビデオ撮影する→②学習

者による授業評価を実施する→③学習者の授業評価を

集計する→④分析する評価項目を決定する→⑤ビデオ

を視聴する→⑥ビデオを視聴しながら第３表のコメン

ト記入カードに改善点などを記入する→⑦カードを第

１図のように時系列に整理する→⑧参加者全員でカー

ドに基づいて協議する 形をとるものである。この分析

法は学習者である生徒の授業評価を活用するため、よ

り客観的な分析は可能になるが、学習者による評価が

大きく関係するため、生徒による自己評価の能力を学

校全体で高めていくことが必要である。また、データ

を集計して、分析を行う項目を把握するなどの事前の

準備作業が必要となり、研究授業を実施してすぐに行

う授業分析には向かない。 

第３表 コメント記入カード 

評価者

授業開始から経過時間 分頃

ここの場面で

高い評価につながったと思う。

評価者

授業開始から経過時間 分頃

ここの場面は自分だったら

する。

【生徒用】　　　　　　　　　　　　　　　  　　  　　　　　  　　　  　　　　　　       　  　実施日　平成　　年   月  　日

　　年　　　組　　№　　　氏名

(教科 　     科目           ）：学習単元（題材）「　　　　　　　　　　　　　　　」の授業について聞かせてください。

項　　目 № 評　　　　価　　　　項　　　　目 評価状況 №

1 今日の学習の目標(ねらい)に対する説明があった。   ４　　３　　２　　１ 1

2 クラス全体の学習状況に応じて進められる授業だった。 　４　　３　　２　　１ 2

3
生徒の発言や発表など生徒自らが考えた内容を取り上げてく
れる授業だった。

　４　　３　　２　　１ 3

4 生徒一人ひとりが積極的に参加できる授業だった。 　４　　３　　２　　１ 4

5 自ら考えたり、自ら取り組んだりすることができる授業だった。 　４　　３　　２　　１ 5

6 理解度に応じた説明や指示があった。 　４　　３　　２　　１ 6

7 端的でポイント押さえた説明があった。 　４　　３　　２　　１ 7

8 学習の流れや関連、ポイントがよく分かる板書だった。 　４　　３　　２　　１ 8

9 先生が用意した教材・教具は学習に役立った。 　４　　３　　２　　１ 9

10 良い点をほめてくれたりして認めてくれた。 　４　　３　　２　　１ 10

11 授業の中で一人ひとりの状況に応じたアドバイスをしてくれた。 　４　　３　　２　　１ 11

12 内容を理解しようと取り組んだ。 　４　　３　　２　　１ 12

13 自分自身で考えるようにした。 　４　　３　　２　　１ 13

14 予習をして授業に臨んでいた。 　４　　３　　２　　１ 14

15 復習をして授業に臨んでいた。 　４　　３　　２　　１ 15

【次の項目について具体的に記入して下さい。】
<興味・関心をもったところ＞

<難しかったところ＞

【自由記述】
授業についての感想や授業に対する要望などを記述する欄として活用してください。

授業評価シート（授業状況と自己学習状況）

４(そう思う)→３(ややそう思う)→２(あまり思わない)→１(思わない)

授業の進め方

　

生徒主体の授
業の工夫

生徒への
接し方

自己学習
状況

説明の分かり
やすさ
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第１図 評価カードの時系列整理 

 

４ 評価カードを用いた授業分析法 

「３ 学習者による授業評価を活用した授業分析

法」と同様に、収録した授業のビデオを再生しながら、

第４表に示す評価カードで分析を行う。 

小倉(2006)を参考に授業者の指導に関して、肯定的

な評価(＋評価)と否定的な評価(－評価)を感じたら授

業評価の項目の該当するところに○印を付け、その具

体的内容は評価コメント欄に記入する評価カードを作

成した。ビデオの視聴後、記入された評価カードを分

類し、確認した後に、互いの授業観を基に協議する授

業分析法である。 

分析法の流れは ①授業をビデオ撮影する→②ビデ 

オを視聴する→③評価カードへ記入する→④参加者全

員で評価カードを分類する→⑤分類結果を確認する→ 

⑥分類結果から個々に第５表に示す総合評価票へ記入

する→⑦総合評価票に基づいて評価者各自が報告し、

評価の全体像を把握する→⑧評価の全体像から、協議

の柱を立て授業改善に向けた話合いをする 形である。 

第４表 評価カード 

評価カードの評価項目は、先に取り上げた「２ 授

業改善シートによる授業分析法」「３ 学習者による

授業評価を活用した授業分析法」と同様に「生徒によ

る授業評価」の評価項目を参考にした。 

この分析法は直接授業参観しながら評価カードを書

き込んでいくことも可能である。しかし、実際に行わ

れる授業は一過性なものであり、参観者の行う評価も

その場で瞬時に判断することが必要になる。そこで直

接授業を参観した後に再度ビデオを再生して評価カー

ドに書き込んでいく方法を用いるとよい。また、否定

的な評価（－評価）は行わないで肯定的な評価(＋評価)

だけで行う方法もある。 

この分析法は参加型の授業分析であり参加者個々の

授業観や指導観に触れることがより可能な分析法であ

る。 

第５表 総合評価票 

総合評価票 

評価者  

評価１：この授業を下の表の４つの評価項目で総合的に評価してください。 

「特に評価できるは４」、「 評価できるは３」、「やや評価できるは２」、 

「評価できないは１」の４段階の尺度とします。４段階で最も適当と思わ 

れる番号を○で囲んでください。 

１ 授業の進め方はどうか ４  ３  ２  １ 

２ 生徒主体の授業の工夫はどうか  ４  ３  ２  １ 

３ 説明の分かりやすさはどうか ４  ３  ２  １ 

４ 生徒への接し方はどうか ４  ３  ２  １ 

 

評価２：ビデオ視聴から、この授業で良かった点を具体的に書いてください。 

 

 

 

評価３：ビデオ視聴から、改善が望まれる点を具体的に書いてください。 

 

 

 

評価４：ビデオ視聴から、この授業に関する全体的な印象を書いてください。 

 

 
 

 

５ 対話場面における授業分析法 

討論などにおいて、生徒の発言内容を取上げ、生徒

自身の考えをより明確にしたり、生徒の思考を深めた

りするためには授業のどこの場面で、どのような働き

かけをすればよかったのかを分析する授業分析法であ

る。この分析はバーコブィッツとギブスの研究で利用

している対話分析を、高垣(2005)がわが国の教授学習

場面に適用するように改変した、相互作用のある発話

の質的分析カテゴリー(第６表)のうち、生徒の認知を

ゆさぶる操作的発話のカテゴリーを基にして行うもの

である。 

分析法の流れは ①授業をビデオ撮影する→②ビデ

オを視聴しながらカテゴリーに基づき表出場面の洗い

出しをする→③表出した場面をビデオで確認する→④

表出場面について協議する という形である。表出場面 

高い評価 

低い評価 

　　　　　　授業開始からの経過時間　

＋評価 －評価

①
生徒が授業のねらいや内容を確認する場面が用意さ
れている。

② 生徒の学習状況を把握する場面が用意されている。

③
生徒の発言や発表など生徒自らが考えた内容を取り
上げる場面が用意されている。

④
生徒一人ひとりが積極的に授業に参加できる場面が
用意されている。

⑤
自ら考えたり、自ら取り組んだりする主体的な学習
活動の場面が用意されている。

⑥
生徒の理解に応じて再度説明や指示をしたりする場
面が用意されている。

⑦
分かりやすい説明をする工夫がみられる場面が用意
されている。

⑧
学習の流れや関連、ポイントがよく分かる板書が行
われている。

⑨
良い点をほめたりして学習意欲の向上につながる場
面が用意されている。

⑩ 机間指導等で指導支援する場面が用意されている。

評価コメント

授業評価の項目

「評価カード」　　　　　　　評価者

　分頃

授業の進
め方

生徒主体
の授業の
工夫

説明の分
かりやす
さ

生徒への
接し方
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第６表 発話の質的分析カテゴリー（2005 高垣より

作成）(p.8) 

カテゴリー 分類基準 

１ 

表
象
的
発
話 

a 課題の提示 話し合いのテーマや論点を提示する。 

b フィードバ

ックの要請 

提示された課題や発話内容に対して、コ

メントを求める。 

c 正当化の要

請 

主張内容に対して、正当化する理由を求

める。 

d 主張 自分の意見や解釈を提示する。 

e 言い換え 自己の主張や他者の主張と、同じ内容を

繰り返して述べる。 

２ 

操
作
的
発
話 

a 拡張 自己の主張や他者の主張に、別の内容を

付け加えて述べる。 

b 矛盾 他者の主張の矛盾点を、根拠を明らかに

しながら指摘する。 

c 比較的 

批判 

自己の主張が他者の示した主張と相容れ

ない理由を述べながら、反論する。 

d 精緻化 自己の主張や他者の主張に、新たな根拠

を付け加えて説明し直す。 

e 統合 自己の主張や他者の主張を理解し、共通

基盤の観点から説明し直す。 

の洗い出しにおいて、特に注目したい分析のカテゴリ

ーは「２a 拡張」で、この発言を教師が取り上げて授

業を展開していくことが生徒の思考を深めるために必

要であり、逃してはならない。 

この分析法は生徒の発言内容を取り上げるために、

より正確に聞き取ることが大切である。そのためにビ

デオ記録だけでなく逐語記録が作成されていることが

望ましく、分析のための準備の時間に多くの時間が必

要なため組織的に取り組むことが必要になる。 

 

６ 授業改善のための授業分析ガイドブック作成 

平成 18 年度の研究事業「授業分析法の開発のための

調査」を踏まえ授業分析にかかわる内容を整理、研究

した成果について、高等学校での授業改善に取り組む

際のガイドとなるように冊子としてまとめた。 

ガイドブックの構成は第１章では授業改善に取り組

む必要性について、第２章では授業研究への取組につ

いて、第３章では客観的に振り返るための資料収集の

仕方について、第４章では収集した資料整理の仕方に

ついて、第５章では個人、グループ、学校全体で取り

組む授業分析法について、第６章では組織的に取り組

む授業研究について、第７章では授業分析や授業改善

に役立つ内容についてである。 

 

研究のまとめ 

 

 「生徒による授業評価」と関連させた授業分析法と

ビデオ記録を活用した授業分析法の開発に取り組ん

だ。「生徒による授業評価」の評価項目で日々の授業

を分析することで時期を逃さずに授業改善をするこ

とができ、「生徒による授業評価」でみられる課題へ

の改善につなげることが期待できる。また、ビデオ記

録を活用した研究協議はより客観的に授業という事

実をとらえることができるため有効である。 

 各学校の実情を踏まえ授業改善のための取組はい

ろいろな方法でなされているが、まずは自分の授業を

客観的に見直すことから始めるとともに、生徒を含め

た第三者による評価を取り入れた授業改善に組織的

に取り組む必要がある。 

 

おわりに 

  

本研究が今後の各学校での授業改善ための授業分析

の参考となることを願うとともに、各学校の取組をよ

り支援するため、さらに活用しやすい授業分析法の開

発に取り組んでいきたい。 

最後になるが、高垣マユミ鎌倉女子大学教授には、

御多忙にもかかわらず、本研究のスーパーバイザーと

して御助言を頂き、心よりお礼申し上げる。また、調

査研究協力員の先生方にも感謝申し上げる。 

［調査研究協力員］ 

 県立神奈川総合高等学校 石橋 篤 

 県立湘南台高等学校   長島 和子 

県立逗子高等学校    浅井 祐一 

県立相模大野高等学校  國松 稔之 

 県立大和西高等学校   臼井 勇 

［助言者］ 

 鎌倉女子大学      高垣 マユミ 

    

引用文献 

高垣マユミ 2005 『授業デザインの最前線 理論と実 

践をつなぐ知のコラボレーション』北大路書房 
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神奈川県立総合教育センター研究集録 27:5～12.2008 

    

「読解力」向上のための総合的な研究 

－ 学校における取組と総合教育センターの支援－ 

    

吉 田 佳 恵１ 

 学校の教育活動全体での「読解力」向上の取組が求められる中、各学校における取組を更に推進するために、

平成18年度に総合教育センターで作成したガイドブックを基に、新たな学習指導案の作成及び授業実践とその

検証を行った。また、こうした研究の成果に基づき、データベースや校内研修用資料を作成した。 
    

はじめに 

 

平成 12 年より OECD（経済協力開発機構）は、国際

的な学力調査として「PISA 調査」を実施している。こ

の調査は、「義務教育修了段階の 15 歳児が持っている

知識や技能を、実生活の様々な場面で直面する課題に

どの程度活用できるかどうかを評価」するというもの

である。調査分野の一つである「Reading Literacy」

は、「自らの目標を達成し、自らの知識と可能性を発

達させ、効果的に社会に参加するために、書かれたテ

キストを理解し、利用し、熟考する能力」と定義され、

“PISA 型「読解力」”と呼ばれている。（以下「読解

力」という。） 

平成 15 年実施の同調査結果では、我が国の子どもた

ちの「読解力」の得点が OECD 平均程度まで低下してい

る状況にある等、大きな課題があることが示された。 

これを受け、文部科学省では、平成 17 年に「読解力向

上プログラム」及び「読解力向上に関する指導資料」

を公表し、次のような点について述べ、各学校での取

組を求めている。①PISA 調査の目的は現行学習指導要

領がねらいとしている「生きる力」「確かな学力」と

同じ方向性にあること。②PISA 調査の結果から明らか

になったことと教育課程実施状況調査の結果とには共

通点があること。③「読解力」は学校の教育活動全体

で身に付けていくべきものであり、教科等の枠を超え

た共通理解と取組の推進が重要であること。 

こうした中、総合教育センターでは平成 18 年度に、

各学校での「読解力」向上の取組を推進するための研

究を行い、『神奈川版：「読解力」向上のためのガイド

ブック』を作成した。 

作成したガイドブックについては、総合教育センタ

ーWeb ページへの掲載、県内の公立小学校・中学校等

への配付及び総合教育センターにおける研修講座等で

の活用により、普及を図ることとしたが、平成 19 年度

は、各学校での「読解力」向上のための取組を更に推

進するために、総合的な研究を行うこととした。 

 

研究の目的 

    

本研究の目的は、各学校における「読解力」向上の

取組を更に推進するために、平成 18 年度の研究に関す

る検証を行うとともに、総合教育センターとしての研

究成果の普及のための方法を考案することである。 

 具体的には、平成 18 年度に総合教育センターで作成

した『神奈川版：「読解力」向上のためのガイドブック』 

を踏まえ、新たな学習指導案の作成及び授業実践とそ

の検証を行うとともに、「読解力」向上のためのデータ

ベース及び校内研修用資料の作成を目指した。 

  

研究の内容 

 

平成 18 年度に総合教育センターで作成した『神奈川

版：「読解力」向上のためのガイドブック』（以下「ガ

イドブック」という。）の内容は次のとおりである。 

 

【第１章】「読解力」とは何かについての説明 

①PISA 調査及び文部科学省の「読解力」向上に関

する資料について 

②それらを踏まえ、実践的に整理した「読解力」

向上のための＜四つの力＞及び対象とするテキ

ストについて 

【第２章】「読解力」向上のための二つの方法 

①-１スキルの整理とスキルモデルについて 

-２学校全体で取り組むためのコンセプトモデ

ル＜三つのＳ＞について 

②「新たな学習指導案のフォーマット」について 

【第３章】各学校で取り組む際の手順等 

①各学校で取り組む際の手順について 

②「読解力」の評価について 

【学習指導案編】各教科等の授業での取組 

①教科等の目標と「読解力」との関連及びテキス

ト等を説明した「各教科等の学習と『読解力』」 

②学習指導案 60 本 

（小学校・中学校の全教科と総合的な学習の時 

間） 

 1 カリキュラム支援課 研修指導主事 
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本研究では、このガイドブックを踏まえ、次の二つ

の方法で研究を進めた。 

１ 「読解力」向上のための学習指導案の作成及び

授業実践とその検証 

２ 「読解力」向上のためのデータベース及び校内

研修用資料の作成 

 研究の内容は次のとおりである。 

 

１ 学習指導案の作成及び授業実践とその検証 

各学校における「読解力」向上の取組を推進するた

めに、ガイドブックには、各教科等の学習指導案を掲

載している。この研究成果を踏まえ、各学校における

「読解力」向上の取組を更に推進するために、参考例

を増やすとともに、より実践的な事例を提示すること

とした。そこで、(1)新たに学習指導案を作成するとと

もに、授業実践を行うこととした。あわせて、(2)授業

実践を通して、昨年度の研究について、スキルモデル

やコンセプトモデルに係る検証を試みることとした。 

(1) 学習指導案の作成及び授業実践 

ア 作成の方法と手順 

本研究では、小学校の四つの教科及び中学校の四つ

の教科について、調査研究協力員（公立の小学校・中

学校の教員）の協力を得て、学習指導案を作成した。 

学習指導案の書式については、平成 18 年度に開発し

た「新たな学習指導案のフォーマット」を使用した。

このフォーマットは、次の三つの内容からなっている。 

①１ページ目には、「単元・題材の目標」と並べて

「児童・生徒について」（児童・生徒の現状と課

題）を明記した上で、評価規準を記載するように

なっている。そして、学習指導計画では、教科等

における付けたい力を明記し、学習活動の欄には、

「読解力」に関する内容を記載するようになって

いる。具体的には、教科等の学習活動の中で必要

な「読解力」に関する力や向上が期待できる力を

明記するようにしている。また、読解の対象とな

るテキストについて記載する欄を設けている。 

②２ページ目以降の「授業計画」はＡ４判・２枚の 

見開きで、左側は教科の内容について、右側は主 

に「読解力」を中心とした内容について記載する 

ようになっている。（第１図）右側は、学習活動の 

中で必要な「読解力」に関する力や向上が期待で 

きる力を明記するとともに、そのスキルを記載す 

るようになっている。また、「指導上の留意点」の 

欄には、「読解力」に関する内容も記載するように 

なっている。 

③「授業計画」の後には「本単元・題材の学習と『読

解力』」として、学習指導案全体に関して、取り上

げたテキストについての説明、取り上げたスキル

や指導方法以外の工夫例、授業実践の成果と課題

などについて記載するようになっている。 

このフォーマットを使用し、教科の授業における目

標及び評価規準を明確にし、児童・生徒の現状と課題

を踏まえた上で、単元の授業計画に「読解力」を位置

付けた学習指導案を作成した。特に、具体的な手立て

を明確にするためにも、学習活動の中で必要であり、

その向上が期待できる「読解力」に関する力、それら

に関するスキル、対象とするテキスト等についての検

討を行った。また、「読解力」向上のためにも発問は重

要であることから、ポイントとなる発問については明

記するようにした。 

検討に当たっては、教科における校種間の円滑な接

続を考慮し、教科別に、小学校・中学校合同での研究

協議等を行った。 

イ 作成上の工夫 

新たに作成した学習指導案は 10 本である。（第１表） 

第１表 平成 19 年度に作成した学習指導案 

 教科 学年 単元名 

小

学

校

国語 ２年生 じゅんじょよくせつめいしよう 

社会 ５年生 わたしたちの生活と工業生産 

算数 ５年生 小数のわり算（除数が小数） 

理科 ６年生 からだのつくりとはたらき 

中

学

校

国語 ２年生 随筆「字のないはがき」 

人間のきずな 

３年生 詩「わたしを束ねないで」 

心の在り方 

社会 ３年生 国の政治のしくみ 

（国会のしくみと働き） 

３年生 市場経済と金融 

（価格の決まり方） 

数学 ２年生 図形の性質の調べ方（図形の合同）

理科 ３年生 酸化と還元 

第１図 学習指導案のフォーマット（「ガイドブック」より作成）

学習指導案の２ページ目以降の[授業計画]の箇所 
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校種・教科の特性、児童・生徒の実態に応じて、単

元の目標を達成するとともに、「読解力」向上のために、

様々な工夫がなされたが、校種・教科に共通する主な

工夫点は次の四つである。 

(ｱ) テキストについて 

できるだけ多様なテキストを用意する。 

(ｲ) 「読解力」に関する＜四つの力＞について 

学習活動の中に、「情報を取り出す力」、「解釈

する力」だけなく、「熟考・評価する力」を位置

付けるようにする。また、「表現する力」を適宜

位置付けるようにする。 

(ｳ) 「読解力」に関するスキルについて 

具体的なスキルを考える。 

(ｴ) その他 

グループ活動を取り入れる。 

発問や助言を工夫する。  

ウ 学習指導案と授業実践についての考察 

新たに作成した 10 本は、いずれもこれまでの授業を

踏まえ作成したもので、このうち６本については学習

指導案の作成後に授業実践を行った。授業実践につい

ては、ビデオによる授業記録、授業参観者による授業

記録、学習活動において児童・生徒が記載したもの等

を基に、授業者自身の分析を踏まえ、研究協議を行い、

成果と課題について整理した。この成果と課題につい

ては、学習指導案の最後の項目に記載した。なお、平

成 18 年度に作成した学習指導案については、見やすさ

にも重点を置き、分量が多くならないように考慮した

が、本研究では、工夫点及び成果と課題が明確となる

ことにより重点を置いた。そこで、「授業計画」及び

「本単元・題材の学習と『読解力』」の項については、

見やすさも考慮しながら詳細に記載することとした。 

ここでは、先に挙げた校種・教科に共通する四つの

工夫点のうち、(ｱ)・（ｲ）・（ｴ）を取り上げ、学習指

導案、特に授業実践に見られる具体的な内容とその成

果について考察したことを述べる。（学習指導案につ

いては、総合教育センターの Web ページ参照。） 

(ｱ) テキストについて 

PISA 調査では、“書かれたテキスト”を対象として

いる。文部科学省による「読解力」向上に関する資料

においては、“書かれたテキスト”だけではなく、各

教科等の学習の対象となるものをテキストとして取り

上げ、PISA 調査よりもその範囲を広げている。ガイド

ブックでは、児童・生徒が教科等の学習活動や実生活

で直面するものを広くとらえて整理し、書かれたもの

を始めとして、話していること、映像・音楽・音・絵・

写真、実物、状況や様子（自然現象、社会事象、風景、

ダンス、球技、表情、パフォーマンス等）としている。

ただし、あらゆるものを対象にするのではなく、教師

や児童・生徒が切り取ったもの、まとまりのあるもの、

文脈のあるものとしている。 

本研究で作成した学習指導案では、校種・教科の特

性や児童・生徒の実態に応じて、多様なものをテキス

トとして取り上げている。例えば、文章、ワークシー

ト、メモ、絵本、式（数式、化学式）、図（イメージ

図、地図）、表、グラフ、写真、ビデオ映像、実物や

物（おもちゃ、鉄鉱石や鉄製品、植物、カード、ブロ

ックによるモデル）、実験、話したことをまとめたも

の、身体などである。 

学習活動だけでなく、実生活・実社会においても、

書かれたもののみが対象となるとは限らず、様々なも

のを対象として、情報を取り出し、理解し、解釈し、

熟考することが必要となる。また、書かれたものだけ

を単独で扱うとは限らず、様々な種類のものを複合的

に、理解し、利用し、熟考することが必要となる。対

象とするテキストの種類が異なるということは、そこ

で必要となる個別のスキルや表現方法も異なるという

ことである。こうした点からも、教科等の学習活動に

おいて、様々なものをテキストとして意識的に取り上

げることは重要である。本研究における授業実践から

は、例えば小学校の国語のように、学習活動において

様々な種類のものをテキストとして意識的に取り上げ

ることで、異なるスキルや表現方法のトレーニングと

なり、多様なテキストに対応した「読解力」向上につ

ながることがうかがえた。 

(ｲ) 「読解力」に関する＜四つの力＞について 

PISA 調査では、「読む行為」のプロセス（側面）と

して、①情報の取り出し（テキストに書かれている情

報を正確に取り出すこと）、②テキストの解釈（書かれ

た情報がどのような意味を持つかを理解したり推論し

たりすること）、③熟考・評価（テキストに書かれてい

ることを知識や考え方や経験と結び付けること）とい

う三つを挙げている。平成 15 年の調査結果報告では五

つあるプロセスを三つにまとめているが、五つのプロ

セスについて、「テキストを十分に理解するには、これ

らのプロセスのすべてを必要とする。」と説明している

（国立教育政策研究所 2003) 。文部科学省による「読

解力」向上に関する資料においては、「読解力」に関

して、文章や資料から「情報を取り出す」ことに加え

「解釈」、「熟考・評価」、「論述」することを含むもの

であり、「考える力」を中核として「読む力」、「書く力」

を総合的に高めていくことが重要であるとしている。

ガイドブックでは、三つのプロセスに、読み取ったこ

とや考えたことは何らかの形で表現すること等から

“表現”を加えて、「読解力」向上のための＜四つの力

＞（「情報を取り出す力」、「解釈する力」、「熟考・評価

する力」、「表現する力」）としている。 

本研究で作成した学習指導案では、校種・教科の特

性や児童・生徒の実態に応じて、学習活動の中に「情

報の取り出し」、「解釈」だけでなく、更に「熟考・評

価」を行う学習場面を設定するよう工夫している。ま
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た、「表現」についても適宜行うよう工夫している。 

実生活・実社会においては、テキストの内容や形式

について理解するだけでなく、熟考・評価することが

求められる場面が多々ある。PISA 調査の結果でも、我

が国の子どもには、「熟考・評価」に課題があること

が指摘されている。こうした点からも、学習活動にお

いて「熟考・評価する力」を必要とする場面を意識し

て設定することは重要である。さらに、意図的・計画

的に、適切な単元・題材において、学習活動の中に位

置付けることは、機会の充実や繰り返しトレーニング

することにつながり、「熟考・評価する力」の向上に

おいては重要である。 

また、実生活・実社会においては、取り出した情報

や解釈したこと、熟考・評価したことを表現すること

が求められる場面が多々ある。PISA 調査の結果でも、

我が国の子どもには、「自由記述形式」に課題があり、

無答率が高いことが指摘されている。 

本研究における授業実践からは、例えば中学校の国

語のように、学習活動において「熟考・評価する力」

や「表現する力」を必要とする場面を意識して設定す

ることで、そうした力をはぐくむとともに、表現する

活動において、情報を整理したり再構成したりするこ

とを通して、「熟考・評価する力」をはじめとした他

の三つの力の向上につながることがうかがえた。 

(ｳ) その他 

本研究で作成した学習指導案の多くに（授業実践で

は全てに）、グループ活動を取り入れている。グルー

プ活動では、他者に説明する必要が生じることから、

「表現する力」だけでなく、そのために情報を整理し

たり再構成したりすることが求められる。また、他者

の説明を聞いたり質問したりすることが必要となるこ

とから、それにより様々な考え方を知り、他者の思考

過程や意図を読み取ったり、他の方法を考えたりする

機会にもなる。このような点で、本研究の授業実践か

らは、例えば小学校の理科や中学校の数学のように、

グループ活動を取り入れることで、四つの力の向上、

特に「熟考・評価する力」や「表現する力」の向上、

更には学習意欲の向上につながることがうかがえた。 

本研究で作成した学習指導案では、ポイントとなる

発問を明記するようにしており、また、児童・生徒の

実態に応じたポイントとなる助言についても明記する

ようにしている。特に、児童・生徒が根拠について考

え、それを示すことができるようになるために、児童・

生徒の実態に応じて発問や助言を工夫している。実生

活・実社会では、取り出した情報、解釈したこと、熟

考・評価したことを表現する際に、根拠を求められる

場面が多くある。学習活動において、根拠を示すよう

に発問や助言を工夫することは、重要である。特に、

理由を答えられるようになっても、単に「～だから」

というだけではなく、それが根拠となっているかどう

かを考えさせるためには、授業者の助言が重要である。

本研究における授業実践からは、「理由は？」、「ど

のように考えて作成したのか？」、「間違えた理由は？」、

「どうしたらよかった？」、「考え方や理由を説明で

きるようにすること。」などの発問や助言を行うこと

で、例えば小学校の算数のように、四つの力、特に「熟

考・評価する力」の向上につながることがうかがえた。 

(2) 授業実践とその検証 

ガイドブックでは、「読解力」向上のための方法とし

て、①スキルモデル、②コンセプトモデルを提示して

いる。具体的には次のようなものである。   

①スキルモデル 

「読解力」向上に取り組むといっても、具体的

にどのようにすればよいかということが課題とな

る。また、「読解力」を身に付け、活用するために

は、そのための方法や手段を学んだり、練習した

りする必要があることから、ガイドブックでは

“Skill”（一般的には「訓練して身に付けた技能」

の意）に着目している。そして、「読解力」のため

の四つの力に関する「スキル」（技能・方法）を整

理したものがスキルモデルである。 

②コンセプトモデル 

学校全体で「読解力」向上に取り組むといって

も、具体的にどのようにすればよいかということ

が課題となることから、ガイドブックでは学校の

教育活動全体の構造に着目している。そして、＜

Skill＞「読解力」に関するスキル、＜Study＞教

科等の学習、＜Stage＞学習機会の充実と学習環境

を＜三つのＳ＞として、教育活動全体を構造化し

直したものがコンセプトモデルである。（第２図） 

本研究では、授業実践を通して、スキルモデル及び

コンセプトモデルに係る検証を試みた。 

ア スキルについて 

ガイドブックでは、基本的なスキル及びトレーニン

StageStage 学習機会の充実と学習環境

学校教育目標 「生きる力」の育成
「確かな学力」の向上

社会・地域・保護者の願い 児童・生徒の実態

Skill
「読解力」

に関する
スキル

ﾄﾚｰ
ﾆﾝｸﾞ

活
用

ﾄﾚｰ
ﾆﾝｸﾞ

活
用

その他の
学習

各教科の
学習

StageStage

StudyStudy

SkillSkill・総合的な
学習の時間

・特別活動
・道徳

StudyStudy
「
読
解
力
」

向
上

第２図 「読解力」向上のためのコンセプトモデル 

（「ガイドブック」より） 
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グ方法を例示している。そして、各学習指導案では、

各教科等の目標を達成するための学習活動やテキスト

に応じたスキルを記載している。具体的な個別のスキ

ルについては、児童・生徒の実態に応じた整理を行う

ことが重要であるからである。 

本研究における学習指導案においても、授業実践を

念頭に、児童・生徒の実態に応じた具体的なスキルに

ついて検討を行った。その結果、校種・教科の特性、

児童・生徒の実態、使用するテキストに応じて、個別

のスキルは異なるものの、共通するスキルが挙げられ

た。例えば、ガイドブックにも掲載されている、「順

序付ける」、「比較する」、「関連付ける」、「分類

する」、「予想する、仮定する、推論する」などであ

る。さらに、具体的なスキルとしては、「区別する」

（同じ点・共通点、違う点・相違点)、そのためにカー

ドを用いて整理する（グループ化、見出し整理）、キ

ーワードを手がかりとする、「書き換える（置き換え

る）」などである。 

ここでは、「書き換える（置き換える）」ことにつ

いて、具体的に見ていくことにする。「書き換える（置

き換える）」つまり“変換する”こととは、例えば第

２表のようなものである。 
 
第２表 書き換え(置き換え)の例 

校種 教科 書き換え（置き換え）の例 

小学校 国語 絵 → 言葉   写真 → 言葉 

言葉 → 言葉  物  → 言葉 

算数 言葉 → 図（数直線） 

図（数直線）→ 式 

中学校 社会 文章 → 表  表 → 表 

表 → グラフ 

理科 現象 → 言葉  言葉 → モデル

モデル → 式  式 → 言葉 

 

このように、「書き換える（置き換える）」というス

キルは、校種・教科やテキストによって、表現形式や

広い意味での扱う言語は異なるものの、校種・教科に

共通する基本的なスキルであり、「表現する力」だけ

でなくその他の三つの力にもかかわる効果的なスキル

であることが分かった。また、「書き換える（置き換

える）」際には、幾つかの段階を設定することが重要で

あり、「読解力」向上に効果的であることが分かった。 

例えば、中学校の理科では、現象（化学変化）→言

葉→モデル（ブロック）→式（化学式）→言葉といっ

たように置き換えるステップを設定している。言葉に

ついても、単語の補充、文の作成、文章の作成へとい

うステップを設定している。また、主体・主語が変わ

ることで、適切な単語を補充することが難しくなる例

もあり、立場を変えることも一種の“変換”であり、

こうした観点からも、「書き換える（置き換える）」は

重要なスキルであることが分かった。 

このように、「読解力」向上に関する具体的なスキ

ルを考えることや、スキルモデルとして示したように、

教科の枠を超えて基本的なスキルを整理することは、

「読解力」向上の取組として重要であり、効果的な方

法であることが明らかとなった。 

イ コンセプトモデルについて 

ガイドブックでは、教科等の学習だけではなく、学

校全体で日頃から「読解力」向上を目指す取組が必要 

であることから、学習機会の充実と学習環境を＜Stag

e＞として位置付けている。＜Stage＞は、学級活動等

の様々な機会を活用して「読解力」向上に関する取組

を行う、また、日々の学校生活の中で児童・生徒の読

む等の機会が自然と増えるように学習環境を充実させ

るという考え方に基づくものである。 

本研究で作成した学習指導案及び授業実践とその成 

果には、いずれも作成協力者であり授業実践者である

調査研究協力員の日頃の学習機会や学習環境の充実を

図る取組、スキルトレーニングの積み重ねが背景にあ

る。例えば、児童・生徒の作品を掲示する、朝の会で

定期的にスピーチをする機会を設定する、授業等で定

期的にグループ活動を取り入れる、などである。これ

までの取組を「読解力」の視点から見直してみると、

学習機会や学習環境の充実につながるものがあり、こ

れを意図的・計画的に行うことは、「読解力」向上の取

組として重要であり、効果的な方法であることが本研

究から確認できた。 

＜Skill＞について言えば、ガイドブックで提示した 

モデルや先に挙げたスキルは、殊更新しいものではな

いが、だからと言ってだれもが簡単に使えるというも

のではない。PISA 調査において、「読解力」は生きる

ための「知識と技能」（knowledge and skills）である

としているように、方法を知識として持っているだけ

でなく、活用できるようにすることが重要である。 

本研究の授業実践から、例えば中学校の社会のよう

に、＜Skill＞を繰り返しトレーニングすることが重要

であり、そのためにも＜Stage＞と＜Study＞を見直す

ことは効果的な方法であることが確認できた。 

なお、本研究の調査研究協力員からは、研究を終え

て、次のような感想が寄せられた。 

「読解力」向上の視点から学習指導案を作成したり

授業実践をしたりすることは、全く新しいことに取り

組むということではなく、今までの授業を見直すとい

うことである。児童・生徒の実態、学習活動、テキス

ト、発問、指導方法などについて見直し工夫すること

は、「読解力」向上だけではなく、教科等の目標達成

につながるものであるということを児童・生徒の変容

から実感している。 

  

２ データベース及び校内研修用資料の作成 

各学校における「読解力」向上の取組を推進するた

めに、総合教育センターではガイドブックを作成して
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配付するとともに、研修講座等での活用を図っている。 

各学校での取組を更に推進するためには、研修講座

等での活用だけでなく、学校全体での共通理解を促進

するための方策や各学校の実態に応じた方策が必要で

ある。実際に、平成 19 年度の研究や研修講座等での活

用などを通じて、学校や個々の教員における「読解力」

についての認識や取組状況については差異が大きく、

総合教育センターとしての支援の必要性を改めて認識

した。そこで、総合教育センターとしての支援の具体

的な方法として、(1)学習指導案のデータベースを作成

すること、(2)校内研修用の資料を作成することに取り

組むこととした。 

(1) データベースの作成 

 作成した学習指導案については、校種別・教科別に、

学年及び単元・題材名を明記し、一本ずつ個別に Web

ページに掲載している。校種・教科等の特性があるこ

と、単元・題材の目標を達成するための学習活動にお

いて「読解力」向上を図ることが重要であることなど

から、単元・題材のまとまりとして、一本ずつ掲載し

ている。 

 一方で、「読解力」に関する「四つの力」に関する学

習活動やスキルの例など、知りたい内容に応じて必要

とする情報が選択できるようにすることは、学習指導

案の活用、更には学校の実情や児童・生徒の状況に応

じた学習指導案の作成につながると考えた。そこで、

学習指導案をデータベース化することとした。 

データベースの種類は様々であるが、①ユーザーの

状況によって必要とする情報が異なることから、全文

検索が可能であること、②学習指導案を一本ずつのま

とまりとして、検索結果を示すことができること、③

今後、新たな学習指導案を追加することも考慮し、費

用や技術の面からも作成や運営が簡便であることが必

要であることなどから、サイト内検索機能を活用する

こととした。サイト内検索機能としては、総合教育セ

ンターのホームページにも設置している検索エンジン

「Google」のサイト内検索として、「フリー検索 (ベー

シック版) : ウェブ検索 + サイト検索」を活用するこ

ととした。（第３図） 

具体的には、次のような構成とした。 

①総合教育センターの Web ページ上に、「読解力」向

上に関する学習指導案の検索用ページを作成する。 

②検索用ページに、サイト内検索ボックスを設置す

る。総合教育センターでは、使用できるドメイン

が一つに限定されることから、「読解力」に検索範

囲を絞るために、サイト内検索ボックスの中には、

画面上に見えない形で、検索するファイルを限定

するための語句を予め入力しておく。あわせて、

全ての学習指導案を対象とした検索の他に、校種

を限定して検索ができるように、それぞれに同様

の検索ボックスを設置する。 

③「読解力」向上のための＜四つの力＞やスキルに

関する検索がしやすいように、「検索のヒント」と

して、キーワードを掲載する。例えば、「読解力」

向上のための＜四つの力＞として、「情報の取り出

し」、「解釈」、「熟考・評価」、「表現」を提示し、

スキルに関する言葉としては、「比較」、「根拠」、

「ブレーンストーミング」等を提示するなどであ

る。また、スキルに関しては、関連する内容をカ

テゴリー化するようにした。 

(2) 校内研修用資料の作成 

総合教育センターでは基本研修講座を中心に、ガイ

ドブックを活用した研修を実施しているが、学校の教

育活動全体で取り組むためには、各学校の実情に応じ

た校内での研究や研修も重要である。そこで、学校に

おいて、「読解力」向上に関する校内研修を実施するた

めの資料として、ガイドブックを踏まえた校内研修用

資料をパッケージとして作成することとした。なお、

こうした校内研修用パッケージについては、総合教育

センターとして、「校内研修支援パック」という形で、

平成 20 年度から各学校に提供できるように準備を進

めている。「校内研修支援パック」は、①利用の手引き、

②プレゼンテーション用スライド、③プレゼンテーシ

ョン用スライドの読み上げ原稿、④研修用配付資料か

らなっている。 

本研究では、基本研修講座や研究発表会などの様々

な場面に応じて作成した内容やスライドを基に、研修

の進め方について、学校の実情に応じて選択できるよ

うに、後に挙げる①～③の三つの段階を想定して、校

内研修用資料を作成した。 

①ガイドブック入門編（１時間程度） 

 「読解力」向上の取組についての共通理解を図

ることを目的とした内容である。プレゼンテーシ

第３図 検索用の Web ページ 

（デザインや内容については随時変更） 
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ョン用スライド及びガイドブックを印刷したもの

を配付資料として活用しながら、「読解力」につい

ての講義を行う。 

②学習指導案編（１時間 30 分程度） 

教科等の学習において、「読解力」向上に取り組 

むことを目的とした内容である。プレゼンテーシ

ョン用スライド及びガイドブックを印刷したもの

を配付資料として活用しながら、学習指導案まで

の内容について講義を行う。その後、グループ協

議用シートを用い、「読解力」向上の視点から授業

を見直し、取り組むためのアイデアや工夫につい

て、グループで具体的に考える。 

なお、グループ協議については、ガイドブック

のフォーマットを使いながら、「読解力」向上の視

点を取り入れた学習指導案について、グループで

具体的に考える方法もある。 

③カリキュラム編（１時間 30 分程度） 

学校のカリキュラムを作成することを目的とし 

た内容である。プレゼンテーション用スライド及

びガイドブックを印刷したものを配付資料として

活用しながら、「読解力」についての講義を行う。

その後、グループ協議用シートを用い、「読解力」

向上の視点から学校のカリキュラムを見直し、取

り組むためのアイデアや工夫について、グループ

で具体的に考える。 

なお、いずれも、学校の実情に応じてガイドブック

の中から必要な箇所を資料として配付できるように、

該当箇所を提示することとした。 

 

研究のまとめ 

 

本研究の成果は次のとおりである。 

○「読解力」向上に係る新たな学習指導案の作成

及び授業実践、並びに授業実践を通した「読解

力」向上の具体的な方法に関する検証 

○「読解力」向上のためのデータベース及び校内

研修用資料の作成 

 本研究において新たに作成した 10 本の学習指導案

は、平成 18 年度に作成した 60 本の学習指導案では扱

っていない単元や学年に関するもので、授業実践を踏

まえたより実践的なものとして、「読解力」向上のため

の取組の参考となるものである。  

授業実践を通して、スキルモデル及びコンセプトモ

デルについての検証を試み、その結果一定の有効性を

確認することができた。ただし、スキルに関しては、

モデルの一部を検証するにとどまった。学習活動や実

生活で実践的なトレーニングをする中で、児童・生徒

が「テキスト」や「行為」に応じた読解のスキルを個々

に選択し、組み合わせたり工夫したりして、いずれは

自分なりに適切なスキルを活用できるように支援する

ことが重要である。また、コンセプトモデルに関して

は、学校の教育活動全体を対象としたものであること

から、本研究の検証は十分とは言い難い。ガイドブッ

ク及び本研究が参考となり、各学校での「読解力」向

上の取組が推進されるように、研究成果の普及及び学

校への支援が一層重要である。 

グループ活動に関しては、ガイドブックにおいて、

スキルのトレーニング方法のモデルの一つとして、「対

話（話し合いの方法）」を挙げている。今後、このス

キルトレーニングは重要であり、グループ活動に関す

る実施形態や方法、評価、支援等についての研究が必

要であると考える。 

 データベースについては、作成や管理に特別な費用

や技術を必要とせず、ユーザーに応じて、情報が検索

しやすくかつ自由度の高いものとなった。今後の課題

としては、「検索のヒント」の項目やカテゴリーの見直

しが挙げられる。また、ユーザーが必要としているキ

ーワードについての調査を行うことも検討する必要が

あると考える。 

校内研修用資料については、普及と活用状況の把握

が重要である。 

おわりに 

 

 平成 19 年には、第３回 PISA 調査の結果が公表され

た。「読解力」の得点の経年変化については、前回の調

査結果と比較すると、日本の得点に変化はなく、「読解

力」については引き続き課題がある。なお、平成 21

年（2009 年）には、「読解力」を主要分野とする調査

が実施される予定である。 

国内においては、平成 19 年４月に全国学力・学習状

況調査が実施され、同年 10 月に結果が公表された。対

象とする教科については、PISA 調査の結果も考慮して

おり、主として「活用」に関する問題を出題する「Ｂ

問題」は PISA 調査を意識したものとなっている。 

国内における大きな変動としては、教育基本法及び

学校教育法の改正が挙げられる。平成 19 年６月に公布

（同年 12 月に一部施行）された学校教育法の一部改正

により、小・中・高等学校等において、「生涯にわたり

学習する基盤が培われるよう、①基礎的な知識及び技

能を習得させるとともに、②これらを活用して課題を

解決するために必要な思考力、判断力、表現力その他

の能力をはぐぐみ、③主体的に学習に取り組む態度を

養うことに、特に意を用いなければならない。」と定め

られた（番号は筆者）。学力の重要な要素である三つの

中で特に②は、「読解力」にも深く関係するものである。 

また、平成 20 年１月に中央教育審議会が新学習指導

要領に関する答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学

校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善につい

て」を行った。この中にも、PISA 調査に関する記述が

見られ、改訂における主な改善事項の一つとして、「言
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語活動の充実」を掲げている。国語科だけでなく、各

教科等において言語活動の充実を図るというものであ

る。「７．教育内容に関する主な改善事項」の中の「(1)

言語活動の充実」には、具体的な学習活動例が挙げら

れており、「コミュニケーションや感性・情緒の基盤と

いう言語の役割に関して」は、「話す・聞く・書く・読

む」だけでなく様々な行為が例として挙げられている。   

このように、現在の学習指導要領においても、次期

学習指導要領においても、児童・生徒に「生きる力」

をはぐくむためにも、「読解力」向上の取組は必要であ

り、重要である。 

先に挙げた答申の中の「９．教師が子どもたちと向

き合う時間の確保などの教育条件の整備等」の(3)「効

果的・効率的な指導のための諸方策」の中に、「特に、

教育センターは、教員研修の実施などのほか、カリキ

ュラム開発や先導的な研究の実施、教員が必要とする

図書や資料等のレファレンスや提供などを行うことに

より、教師の創意工夫を支援することが求められる。」

とある（中央教育審議会 2008）。 

平成 18 年度に作成したガイドブックについては、参

考資料としての配付依頼や問い合わせが本県内外から

多数来ており、関心の高さがうかがえる。 

本研究が今後の各学校の取組の参考となることを願

うとともに、各学校の取組を支援するために更に研究

や開発に取り組んでいきたい。 

最後になるが、横浜国立大学の髙木展郎先生、池田

敏和先生には、御多忙にもかかわらず、本研究のスー

パーバイザーとして御助言を頂き、心よりお礼申し上

げる。また、調査研究協力員の先生方、授業実践の協

力校の方々に感謝申し上げる。 

［神奈川県立総合教育センター］（各校種・教科担当所員） 

カリキュラム支援課  

吉田佳恵(中学校国語)、三堀仁（小学校社会）、 

清水広(小学校算数)、濵田伸子(小学校理科)、 
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神奈川県立総合教育センター研究集録 27:13～16.2008 

    

 教育用理科コンテンツ活用に関する研究 
－ ICT を効果的に活用するための工夫 － 

    

柴田 功１    濵田 伸子１ 

平成18年の「IT新改革戦略」（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）では、平成22年度までに全て

の教員がICTを活用して指導できることを目標に掲げているが、文部科学省の調査では、目標を大きく下回る結

果になることが報告されている。また、国際教育到達度評価学会(IEA)の「国際数学・理科教育動向調査」等か

ら、子どもたちの「科学技術離れ」、「理科離れ」が指摘されている。本研究では教員のICT活用指導力の向上

と「科学技術・理科大好き」な子どもを育てることを目的として、小・中・高等学校においてICTを活用した理

科の授業を実践し、ICT活用のノウハウの蓄積、整理及びその成果の普及を図った。 

 

はじめに 

    

 総合教育センターでは、平成 16 年度から平成 18 年

度にかけて、独立行政法人科学技術振興機構(JST)との

共同研究として「教育用コンテンツ配信システムに関

する研究」を行い、平成 19 年度は横浜国立大学連携研

究として「教育理科コンテンツ活用に関する研究」を

行った。その４年間に小・中・高等学校で計 31 回、I

CT を活用した理科の検証授業を行い、その成果をガイ

ドブックと Web ページにまとめた。 

    

研究の目的 

    

 本研究は、教員の ICT 活用指導力の向上と、「科学

技術・理科大好き」な子どもを育てることを目的とし

ている。そのため、小・中・高等学校において ICT を

活用した理科の授業を実践し、その成果を基に授業に

おける ICT 活用のノウハウを蓄積、整理し、ガイドブ

ックと Web ページにまとめ、研究成果の普及を図った。 

目的の達成に向けて平成 16年度から平成 19年度の

４年間にわたって、次の(1)～(6)の手順で進めた。 

 

(1) 学習指導案を作成し、教育用理科コンテンツの中

から学習のねらいに合ったデジタル教材を選択、作

成した。  

(2) 実験・観察等の体験的な学習活動とデジタル教材

の活用を融合させた授業を実施した。  

(3) 授業後、児童・生徒を対象にアンケートを実施し、

調査研究協力員会で授業分析を行い成果と課題を

整理した。  

(4) 次の授業実践に向けて、ICT の効果的な活用方法

の改善を図った。  

(5) 研究の成果を Web ページやガイドブックにまとめ

た。 

(6) 研究成果を基にし、教員研修を実施した。 

                         

 

研究の内容 

 

 本研究の背景には、二つの施策がある。一つは、「I

T 新改革戦略」等を通じて、学校に PC や校内 LAN、イ

ンターネット接続等の整備が進められ、「児童・生徒

の情報活用能力の育成」、「ICT を活用してわかる授

業の実現」等を目指していること。もう一つは、子ど

もたちの「科学技術離れ」、「理科離れ」が指摘され

ている状況に対処するため、文部科学省が平成 14 年度

より「科学技術・理科大好きプラン」を進めているこ

とである。「IT 新改革戦略」等と「科学技術・理科大

好きプラン」の重なる部分で「理科ねっとわーく」等

の「教育用理科コンテンツ」が開発され、その活用が

進められている。 

 本研究では、小・中・高等学校における検証授業を

基に、ICT 活用を 5W1H（誰が、いつ、どこで、何を、

なぜ、どのように ICT を活用したか）で整理した。（第

１表） 

第１表 ICT 活用における 5W1H 

 

Why  なぜ使ったか     ICT 活用の目的と利点 

What 何を見せたか     ICT 活用で見せたもの 

Where どこで使ったか    ICT を活用した場所 

When いつ使ったか     ICT を活用した場面 

Who  誰が使ったか     ICT を活用した人  

How  どのように使ったか ICT 機器の活用の工夫 

 ICT 活用を 5W1H で整理することで、教員が ICT 活用

の目的、場所、場面等の選択肢を多く持つことできる

と考えた。（第１図）ICT 活用の経験が少ない教員にと

っては、その選択肢の中から実施可能なものを選び、 

ICT 活用の経験が豊富な教員にとっては活用の幅を広

げるヒントになると思われる。次に、ICT 活用の 5W1H

のそれぞれの要素について説明する。

1 カリキュラム支援課 研修指導主事 
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第１図 ICT 活用の 5W1H の選択肢 

 

１ 【Why】ICT 活用の目的と利点 

(1) ICT 活用の目的 
 教員が授業において ICT を活用することは、児童・

生徒に対して働きかける何かしらの目的がある。教育

情報ナショナルセンター（NICER）の「IT 授業実践ナ

ビ」（http://www.nicer.go.jp/itnavi/）では、ICT

活用の目的を 11 種類に分類している。本研究の検証授

業の ICT 活用例のいくつかをその目的に当てはめると

第２表のようになった。 

第２表 ICT 活用の目的とその実践例 

ICT 活用の目的 検証授業における ICT 活用例 

1 課題の提示 

最新のニュース映像や身近な現象

等を提示し、児童・生徒に課題を発

見させたり、課題意識を持たせたり

した。 

2 動機付け 

児童・生徒が興味を持つ画像や、学

習意欲が湧くような説明資料で動

機付けとして ICT を使った。 

3 
教員の 

説明資料 

黒板で説明する代わりに、児童・生

徒に配付した資料と同じ資料を拡

大提示して説明した。  

4 
学習者の 

説明資料 

児童・生徒が作成した発表資料を提

示し、ICT を活用して発表させた。

5 
繰り返し 

による定着 

動画やアニメーション、音声等を繰

り返し再生し、そのイメージを定着

させた。 

6 モデルの提示 

分子モデル、天体の運動、地球内部

の運動等、実際に見せることが難し

いものをデジタル教材で提示した。

7 失敗例の提示

実際に見せることが危険な実験の

失敗例や、コストや時間がかかる失

敗例を、デジタル教材で提示した。

8 体験の想起 

月の運動や季節の変化、地震等、す

べての児童・生徒に共通した体験を

映像で提示し、思い出させた。 

9 比較 
実物では比較が難しい場合等、実物

とデジタル教材を比較した。 

10 振り返り 
前時の授業を撮影した動画を使っ

て学習内容を振り返った。 

11 体験の代行 
宇宙空間や分子間等、実際には体験

できないことを映像で体験させた。

 

本研究の検証授業では、１回の ICT 活用が複数の目

的をもつ場合もあったが、ICT 活用の目的はこの 11 分

類に整理することができた。ICT を活用する際はどれ

を目的としているのかを意識することが大切である。

一方、これらの目的は ICT を活用しなくても達成を試

みることができた。ICT を活用する、しないを学習内

容や児童・生徒の状況に応じて選択することが重要で

あった。 

(2) ICT 活用の利点 
 ICT 活用の目的とは別に ICT 活用には児童・生徒と

教員の双方にとっての利点があった。 

児童・生徒にとっての ICT 活用の利点は、教科書等

の小さな図をプロジェクタで拡大して見たり、動画を

繰り返し見たりすることができることが挙げられた。

大きな画像の提示により、クラス全員の顔が上がり、

教員との活発な意見交換がなされた場面が多くあった。

また、動画の一時停止や繰り返し再生で、児童・生徒

に考える時間を設けたり、イメージの定着を図ったり

することができた。また、児童・生徒が ICT を活用し

て、調べて、まとめて、発表する授業では、情報活用

の実践力が高まる等の利点があった。 

教員にとっては、ICT の活用により教材作成の時間

が短くなる、豊富な情報源の活用ができる、教材を共

有・再利用しやすい、低コストで教材を作成できる等

の利点があった。 

 

２ 【What】ICT を活用して見せるもの  

児童・生徒に ICT を活用して見せるものは大きく二

つに分類することができた。一つは、ビデオカメラや

実物投影機、プロジェクタ等を活用して実験の様子を

拡大して見せる等「実物の拡大」を提示する方法、も

う一つは動画や静止画、音声等を組み合わせた「デジ

タル教材」を提示する方法であった。 

実験や標本等、実物の提示が可能な場合は、デジタ

ル教材の提示よりも優先し、その実物が小さい場合は

ICT を活用し、拡大して提示した。教員が教卓で実験
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を行う場合はデジタルカメラとプロジェクタを活用し、

児童・生徒全員に実験の様子を見せることができた。 

 次に、ICT を活用しないと見せることができない（ま

たは、見えにくい、見えない）場合とはどんな場面で

あるのか、実践例を基にまとめた。例えば、天体、気

象、大地の変化のスケールの大きなもの、または細胞、

微生物、試験管の内部等の小さなもの、危険な実験や

高価な薬品を使った実験、メスシリンダーの読み方等、

同じアングルで観察したい場合等が ICT の効果的な活

用場面であった。それらの例を整理すると第２図のよ

うになった。実物を何かしらの理由で児童・生徒に見

せることができない場合や、見せることが難しい場合

は、実物を拡大して提示するか、デジタル教材で提示

する方法が ICT の効果的な活用であったといえる。 

 

 
第２図 ICT でしかできないことの整理 

 

３ 【Where】ICT を活用する場所  

 検証授業において ICT を活用する場所は、普通教室、

PC 教室、実験室、特別教室、図書室、屋外と様々であ

った。教員だけが ICT を活用するならば、PC 教室より

も普通教室の方が授業を進めやすい場合が多かった。

検証授業を行う教室に ICT 活用の環境が整っていない

場合は、使用する ICT 機器を最小限にしたり、運搬に

カゴやワゴンを使ったりする等、様々な工夫が見られ

た。また、教室にノート PC をグループで 1台活用でき

るように設置した学校もあった。 

 

４ 【When】ICT を活用する場面 

検証授業では「導入」「展開」「まとめ」のいずれ

の場面でも ICT を活用する事例があった。ICT を使っ

たからといって、ICT を使わない授業の時と流れを変

える必要はなく、例えば、50 分授業の中で、５分程度

ICT を活用する等、ポイントを絞った活用が効果的で

あった。「導入」「展開」「まとめ」のそれぞれの場

面で ICT を活用した事例を紹介する。 

(1) 「導入」での活用例 

身近な映像で今まで経験した「体験の想起」を図り、

興味・関心を高めた。映像から「課題の提示」をし、

「動機付け」を行った。実験の手順を動画で説明し、

「失敗例」を提示した。映像で前回の授業の「振り返

り」を行った 。 

(2) 「展開」での ICT 活用例 

「モデルの提示」による「比較」やシミュレーショ

ンで「体験の代行」をさせた。また、動画を途中で止

めて考えさせたり、実験結果を PC で整理したりした。 

(3) 「まとめ」での ICT 活用例 

動画コンテンツで発展的な内容につなげた。撮影し

た画像から新たな課題を発見させた。ICT を活用して

児童・生徒に発表させた。学習のまとめをスライドで

提示した。 

 

５ 【Who】ICT を活用する人 

 授業において教員が ICT を活用する場合と、児童・

生徒が ICT を活用する場合があった。 

 教員が ICT を活用する場合は「わかる授業」の実現

が目的となり、児童・生徒が ICT を活用する場合はそ

れに「情報活用能力の育成」の視点が加わった。その

際は情報活用の実践力だけでなく情報の科学的な理解

や情報社会に参画する態度の育成も合わせて行う必要

があった。 

  

６ 【How】ICT 機器活用の工夫 

 授業において ICT を活用するには、デジタル教材の

検索、作成、授業を行う場所の決定、必要な ICT 機器

の選択、運搬、セッティング、デジタル教材の投影等、

様々な場面で工夫が必要であった。 

(1) デジタル教材を

探す・作る 

 デジタル教材を作

成する際、その目的に

沿ったデジタル教材

が既にインターネッ

ト等で提供されてい

る場合が多くあった。 

教材を作成する前

には目的に合った教

材が既に提供されて

いないか、十分に検索

し、無駄な作業を行わ

ないようにする必要

があった。 

(2) 必要な ICT 機器を

選ぶ・運ぶ       第３図 工夫の場面  

 ICT 活用では必ずしも PC を使う必要はなく、プロジ

ェクタとデジタルカメラ等の組み合わせでデジタル教

材を提示することができた。また、提示する教材に合

わせて最小限の ICT 機器を選択し、運搬の負担を減ら

すことができた。 
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(3) デジタル教材を提示する 
スクリーンを使わずに黒板や模造紙等を活用してデ

ジタル教材を提示することができた。黒板に書くスピ

ードが児童・生徒に合っていることや、黒板に書いた

文字がいつまでも残せること等、黒板の良さを生かし、

黒板とデジタル教材の併用が効果的であった。  

  
 写真 黒板や模造紙に投影したデジタル教材 
 

７ ICT 活用の目的と場面の整理 

本研究の小・中・高等学校の検証授業における ICT

を活用した例を「活用場面」と「目的」を第３表のよ

うに整理した。ICT 活用の目的とその活用場面を明確

にし、ポイントを絞った効果的な活用を行うことがで

きた。 

第３表 ICT 活用の目的と場面の例

 
 

研究のまとめ 

 

以上のように、理科の授業における ICT 活用のノウ

ハウを、実践に基づいて 5W1H に整理することができ

た。また、ICT 活用の 5W1H それぞれの選択肢を多く

持つことで ICT 活用の幅を広げ、学習内容に合わせた

適切な選択ができることが明らかになった。 

本研究の成果の詳細は冊子の「授業における ICT 活

用ガイドブック」と Web ページ「授業における ICT 活

用ガイド」http://www.edu-ctr.pref.kanagawa.jp/r

ika/にまとめた。（第５図） 

ガイドブックは ICT 活用の工夫を 5W1H で整理し、

ICT 活用を「知る」「実践する」「深める」というス

テップでまとめた。Web ページは検証授業の学習指導

案及び ICT を活用した授業の一部を動画ファイルで

ダウンロードすることができ、ガイドブックと Web ペ

ージを組み合わせ、校内研修等で活用することができ

る内容になっている。 

  
第５図 Web ページ「授業における ICT 活用ガイド」 

 

おわりに 

 

 研究成果によるガイドブックが多くの教員の ICT

活用のヒントになることを期待している。最後に、本

研究を進めるに当たり、多大な御協力をいただいた助

言者と調査研究協力員の方々に深く感謝を申し上げる。 

［調査研究協力員］ 

横須賀市立桜小学校     中村 拡正  

相模原市立大野台中央小学校 小林 俊幸  

横須賀市立大楠中学校    田島 信幸 

相模原市立大沢中学校    久保 高志 

神奈川総合高等学校     小澤 美紀 

柏陽高等学校        福田 浩之 

百合丘高等学校       阿部 行宏 

横須賀高等学校       金子 英樹 

横須賀市教育研究所     白井 宏一 

相模原市立総合学習センター 霧生 貴紀 

［助言者］ 

横浜国立大学        大島  聡 
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神奈川県立総合教育センター研究集録 27:17～20.2008 

    

「興味・関心や意欲」を重視した英語活動 
－ 英語活動集「小学校英語活動 15」の作成 － 

    

竹 久 保 明 弘１ 

積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図ることを目標の一つとしている小学校の外国語

活動では、言葉の本来の目的である「情報や意思を伝える」機会を提供することが前提となる。そして、聞い

た英語が「生きた言葉」として感じられ、「意味のある言葉」として記憶に残るように、子どもたちに英語を

聞かせることが大切である。このような状況を授業の中につくり出すために、本研究では、子どもたちの「興

味・関心や意欲」を重視した英語活動を実践するための英語活動集を作成した。 

     

はじめに 

    

平成 18 年度の研究「小学校英語活動における教材開

発の基本的な考え方」（以下「平 18 小英教材」という。）

では、「内容」に工夫を凝らした指導法について明らか

にし、それに基づく教材開発の基本的な考え方を示し

た。 

平成 20 年１月の中央教育審議会「幼稚園、小学校、

中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等

の改善について」（答申）（以下「答申」という。）にお

いては、小学校段階で、中・高等学校においてコミュ

ニケーション能力を育成するための素地をつくること

が重要とされ、「（前略）国語や我が国の文化を含めた

言語や文化に対する理解を深めるとともに、積極的に

コミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図

る」ことを目標として、外国語活動を行うことが適当

であるという考えが示された。そして、英語活動を原

則とした外国語活動が小学校高学年において年間 35

単位時間位置付けられようとしている。また、本県に

おける「神奈川力構想 実施計画 2007-2010」（以下「神

奈川力構想」という。）においても、小・中・高等学校

を通じ、英語による実践的コミュニケーション能力を

はぐくむ取組を推進している。 

子どもたちの積極的にコミュニケーションを図ろう

とする態度の育成を目指した英語活動を実践するため

には、聞いた英語が「生きた言葉」として感じられ、

「意味のある言葉」として記憶に残るように、子ども

たちに英語を聞かせることが大切である。そのために

は、子どもたちに「何を聞かせるか」が重要な要素と

なり、活動の中に、子どもたちにとって「聞いてみよ

う」、「考えてみよう」と思えるものがなくてはならな

い。それは、子どもたちに興味・関心や意欲を抱かせ

るような、子どもたちにとって身近な事柄、場面や、

それらに適した言葉や文化に関することなどを指し、

英語活動を促進するための素材となるものである。そ

れを重視した英語活動が「興味・関心や意欲」を重視 

 

した英語活動である。 

 

研究の目的 

 

 本研究は、子どもたちの積極的にコミュニケーショ

ンを図ろうとする態度の育成を図るための英語活動の

在り方を示し、各学校における英語活動の支援に資す

ることを目的とする。 

本年度は、「答申」の基となった平成 18 年３月の「中

央教育審議会初等中等教育分科会教育課程部会外国語

専門部会」における小学校英語教育の目標についての

考え方と、「神奈川力構想」の基となった平成 16 年の

「神奈川力構想 プロジェクト 51」を踏まえ、英語活

動の「目標」と、その目標を達成するために「子ども

たちに身に付けさせたいこと」を次のように設定し、

それらに基づく英語活動集「小学校英語活動 15―子ど

もたちの積極的にコミュニケーションを図ろうとする

態度を育成するために―」（以下「小英活動 15」とい

う。）を作成した。 

【目標】 

 子どもたちに言語や文化に興味・関心をもたせると

ともに、子どもたちの積極的にコミュニケーションを

図ろうとする態度の育成を目指す。 

【子どもたちに身に付けさせたいこと】 

 ★言語や文化に目を向けること 

 ★相手の話を聞いて、その内容を理解しようとする

こと 

 ★態度や知っている言葉で、自分の気持ちや言いた

いことを伝えようとすること 

研究の内容 

    

１ トピックの選択及び具体的な活動案の組み立て方

についての検討 

「興味・関心や意欲」を重視した「小英活動 15」は、

言葉の本来の目的である「情報や意思を伝える」機会

を子どもたちに提供するために、「トピック」を素材と

している。それは、英語を道具として使用し、英語で1 カリキュラム支援課 研修指導主事 
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意味を伝えるための活動を組み立てやすいからである。

具体的な活動を組み立てるに当たっては、英語の文型

や文法に焦点を当てるのではなく、まず、子どもたち

を効果的に英語に慣れ親しませるための素材となる

「子どもたちにとって身近な事柄、場面や、それらに

適した言葉や文化に関することなど」を用意し、そこ

に英語を取り込むことが大切である。英語に焦点を当

てて活動を組み立てると、その内容と子どもたちの興

味・関心や身近な場面との間にずれが生じる恐れがあ

るからである。そうなった場合には、子どもたちの創

造性の発揮が制限され、「英語に耳を傾けよう」という

意欲を持続させることが難しくなってしまうのである。 

「小英活動 15」はまた、子どもたちの興味・関心や

学習経験に合わせた様々な活動を用意し、その中で使

用する英語表現自体はあまり変化させずに、扱う内容

やその扱い方を変化させながら、活動を行える仕組み

としている。子どもたちを効果的に英語に慣れ親しま

せるようにするためには、同じ英語を繰り返し聞かせ

ることが大切だからである。 

「平 18 小英教材」では、「小英活動 15」の作成に向

け、トピックの選択及び具体的な活動案の検討を更に

進めていくことが課題となった。本研究では、調査研

究協力員による授業実践及びその検証結果を基に、ト

ピックの選択と、具体的な活動案の組み立て方につい

て検討した。そうする中で、次の点が明らかとなった。 

○トピックの選択と、活動案の組み立て方について 

・言葉が分からなくても、活動そのものを楽しみな

がら、想像力を働かせてその場の状況を推測し、

子どもたちが「聞いてみよう」、「考えてみよう」

という気持ちをもてる活動であることが条件とな

る。 

・「遊び心」と「英語を聞かないとその活動ができな

い仕掛け」のある活動であることが条件となる。 

・高学年は活動の「意味」の面白さを楽しむ傾向が

あり、日本語で行っても「おもしろい」と思える

活動であることが条件となる。 

・国語、社会、算数、理科などにおける既習内容を

扱うと、その教科を得意とする子どもたちは特に

意欲的に英語に耳を傾けるようである。 

・学校行事、家庭科における調理実習など目前に迫

った体験的な学習活動の内容を素材として扱うと

効果的である。 

○その他 

・トピックの選択や活動の組み立てには、子どもた

ちの実態を把握している学級担任が主体的にかか

わることが大切である。 

・子どもたちの興味・関心や意欲を持続させ、想像

力をかき立てるためには、教師がジェスチャーを

効果的に示したり、教材・教具等の提示方法に工

夫を凝らしたりすることが大切である。 

これらを踏まえ、次の 15 のトピックを選択した。ま

た、そのうち第１表に示す八つのトピックを素材とし

て「子どもたちにとって初歩的な英語活動」を前提に、

授業開始時・終了時の挨拶などを除いた時間配分の中

で行う活動の具体例として 15 の活動を組み立てた。基

本的な内容を取り扱い、子どもたちを様々な英語表現

に慣れ親しませることを意図した活動である。 

＜トピック＞ 
1 数 2 生き物 3 色・形 
4 からだの部位 5 地図 6 先生・友だち 
7 月・曜日 8 食べ物 9 学校・教科 10 漢字 
11 スポーツ 12 世界の国々 13 アルファベット 
14 交通・乗物 15 歴史 

 

第１表 「トピック」と「活動数」 

２ 中学校との円滑な接続に向けての検討 

「平 18 小英教材」におけるもう一つの課題は、中学

校で学ぶことになる英語表現や文法事項を整理し、そ

れらを子どもたちに効果的に繰り返し聞かせることが

できるように、各活動に取り込むことであった。本研

究では、各活動で使用する英語表現について、中学校

との円滑な接続を考慮し、中学校で学ぶ英語表現のう

ちのいくつかを取り上げ、それらを各活動に取り込ん

だ。次に示すのはその中の代表的なものである。 

・What’s this? 
・Is this a lion?  Is this a fox?  Is this a walrus?  など 
・What body part is this?  What number is this?   

What month is this?  What color is this? など 
・How many cats are there on the board? 

How many cards do you have? 
How many triangles did you use? など 
・Who will do first?  Who has the card for“library?” 

Who was born in April? など 
・Let’s start.  Let’s count.  Let’s play a game. など 
・Look at the board.  Make a group of four.  Copy me.  

Raise your hand.  Touch your nose.  Open your eyes.  
Put the card on the map. などの命令文 
※子どもたちに「興味・関心や意欲」を抱かせるものを

素材として活動を組み立てるため、単語については、

中学校で学ばない単語も取り扱っている。 

 これらは、あくまでも活動を進める上で必要になる

英語表現、すなわち活動を通して教師が子どもたちに

聞かせる英語表現である。それらを子どもたちに教え

トピック 活動数 

数 3 

生き物 4 

色・形 3 

からだの部位 1 

地図 1 

先生・友だち 1 

月・曜日 1 

食べ物 1 

合計 15 
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ることを意図しているのではないことをここで強調し

ておきたい。子どもたちは、活動そのものを楽しみな

がら、その中で用いられる英語表現に自然に慣れ親し

んでいくことができればよいのである。そして、子ど

もたちが中学校で文型や文法などに関する知識を学ぶ

ときに、小学校の授業で英語を聞いたときの様々な活

動や場面を思い起こしながら、「そう言えば先生は何か

の数を尋ねるときは“How many ～?”と言っていた」、
「だから“８ shape”ではなく、“８ shapes”だったの
か」、「だから先生に何かを指示されるときの“Look 
～.”、“Make ～.”、“Put ～.”は動作を表す単語で始ま
っていたのか」といったことに気付くことができれば

よいのである。これが、小学校段階で中・高等学校に

おいてコミュニケーション能力を育成するための素地

をつくることである。小学校の授業を通して聞いてき

た英語を「生きた言葉」として感じ、「意味のある言葉」

として記憶に残すことができている状態に、中学校段

階で知識を加えることは、知識を支えとして、現実の

場面に応じて意味のある表現を適切に使えるようにな

ることの基盤となると考える。 

 

３ 英語活動のねらい 

英語活動のねらいは、子どもたちに英語を教え込む

ことではない。小学校高学年では１年間に 945 時間の

学習活動があるが、その中で英語活動に配分される時

間は全体の数％でしかない。この程度の時間では、子

どもたちは自分の気持ちや考えを英語で意のままに表

現することができるほどの力を身に付けることはでき

ない。このわずかな時間を「英語」という特別なもの

に充てるととらえるのではなく、すべての教科が相互

に関連し合い、総合的な教科活動として実践される小

学校教育の中の「一教育活動」としてとらえた上で、

英語活動のねらいを設定することが大切である。 

したがって、必ずしも子どもたちを英語の表現に慣

れ親しませることだけが英語活動のねらいになるわけ

ではない。例えば、「調べ学習」とつながりをもたせて、

外国語指導助手（以下「ALT」という。）をはじめとす

るネイティブの先生が来る授業の前に、その先生の出

身国について下調べをした上で話を聞くことができれ

ば、子どもたちはより効果的な「異文化間コミュニケ

ーション」を体験することができる。英語活動で国語、

理科、社会などにおける既習内容を扱えば、学んだ内

容を再確認させるとともに、あらためてその内容に興

味・関心をもたせることができる。さらに、先生や友

だちのことを扱ったり、グループによる作業を通じて

友だちと協力し合ったりすることなどは、人に興味・

関心をもたせ、コミュニケーションを図ろうとする態

度の育成につながる。「小英活動 15」に掲載の各活動

のねらいは、これらを踏まえて設定したものである。 

 

４ 子どもたちの興味・関心、学校、クラス、学級担

任の実態等様々な状況に応じた英語活動 

「小英活動 15」における英語活動は、活動の順番、組

合せ方、設定時間に決まったルールを設定しないこと

を基本とした。「興味・関心や意欲」を重視した英語活

動は、「この英語に慣れ親しんだら、次はこの英語」と

いう形で英語活動を進めていくものではない。子ども

たちを効果的に英語に慣れ親しませるためには、その

時々の子どもたちの興味・関心、学校行事、教科の既

習内容などに合わせてタイムリーな活動を用意して授

業計画を立てることが大切だからである。したがって、

「小英活動 15」の各活動を示された内容のとおりに行

う必要はない。子どもたちの興味・関心、学校やクラ

スの実態に応じて創意工夫を加え、活動内容を変更し

たり、自由に複数の活動を組み合わせたり、必要な部

分だけを取り上げて授業開始時のウォーミング・アッ

プ用にアレンジしたり、他の教材と併用したりするこ

とが大切である。調査研究協力員の実践では、一つの

活動をクイズ形式にアレンジして毎回の授業開始時に

行ったところ、子どもたちがそれを楽しみに英語活動

に積極的に取り組むようになったという例もある。 

子どもたちが英語を聞くことに集中できるように

するためには、一つの活動にかける時間を 15～20 分程

度とし、子どもたちの興味・関心、意欲を持続させる

ことが大切である。そのためには、複数の活動を組み

合わせて１回の授業を行うことが望ましい。しかし、

教師が慣れるまでは、授業の進行に時間がかかってし

まうことが予想される。そこで、初めのうちは活動を

一つに絞り、徐々に複数の活動を組み合わせていけば

よい。教師の経験に応じて、無理なく授業を行うよう

にすることが肝要である。スムーズに授業を進めるこ

とができるようになっても、子どもたちの状況によっ

ては、時間どおりに進めることができないことがある。

さらに、子どもたちが同じ活動をもっと続けたいと思

うこともある。子どもたちが興味・関心を示す活動を、

その中で扱う英単語を入れ替えながら、繰り返し行っ

たという調査研究協力員の実践例もある。 

 

５ 担任主体の授業実践―スクリプトの必要性― 

「興味・関心や意欲」を重視した英語活動を実践す

るためには、子どもたちの日常について熟知している

担任が自ら、身近な教材・教具、視聴覚教材、ジェス

チャーを効果的に活用し、表情豊かに、積極的に英語

を使って語りかけながら、コミュニケーションを図ろ

うとする態度を子どもたちに示すことが大切である。

このような形で担任が主体的に授業を実践することが

できるように、「小英活動 15」では、各活動にスクリ

プトを付け加えた。これは、担任がどのような英語表

現をどのように使用していけばよいのかを活動の流れ

に沿って示したものであり、いわば、授業の台本であ
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る。また、このスクリプトは ALT とティーム・ティー

チングの打合せを行う際の資料としても有効であり、

どのような活動を行うのかを ALT に短時間で伝えるこ

とを可能にするものである。なお、スクリプトの音声

を「小英活動 15」の付録 CD-ROM に収録し、担任がそ

れを聞いて練習できるように配慮した。 

 

研究のまとめ 

 

小学校段階では、子どもたちが、聞こえてきた英語

に対して「何て言ったのかな」と想像力を働かせなが

ら「たぶんこんなことを言ったのかな」と推測し、「こ

んなことを伝えたいな」と考え、実際に自分の気持ち

や言いたいことを表現し伝えようとするという体験を

繰り返すことができるように、子どもたちを支援して

いくことが大切である。このような状況を授業の中に

作り出すために、本研究では、「興味・関心や意欲」

を重視した英語活動について検討を重ね、研究成果と

して「小英活動 15」を作成した。これは、教師にと

って、英語活動実践における入門書の役割を果たすも

のである。 

本研究の今後の課題としては、小学校高学年におい

て年間 35 単位時間位置付けられようとしている外国

語活動の円滑な実施に向け、研究の内容１で示したト

ピックを素材として、「小英活動 15」で使用した英語

を取り込んだ、「小英活動 15」よりも内容を発展さ

せた活動内容を相当数用意し、年間をとおしての授業

実践計画に対応する必要がある。 

 

おわりに 

 

 英語活動が小学校教育の中に位置付くことは、子ど

もたちのもつ柔軟な適応力の可能性をさらに広げると

ともに、小学校教育がさらに充実することにつながる

といえる。しかし、ただ単に英単語や英文を並べて行

う英語活動であれば、それは小学校教育本来の目的に

ふさわしくないものになりかねない。子どもたちの興

味・関心、学習経験、学習環境などを十分に考慮し、

子どもたちが英語と適切に関わりをもつことができ

るように英語活動を実践することが大切である。「小

英活動 15」が、小学校高学年にとってふさわしい英

語体験を提供するための導入教材となり、各学校にお

ける英語活動の実践に寄与することができれば幸い

である。 

 最後に、本研究を進めるに当たって多大なご協力を

いただいた皆様に厚く感謝申し上げる。特に、昭和女

子大学附属昭和小学校小泉清裕教頭には多くの御教示

をいただいたことに深く感謝する次第である。 

 

 

［調査研究協力員］ 

 茅ヶ崎市立緑が浜小学校   嶌崎 賢次 

海老名市立社家小学校    山形 昭彦 

二宮町立一色小学校     古正 栄司 

南足柄市立南足柄小学校   中村 有佐 

 小田原市立足柄小学校    古屋 守 

［助言者］ 

 昭和女子大学附属昭和小学校 小泉 清裕 
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神奈川県立総合教育センター研究集録27:21～24.2008 

         

問題解決能力を育成するための実践的研究 
－ 「展開モデル」の開発と検証 － 

 

    三 堀  仁１ 

「生きる力」をはぐくむという理念の実現のためには、基礎的・基本的な知識や技能の確実な定着とともに、

これらを活用したり探究したりする学習指導が求められる。本研究では問題解決能力に視点を当て、学習指導

についての実践的研究を進めた。具体的には、PISA 調査の「問題解決能力」で示されたプロセスやそこで必

要とされる推論技能などを参考に、小・中学校における教科学習等の中でどのように問題解決能力を育成する

かについて一つの展開モデルを示した。また、授業実践を通して検証し、その有効性を明らかにした。 

 

はじめに 

 

「確かな学力」を育成するためには、知識・技能の

習得を図る学習指導に加え、それを活用する学習や問

題意識を持って探究する学習が行われるようにする必

要がある。「活用」「探究」の学習指導を通して「よ

りよく問題を解決する力」すなわち「生きる力」の理

念の実現を目指すことが求められているのである。本

研究は、経済協力開発機構（OECD）の「生徒の学習到

達度調査」（以下「PISA 調査」という。）における問

題解決のプロセスや推論技能等を参考に、問題解決能

力を育成することを追究した。 

 

研究の目的 

  

PISA 調査の「問題解決能力」（以下「PISA 型問題解

決能力」という。）は、「問題の状況が、第一に、現

実のものであり、第二に、解決の道筋がすぐには明ら

かではなく、第三に、一つのリテラシー分野内には限

定されない場合に、状況に対処し解決する能力」（瀬

沼 2005）と言われる。 

 教科の枠に限定されない PISA 型問題解決能力の問

題を授業で扱うことは無理があり、PISA 調査の問題を

できるようにすることが本研究の目的ではない。大切

なのは、PISA 型問題解決能力で把握しようとしている

「問題に直面した時にどのようなプロセスを用いる

か」「それらのプロセスにおいて、ものごとを関連付

けたり比べたりするような技能をどのように用いてい

るか」という考え方である。すなわち、 

① 問題解決のプロセスを意識すること 
② そのプロセスにおいてどのような学習技能を使え
ばよいかを示すこと 

以上の２点を踏まえた問題解決の展開モデルを開発す

ることが本研究の目的である。問題解決能力育成の展

開モデルは、授業改善の手がかりとなるものであり、

教科目標の達成につながるものである。 

          

研究の内容 

 

１ 問題解決能力と展開モデル 

(1) 問題解決能力を育成する学習指導の系譜 
 問題解決能力を育成する学習指導の理論は、デュー

イ（Dewey,J.）の考え方が基礎になっている。 

 デューイの「反省的思考」は、問題（困難）を感じ

る、その問題（困難）がどこにあるか明確にする、仮

説を立てる、仮説を推敲する、検証するといった活動

によって問題解決していくことを指している。 

 我が国では、戦後、このような学習指導が問題解決

学習として発足時の社会科などで行われるようになっ

た。「学習者の切実な問題の追究」を重視し、将来、

問題に直面した時にそれを解決できる能力を育てよう

とするものである。こうした学習指導は、系統的な指

導が強く求められた 1960 年代以降、批判を受けた時代

もあったが、「生きる力」という言葉が生まれた 1990

年代から再認識されるようになってきた。 

一方、児童・生徒に科学の成果や科学的な方法を獲

得させるために問題解決の手法をとる形態もあり、こ

れは理科などの分野における問題解決学習として発展

してきている。 

 現在は、ビジネスの世界で「問題解決能力」が提唱

されるようになり、経営コンサルティングの分野でも

「現状の理解」「原因の特定」「打ち手の決定」「実

行」といった問題解決の流れが、渡辺（2007）によっ

て示されている。 

(2) 問題解決の展開モデル 
 以上の流れを視野に入れつつ、PISA 型問題解決能力

の考え方を踏まえて、一つの問題解決の展開モデルを

作成した。 

 まず、「問題」という概念については、児童・生徒

の日常生活に生起する「問題」だけでなく、学習活動

の中で与えられたものであっても、それが児童・生徒

にとって「自分の問題」として受け止めることができ

れば、それもここでは「問題」ととらえることとした。

本研究では問題解決能力を次のように規定した。 1 カリキュラム支援課 研修指導主事 
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学習場面において、これまでに身に付けた知識や技能

などを使って、問題を認識し（見いだし）、情報を収

集・分析するなどして、方策を決め、解決していく力

  
 問題解決の展開モデルとして、第 1図のようなプロ

セスを考えた。すなわち、問題の認識、情報の収集・

分析、方策の決定、実行（評価も含む）である。 

 各プロセスにおい

ては、そこで必要とさ

れる学習技能を示す

ことが大切であると

考えた。各プロセスに

おける学習技能の例

と指導上の留意点は

以下のとおりである。

     

２ 問題解決のプロセスと学習技能 

(1) プロセス１（問題の認識） 
 最初のプロセスは、問題の認識である。問題に気付

く、困難に直面する、現状とあるべき姿とのずれを認

識する、解決への意欲を持つといったことが考えられ

る。 

ここで必要とされる学習技能は、まず、事実を理解

する力である。既有の知識や経験と比較するなどして、

問題や困難があるということが分からなければならな

い。そして、疑問を解決したいと思うようになること

が必要である。 

 問題の認識のプロセスにおいては、児童・生徒に「自

分のこと」として問題解決していこうという意欲を持

たせる重要な段階である。したがって、教師は様々な

手立てで児童・生徒に「問題に出会わせる」ようにす

ることが求められる。 

そのために教師は、以下の点に留意する必要がある。 

◇現在の児童・生徒の実態を把握する。どのようなこ

とに興味・関心を持つのか、これまでにどのような

経験を積んでいるのかなど、学習のベースとなる事

柄を適切に把握する。 

◇教材をよく吟味し価値を見いだすとともに、どこを

追究の切り口として展開していくか、よく検討する。 

◇地域をよく知り、教材開発を行う。特に人とのつな

がりを大切にする。 

◇何に着目させたいのか、どこに目を向けさせるのか、

明確な見通しを持つ。 

◇問題との出会わせ方を考え、そのための手立てを考

える。矛盾を抱えた二つの事実を示したり、ゆさぶ

りを起こす発問をしたりする。 

◇体験的な活動を積極的に取り入れ、問題を実感でき

るようにする。 

◇児童・生徒にとって解決したい切実な問題になるよ

うに配慮する。 

(2) プロセス２（情報の収集・分析） 
 次は、解決策を決めるために情報を収集・分析する

プロセスである。「問題」となる事象が認められたな

らば、これまでの取組内容を整理したり新たな情報の

収集を行ったりする。そして、情報等を分析し、問題

点を明らかにすることが求められる。 

 ここで必要とされる学習技能は、情報を収集するた

めに、相手とコミュニケーションをとる、必要な事柄

を記録する、様々な情報手段（図書や地図、インター

ネットなど）を活用する、情報を目的に合わせて整理

する（取捨選択する、比較・分類・関係付ける）など

である。さらに問題点を明確にするために、根拠に基

づいて自分の意見を述べる、話し合いを通して問題点

を明確にすることなどが挙げられる。 

 教師は以下の点に留意する必要がある。 

◇相手や場面に応じて適切にコミュニケーションがと

れるように、インタビューの仕方や電話のかけ方な

どについて日ごろから指導する。 

◇地図の読み方、辞書の引き方、インターネットの検

索の仕方など、様々な情報収集の方法を身に付ける

ようにするとともに、複数の情報を収集するよう助

言する。 

◇既習の調査・実験方法をいかすことができるように

するとともに、他の教科等の学習状況を把握し、そ

れを取り入れることができるようにする。 

◇人的ネットワークを充実させ、児童・生徒が必要な

情報を得られるような環境を整えたり、適切な人材

を紹介したりすることができるようにする。 

◇グループや学級全体で話し合う場面を充実させると

ともに、発言するときは、事実なのか、推測なのか、

自分の意見なのかが聞き手に明確に分かるように指

導する。 

(3) プロセス３（方策の決定） 
 次のプロセスは、方策の決定である。解決方法を吟

味する、具体的な仮説を設定する、見通しを明確に持

つ、具体的な取組方法を説明したりすることなどが挙

げられる。 

 ここで必要とされる学習技能は、複数の情報を組み

合わせて方策を考える、既習の知識・技能や経験をい

かす、根拠に基づいて予想を立てる、相手に理解して

もらえるように説明する、グループで協力して話し合

ったり準備したりする、解決へ向けての現実的な計画

を立てるなどである。 

 方策の決定のプロセスは、問題解決の方向性を決定

づける重要な段階である。 

教師は以下の点に留意する必要がある。 

◇児童・生徒の考えや行動を十分に予想し、それに応

じた準備や時間、場面などの学習環境を整えておく

ようにする。 

◇教師が先取りをして指導するのではなく、児童・生

実 行

方策の決定

情報の収集・分析

問題の認識

評
価

第１図 問題解決のプロセス
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徒の問題解決への取組を重視する。 

◇児童・生徒が考えた方策は最大限尊重し、実行に移

せるよう助言する。 

◇既習の知識・技能を使って、予想を立てたり、観察

や実験、調査などをしたりすることができるように

する。 

◇方策が決定したら、前回うまくいかなかった点があ

った場合はそれが改善されているか確認させる。 

◇グループ活動を日常的に取り入れ、話し合いの仕方

を十分に指導する。 

◇他の児童・生徒、グループのよい点を評価し、自分

たちの計画に取り入れられるものは積極的に取り入

れるように助言する。 

(4) プロセス４（実行） 
 最後のプロセスは実行である。意欲を持って解決策

を実行する段階である。実験においては仮説の検証で

ある。そして、実行した結果、事実を確認し、振り返

りを行うことも活動の評価や自己評価として大切な点

である。 

 この段階で必要とされる学習技能は、目的を明確に

持つ、計画に基づいて実行する、観察・実験の手順が

分かる、チームワークで解決を図る、安全やマナーに

留意して行動する、解決して得られたことを分かりや

すく発表する、方策が適切であったかどうか評価する、

問題が解決できたかどうか評価するなどである。 

教師は以下の点に留意する必要がある。 

◇校外での活動や実験を行う際には安全面に十分に配

慮する。 

◇今行っている活動は何を目指しているのか、時に立

ち止まってゴールを意識させる。 

◇見学や調査などでは、見る視点や話の聞き方、記録

の仕方などについて事前に十分指導する。 

◇グループが協働して問題解決にあたることができる

ように、メンバー構成や役割などについて配慮する。 

◇日ごろから発表する機会を学習活動の中で設定し、

発表の仕方について指導する。 

◇うまくいかなかった場合、どこでつまずいたのか、

手順ごとに評価できるようにする。 

◇適切な事実に基づいて活動の評価や自己評価ができ

るように、また、結果を客観的に把握することがで

きるように指導する。 

 以上、各プロセスにおける学習技能や指導上の留意

点を示したが、「問題の認識、収集・分析、方策の決

定、実行のサイクルが、学び方の一つとして様々な問

題解決の場面で使えるという意識を持たせるようにす

る」ことが大切である。すなわち、各プロセスによっ

て形作られる学びのサイクルを児童・生徒が把握する

ことそれ自体が、重要な学習技能ということである。 

 この展開モデルに基づいて実施した授業の例を次に

紹介する。 

３ 「展開モデル」に基づいた学習指導の実践例 

(1) 中学校理科「消化液のはたらき」について 
 本単元は、第２学年の第２分野「動物の世界」にお

ける「食物はどのようにして体内にとり入れられるか」

のうちの「消化液のはたらき」（６時間）の学習であ

る。「消化液（消化酵素）のはたらきについて実験を

通して調べることができる」ことなどが目標である。 

 単元ではまず、消化液によって食べ物が「溶かされ

る」様子を、市販のペプシンやアミラーゼ酵素を使っ

てゆで卵の白身で確かめる学習を行う。 

 次に、ヨウ素反応によるデンプンの検出およびベネ

ジクト反応による糖の検出の学習を行い、唾液によっ

てデンプンが消化できることを実験で確かめる。 

 ここで教師から「ご飯は水だけでも消化できるのか」

という学習課題を投げかける。生徒は「消化できる」

「消化できない」との予想を立て、次の実験を行う。 

 

〔実験１〕 

ご飯に水を加えてしばらく体温付近の温度に保ち、こ

れを試験管に二分してヨウ素反応とベネジクト反応を

調べる。 

 

 ポイントは、この実験からは判断ができないことに

ある。いわば「問題解決への布石」である。ご飯の主

成分はデンプンであるが、少し糖も含んでいるため、

ご飯に水を加えたもので調べると、ヨウ素反応とベネ

ジクト反応がともに陽性を示すのである。 

 生徒はこの結果から次のような考え方を示すことが

予想される。 

 

 

 この結果から「このままではどちらとも判断できな

い」という結論を生徒は導き出すであろう。ここで、

生徒は学習課題を「自分の問題」としてとらえるよう

になり、これ

までの既習の

知識を活用し

たり情報を集

めたりしてグ

ループで解決

策を考えてい

くのである。

（第２図） 

○弱いベネジクト反応を示したことから少し糖が

できていることが分かる。これは水がご飯を消化

したからだと思う。だから、ご飯は水だけでも少

しは消化できることになる。 

○水だけで消化できるはずがない。弱いベネジクト

反応を示したのは、デンプンに元々糖が含まれて

いたからではないか。 

予想
（消化できる・消化できない）

解決策を考えよう
（情報の収集・分析）

実験結果

ヨウ素反応 あり
ベネジクト反応あり（弱）

教師からの
学習課題
「ご飯は水だけでも
消化できるのか？」

このままでは
判断できない
（問題の認識）

この方法で
やってみよう
（方策の決定）

第２図 学習の流れ 



 

- 24 - 

 

(2) 学習の実際 

 〔実験１〕の結果を受けて、生徒は自分たちで解決

策を考えた。学年全体（32 グループ）のうちの 19 グ

ループが実行可能な解決策を発案することができた

（残りの約３分の１のグループも教師の助言によって

解決策を考えることができた）。（第３図） 

 各グループは、まず解決策をポスターにまとめた。

教師は安全性、実行性等を判断して必要に応じて助言

を行った。次に、自分たちの解決策〔実験２〕を全体

の場で発表した。これにより、実験方法等を再確認し

たり他グループのよい点を参考にしたりすることがで

きた。（第４図） 

 生徒はご飯の糖分を取り除くなどしてそれぞれが考

えた〔実験２〕を行った。水だけでは消化されないこ

とを自分たちの力で明らかにした生徒たちは、十分に

達成感を味わうことができた。同時に、本単元の学習

内容についての理解を深めることができた。 

 この実践において生徒に必要な学習技能は、既習の

知識（試薬の反応）や技能（実験の手順）をいかすこ

とや自分たちの考えを相手に分かりやすく伝えること

などである。 

そのために指導上必要なこととして、いろいろな実

験に慣れさせて器具の扱い方や実験操作などが容易に

できるようにすること、話し合いや発表の場を確保し

て自分の考えを分かりやすく述べられるようにするこ

となどが挙げられる。そして何より生徒が「自分の問

題」として追究したくなるように、問題を「仕組む」

工夫をすることが重要である。 

研究のまとめ 

 

 自分の持っている知識や技能を駆使して「自分の問

題」を解決することができたとき、児童・生徒は大き

な喜びを感じる。 

 右の円グラフは「消化

液のはたらき」の単元終

了後の生徒 117 名の感想

である。肯定的に受け止

めた生徒が、70％を超え

た。自分たちで解決方法

を考え、実験し、結論を

導き出すことができたと

きの達成感がうかがえる。 

 児童・生徒の「問題を解決したい」という思いは、

問題解決の推進力となる。そして、ゴールに向かって

「問題解決のプロセスに沿って」行動したという経験

は、次に「問題」に出会ったときに解決の方向性を見

出すことにつながる。教師の指導性は、児童・生徒に

推進力と方向性を与えることに発揮されるといえる。 

 

おわりに 

 

 本研究を踏まえて当センターでは『「問題解決能力」

育成のためのガイドブック～「習得・活用・探究」へ

の授業づくり～』を発行した。小・中学校の実践例も

紹介してあるので参照していただきたい。 

 なお、本研究にあたっては、５名の調査研究協力員

のほかに、横浜国立大学の森本信也教授、早稲田大学

の藤井千春教授にスーパーバイザーとしてご指導・ご

助言をいただいた。感謝の言葉を申し添えたい。 

［調査研究協力員］ 

 藤沢市立俣野小学校     篠崎 芳弘 

厚木市立南毛利小学校    馬場 良一 

藤沢市立片瀬中学校     川地 啓文 

海老名市立今泉中学校    池亀 幸男 

 二宮町立二宮中学校     山田 秀光 

［助言者］ 

 横浜国立大学        森本 信也 

 早稲田大学         藤井 千春 
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第３図 生徒が考えた解決策〔実験２〕の例 

第４図 解決策の発表 

第５図 生徒の感想 
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神奈川県立総合教育センター研究集録 27:25～30.2008 

    

ロボット教材の開発 
－「問題解決能力」の育成を目指して － 

 

西 原 秀 夫１ 

 PISA調査の結果を受け、「PISA型 読解力」の向上を始めとした、様々な取り組みが各所で行われている。本

研究は、児童・生徒の興味・関心が高いロボットを題材として、その動作プログラミングの学習を通して、「P

ISA型 問題解決能力」を育成するための学習プロセス（過程）を考慮したロボット教材の開発を行ったもので

ある。       
 

はじめに 

 

 OECD(経済協力開発機構)によって実施されている

「生徒の学習到達度調査（PISA 調査）」は、生徒が、

持っている知識や技能等を実生活の様々な場面で直面

する課題にどの程度活用できるかについて調査してい

るもので、2000 年から「読解力」、「数学的リテラシ

ー」、「科学的リテラシー」の３分野で実施され、第

２回目に当たる 2003 年の調査では「問題解決能力」（以

下「PISA 型 問題解決能力」という。）が付加的に追

加され、４分野で実施された（第３回目の 2006 年の調

査は、当初の３分野で実施された。）。 

「PISA 型 問題解決能力」は、「①問題解決の道筋

が瞬時には明白でなく、②応用可能と思われるリテラ

シー領域あるいはカリキュラム領域が数学、科学、ま

たは読解のうちの単一の領域だけには存在していない

現実の領域横断的な状況に直面した場合に、③認知プ

ロセスを用いて問題に対処し解決することができる能

力（丸数字は筆者）」と定義（国立教育政策研究所訳）

されており、その問題の構成要素は、「問題タイプ（意

思決定、システム解析・設計、トラブル・シューティ

ング）」、「問題の文脈」、「問題解決過程」の三つ

である。なお、「PISA 型 問題解決能力」は「数学的

リテラシー」や「科学的リテラシー」の問題の構成要

素となっている「問題解決」とは異なるものである。 

この「PISA 型 問題解決能力」の特徴は、『問題解

決の道筋（定義①）』とあるように問題解決のプロセ

ス（過程）に着目している点や『応用可能な領域が単

一の領域だけには存在していない現実の状況（定義

②）』とあるように問題解決に教科横断的な知識や技

能を要する点、そして、最大の特徴として『認知プロ

セスを用いる（定義③）』ことが挙げられる。 

「PISA 型 問題解決能力」の公開問題は、問題のタ

イプ別にみると、①意思決定では「鉄道の経路決定」

など、②システム分析と設計では「図書の貸し出しシ

ステムの設計」など、③トラブル・シューティングで

は「冷蔵庫の故障診断」などが出題されており、いず

れのタイプにおいても、情報処理システムやコンピュ

ータプログラム、アルゴリズム等に関係の深いものと

なっている。 

現在、教育の場で行われている「問題解決的な学習」

は、一般にジョン・デューイの『思考の方法』にある、

問題解決における「反省的思考の５つの側面」を参考

とするものが多く見られる。デューイは、「思考の諸

状態」における、「五つの局面」として、①問題提議、

②知的整理、③仮説、④推理、⑤検証 を示し、これら

は「思考の過程」がたどるプロセス（過程）ではなく、

思考の特徴を述べたものとしている。つまり、ここで

いう「五つの局面」は必ずしも①問題提議から⑤検証

の順に、順番に行われるものではなく、学習者の試行

錯誤が随時行われ、その試行錯誤のプロセス（過程）

の中にこそ、学習の目的があるといえる。 

また、ベンジャミン・ブルームは『教育目標の分類

学：認知領域』の中で、「認知プロセス」について、

「知識の想起」という単純なものから、「判断を下す」

という複雑なものへと６段階のプロセス（過程）とし

て解説している。このブルームの「認知プロセス」は、

その後、弟子であるローリン・アンダーソンらによっ

て、思考の内容である「何を知っているか」と、問題

解決で使用するプロセス（過程）である「いかにして

知っているか」を明確に区別する形で改定され、「認

知プロセス」は、単純なものから複雑なものへ、①記

憶、②理解、③応用、④分析、⑤評価、⑥創造 という

６段階のスキルで構成されるとされた。アンダーソン

らは、問題解決の際に、この「認知プロセス」を経る

ことによって、「問題解決を成し遂げるために必要と

する知識と、そのプロセス（過程）を獲得することが

できる」としている。問題を解決するプロセス（過程）

において随時行われる試行錯誤においても、「認知プ

ロセス」が実行されているといえる。 

 

研究の目的 

 

本研究では、「PISA 型 問題解決能力」が「認知プ1 カリキュラム支援課 課長 
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ロセスを用いた問題解決」を求めていることから、問

題解決に当たって、特に試行錯誤のプロセス（過程）

を重視し、学習を「認知プロセス」の手順で行うこと

は、「PISA 型 問題解決能力」の育成に有効であると

考えた。また、「PISA 型 問題解決能力」の公開問題

の傾向が情報処理システム等に関連が深い点から、児

童・生徒の興味や関心が高く、制御プログラムの学習

が論理的な思考力の育成に有効であることが知られて

いる「ロボット」を題材に、その教材化を行うための

「教材用ロボットの開発」を試みた。 

 

研究の内容 

 

１ ロボット教材とは 

ロボットの教材化への取組は古く、1969 年には、マ

サチューセッツ工科大学のシーモア・パパートによっ

て、「タートル」と名付けられたロボットにプログラ

ム言語として「Logo」を実装し、ロボットをプログラ

ムどおりに動かすという試みがなされている。しかし、

このロボットにはセンサーは取り付けられておらず、

プログラムどおりに、前進、後進、左折、右折 の動き

をするのみであった。 

現在では、センサー技術の進歩などによって、ロボ

ットを教材として用いた学習の特徴は、センサー（入

力）とアクチュエーター（出力）の関連や、それらに

介在するプログラムの制御について、実際の動きを体

験しながら実感でき、自ら問題を発見し、筋道を立て

て理解する力を育成できる点にあり、コンピュータ上

でのシミュレーション等によるプログラミング学習で

は得られない学習効果が期待されている。 

一方、一般的にロボットを制御するためのプログラ

ミングの学習は、論理的な思考力の育成など、問題解

決のための諸能力を育成するために有効であることは

知られているが、実際に与えられた課題を解決するた

めのプログラムを記述するためには、多くの命令語や

文法事項を膨大な時間をかけて習得する必要があり、

初等・中等教育において効果的な学習を展開するのは

困難である。 

この問題を解決するため、シーモア・パパートらは、

プログラマブル・ブリック・プログラミング方式（プ

ログラミングに必要な命令をブロック（画面上のアイ

コン）で表し、そのブロックを組み合わせることでプ

ログラムする方式）を考案した。その後、デンマーク

のレゴ社とマサチューセッツ工科大学のミッチェル・

レズニックらは、このプログラマブル・ブリック・プ

ログラミング方式をレゴブロックと組み合わせた知育

玩具（レゴ マインドストーム）を共同開発し、商品化

した。 

このレゴ マインドストームは、世界中の教育現場に

受け入れられるとともに、多くの教育実践がなされ、

想像力や問題解決能力などの育成に対する効果が報告

されている。 

レゴ マインドストームの知育玩具や教材としての

成功を受け、同様のコンセプトの製品が知育玩具とし

て、我が国を始め、アメリカ、ドイツ、韓国など、世

界各国で開発され、商品化されている。 

これらの商品は、高価で完成度の高い製品と安価で

機能が限定的な製品とに大別できる。前者の代表は、

レゴ マインドストームである。この製品は、ロボット

のメカニズムをレゴブロックで構成するため、機構面

において様々な工夫が可能となっていることが最大の

特徴である。反面、ロボットメカニズムの組み立てに

多くの時間が必要である点が、授業で使用する際の課

題となる。制御ソフトウェアは、機能的な制限が少な

いため、プログラミングにおける高い学習効果が期待

できる。後者に分類される製品の多くは、ロボットの

メカニズムや接続できるセンサーについて固定的な製

品が多く、機構面での工夫がほとんどできない。また、

制御ソフトウェアについても、回転方向のみが指定で

き、個々のモーターの回転速度や方向を自由に制御で

きないなどの機能的な制限がある製品もあり、学習者

の試行錯誤の範囲が限定される場合がある。 

さらに、レゴ マインドストームなど、前者に分類さ

れる製品は、相当に高価であるため、研究指定校など

を除いて、一般の授業で利用するために十分な台数を

確保するには、多くの予算を必要とする。 

 

２ ロボット教材の仕様策定 

本研究で開発するロボットは、「PISA 型 問題解決

能力」育成の視点から、学習プロセス（過程）におけ

る学習者の試行錯誤を重視し、ロボットのメカニズム

や接続センサーに自由度を持たせるとともに、制御ソ

フトウェアについても、モーターの回転方向や速度な

ど、素となる機能での制御を可能とすることとした。 

(1) ロボットボディー 

ロボットのボ

ディーの材質に

は、加工性に富

む板目紙を使用

し、各種の部品

は型紙として提

供することとし

た。（写真１）

学校では、総合

教育センターの

Web ページから

型紙をダウンロードし、プリンターで印刷した後、型

紙どおりに切り抜き、のりで接着することで組み立て

ることを想定した。組み立ては、カッターなどで切り

抜いた後、ポンチでパーツ等の固定用のネジ穴を開け

写真１ ロボットのボディー 
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た後に、のりで接着することとした。なお、実験の結

果、板目紙は、３枚重ねることで、ロボットのボディ

ーとして十分な強度が得られることが分かった。 

動力となるモーターには、模型用のモーター付きの

ギアーボックスを利用し、タイヤやキャタピラーで走

行するようにし、アームなどを動かしたりできるよう

にした。 

(2) センサー 

 基本的なセンサー

として、壁面などを

検出するマイクロス

イッチを用いたタッ

チセンサー（写真２）

とライントレースの

ための床面のライン

を検出する光反射セ

ンサー（写真３）を

利用することにした。

また、必要に応じて、

方位センサーや距離

センサーなども利用

できるようにするため、センサー回路は、デジタルセ

ンサー回路とアナログセンサー回路に加え、CPU を搭

載するセンサーとの通信回路を実装した。 

(3) ロボット制御基板 

ロボット制御基

板は、部品の入手

性と価格面に考慮

し、ROM や RAM、AD

C などをチップ内

に内蔵している、

１チップタイプの

マイクロプロセッ

サを用い、学校での

利用を考慮し、ROM へのファームウェアの書き込み機

能（ROM ライター機能）を搭載することとした。（写

真４）多様なロボットメカニズムに対応するため、ロ

ボット制御基板のインターフェイスは、センサー入力

6回路、DC モーター駆動出力 3回路及び PC との通信回

路などで構成し、さらにサーボモーターの接続も考慮

することとした。 

(4) 制御ソフトウェア 

命令語や文法事項を習得することなく、子どもたち

でも簡単に流れ図のみで問題解決の手順を記述できる

ことを目指し、プログラマブル・ブリック・プログラ

ミング方式の独自のロボット制御プログラムの記述環

境を開発することとした。 

プログラム機能として、「PISA 型 問題解決能力」

の定義にある「単一の領域だけには存在していない現

実の領域横断的な状況」を解決する際のヒトの認知プ

ロセスに見られる複数の事象の同時処理過程を忠実に

プログラムとして表現できるようにするため、マルチ

タスク機能を実装することとした。また、学習者のプ

ログラミングを容易にするため、マウスのみですべて

の操作（値の入力を含む）を実現できることやコピー

や移動などの操作を Microsoft Windows の基本操作と

同一にすることとし、さらに、作成したプログラムを

日本語の文章や BASIC プログラムとして表示する機能、

センサーの読み取り値をモニター表示する機能を実装

することとした。（第１図） 

 

(5) その他の機能 

ロボットのメ

カニズムの動作

検証や動作イメ

ージの確認のた

め、有線リモコ

ンでロボットの

操縦機能を実装

した。（写真５） 

また、学習者の

興味や関心を高

めるための機能

として、鍵

盤による楽

曲の入力と

ロボットに

搭載するス

ピーカーに

よるメロデ

ィの演奏機能を搭載した。（第２図） 

 

３ ハードウェア（ロボット制御基板） 

ロボット制御基板は、CPU にマイクロチップ社製の P

IC16F88 を、モータドライバに東芝製の TA7291P を使

用した。このモータドライバ（TA7291P）は、１Ａ（ピ

ーク時２Ａ）の電流が流せるので、模型用の DC モータ

写真３ 光反射センサー 

写真２ タッチセンサー 

写真４ ロボット制御基板 

第１図 制御ソフトウェア 

写真５ リモコン操作部 

第２図 メロディの入力画面 
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（マブチ製 FA130 など）を駆動することができる。な

お、CPU は、内蔵の発信機で４MHz で動作している。 
回路電圧は、3.3V と 5V をジャンパーで切り換えら

れるようになっているが、PIC16F88 の最低動作電圧は

4V、TA7291Pの最低動作電圧は4.5Vとなっているので、

5V での使用を推薦する。また、ボルテージレギュレタ

の動作には、回路電圧＋0.5V 程度が必要なので、電源

端子に接続する電源の電圧に注意が必要である（ブー

トローダーの転送時には、8.5V 以上の電源を接続する

必要がある。）。 

シリアル通信のレベルコンバータは、価格を抑える

ために、MAX232C のような専用 IC ではなく、トランジ

スタによる簡易回路で構成している。使用する PC によ

っては、うまく通信できないことも考えられるが、そ

のような場合は、次のいずれかの対応をとる必要があ

る。 

・ファームウェア書き込み画面の「ハンドシェイク

をしない」をチェックする。 

・USB-シリアル変換アダプタを使用する。 

(1) ブートローダー 

ロボット制御基板では、使用しているCPU(PIC16F88）

のプログラムメモリを、ブートローダー、ファームウ

ェア、ユーザープログラムに分けて利用している。こ

れは、PIC16F88 のプログラムメモリに最初にプログラ

ムを書き込む場合、特別な書込み手順や 8.5V 以上の高

電圧を必要とするため、頻繁に書き換える必要のある

ユーザープログラム等の書込みを容易にするためであ

る。 

つまり、PIC16F88 に最初に書き込むプログラムを、

ブートローダーとして書き換えの必要のない最小限の

内容で独立させ、ファームウェアとユーザープログラ

ムの書込みは、ブートローダーが通常の動作電圧（5V）

で行うというものである。 

ここで、ユーザープログラムだけでなく、ほとんど

書き換えの必要のないファームウェアもブートローダ

ーから切り離しているのは、アセンブラやＣ言語で作

成したプログラムの書込みにも対応するためである。 

(2) ファームウェア 

ファームウェアは、ブートローダーとして書き込ま

れているプログラムによって、通常の動作電圧（5V）

で書き込むようになっている。 

ファームウェアは、後に書き込まれるユーザープロ

グラムを解釈し、ロボットのセンサー値を読み取った

り、モーターの回転を制御したりする働きを持ってお

り、いわゆるインタープリタの役割を果たすものであ

る。 

なお、前述のとおり、このファームウェアの代わり

に、アセンブラやＣ言語で作成したプログラムを書き

込むことができるようになっている。 

(3) ユーザープログラム 

ユーザープログラムは、ブートローダーとして書き

込まれているプログラムによって、通常の動作電圧（5

V）で書き込むようになっている。 

ユーザープログラムは、ロボット制御基板内で、フ

ァームウェアによって解釈され、ロボットのセンサー

値を読み取り、モーターの回転などを指示するもので

ある。 

ロボット制御基板に書き込まれたユーザープログラ

ムは、スタートボタンを押すことによって、スピーカ

ーが、“ピッピッピー”と鳴動した後、実行される。

ストップボタンを押すことで、実行中のユーザープロ

グラムを停止することができる。 

 

４ ソフトウェア（制御ソフトウェア） 

制御ソフトウェアは、ロボットプログラムの初級者

を対象として、命令をブロック化して、フローチャー

トのように並べていく、プログラマブル・ブリック・

プログラミング方式のプログラミング環境で、細かな

命令（言語）を覚えることなく、プログラムの動作の

仕組みや、その考え方を理解できることを目的に開発

した。 

例えば、車を前進させるには、両輪を順回転させな

ければならない。また、右方向にゆっくりと回転させ

るには、左の車輪を順回転、右の車輪の速度を少し落

として順回転させるなど、目的とする動きをさせるた

めには車輪をどの方向に回すのか、どのようなセンサ

ーを使うのか、センサーが反応したときどのように動

きを変えればいいのかなど、学習者が動きを予想し、

プログラムを組み立てられるようになっている。 

命令ブロックは、グループ毎にタブで表示を切り替

えるようになっている。 

(1) モータータブ  

 モーターの回転方向や回転速度の指定、減速や加速、

反転など、細かく指定できるので、後述するセンサー

の測定値の読取機能と合わせて、ロボットが予定どお

りに動作しない場合の試行錯誤のプロセス（過程）を

論理的な考えに基づいて、踏むことができる。 

(2) センサータブ  

アナログセンサー、デジタルセンサー、インテリジ

ェントセンサーの選択と、センサー値による分岐動作

を指定できる。各センサーの測定値は、ロボットに PC

を接続することで、常にモニターすることができるの

で、前述のモーターの細かい制御機能と合わせて、論

理的な試行錯誤ができるようになっている。 

なお、サーボモーターを使用する場合は、一部のセ

ンサーが使えなくなる。 

(3) 接続タブ 

命令ブロック同士をつなぐ道筋となる。 

(4) その他タブ 

 タイマー、タスク、変数、メロディ等のコマンドを
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指定できる。 

 

５ プログラミング 

 ここでは、基本的なプログラムを例示することで、

制御ソフトウェアのプログラム方

法を説明する。 

(1) モーターＡとＢを５のスピー

ドで右回転させるプログラム（第

３図） 

１は、スタート命令のブロックで、

プログラムの開始を示す。 

２は、Ａのモーターを制御する命

令のブロックで、この場合は、５

のスピードで右回転させる。 

３は、Ｂのモーターを制御する命

令のブロックで、この場合は、５

のスピードで右回転させる。 

［注］このプログラムは、２と３

の命令を、永遠に繰り返す。プログラムを終了するに

は、ロボット制御基板のストップボタンを押す。 

(2) モーターＡを５のスピードで

右回転させ、センサー１に接続し

たタッチセンサーが押されたら終

了するプログラム（第４図） 

１は、スタート命令のブロックで、

プログラムの開始を示す。 

２は、Ａのモーターを制御する命

令のブロックで、この場合は、５

のスピードで右回転させる。 

３は、デジタルセンサー命令のブ

ロックで、センサー１の値を評価

し、タッチセンサーが押されてい

ないときは、〔１〕 を返すので、

命令３を無限に繰り返し、センサ

ーが押されると 〔０〕 を返すので、リセット命令４

に処理を分岐する。 

４は、リセット命令のブロックで、プログ

ラムを終了する。 

(3) モーターＡを５のスピードで３秒間、

右回転させるプログラム（第５図） 

１は、スタート命令のブロックで、プログ

ラムの開始を示す。 

２は、Ａのモーターを制御する命令のブロ

ックで、この場合は、５のスピードで右回

転させる。 

３は、タイマー命令のブロックで、この

場合、３秒間、現在の状態を保持する。 

４は、リセット命令のブロックで、プログラムを終了

する。 

(4) モーターＡを１のスピードで右回転させ、３秒ご

とに１段階ずつ加速していくプログラム（第６図） 

１は、スタート命令のブロックで、プ

ログラムの開始を示す。 

２は、Ａのモーターを制御する命令の

ブロックで、この場合は、１のスピー

ドで右回転させる。 

３は、タイマー命令のブロックで、こ

の場合、３秒間、現在の状態を保持す

る。 

４は、Ａのモーターを加速する命令の

ブロックで、この命令ブロックを処理

する毎に１段階ずつ加速する。 

［注］このプログラムは、３のタイマ

ー命令と４のモーターＡの加速命令

を、永遠に繰り返す。プログラムを終

了するには、ロボット制御基板のストップボタンを押

す。 

(5) ライントレーサーのプログラム 

 ライントレーサーとは、床面に描かれたラインをセ

ンサーで検出し、そ

のラインに沿ってロ

ボットを走行させる

ものである。ロボッ

トが第７図（Ａ）の

ようなライン上を走

行する場合、ロボッ

トがライン上を直進

すると、矢印の先の

光センサーは黒い線

から、右側にはみ出

してしまう。このよ

うな場合、ライン上

をトレースさせるためには、左側のモーターを止め、

ロボットを左に向ける必要がある。また、ロボットが

左に向いて、ライン上に光センサーが入ったら、右に

回転させ光センサーがラインからはみ出すまで動かす。

この動作を繰り返すことで、ロボットは、第７図（Ｂ）

のように

ライン上

をトレー

スして進

むことと

なる。 

 このプ

ログラム

をフロー

チャート

で表すと、第８図のようになり、本研究で開発した「制

御ソフトウェア」でプログラムすると、第９図のよう

になる。 

第３図 

第４図 

第５図

第６図 

第７図 ライントレーサーの原理

第８図 ライントレーサーのフローチャート



 

- 30 - 
 

 両図を比較

して分かると

おり、本研究

で開発した

「制御ソフト

ウェア」は、

プログラムの

動作を視覚的

に表すフロー

チャートと完

全に同一のイ

メージでプログラムできることが分かる。 

(6) マルチタスクライントレーサーのプログラム 

マルチタスクを使ったライントレーサーのプログラ

ム例を示す。マルチタスク機能は、本研究で開発した

ロボット教材の重要な特徴の一つで、複数の処理を同

時に実行する機能を指す。 

 このマルチタスク機能を用いると、左右２つのセン

サーと２つのモーターを、それぞれ独立させて制御す

ることができる。ここでの例では、①右のセンサーが

ラインをはずれた場合は、右のモーターを加速する、

②左のセンサーがラインをはずれた場合は、左のモー

ターを加速する。つまり、①と②の２つの別々の処理

によって、ラインをトレースするものである。この考

え方は、人間の思考過程に非常に近いものとされてお

り、「問題解決能力」育成の視点において、通常のプ

ログラミン

グ言語によ

る学習に比

べて、優れ

た特徴のひ

とつである。 

 マルチタ

スクを使っ

たライント

レーサーの

プログラム

例を示す。

（第 10 図） 

 

研究のまとめ 

 

 本研究で開発した「ロボット教材」を利用した学習

活動を通して、児童・生徒が「問題解決」の新たな概

念や思考プロセスを自ら見出し、自らに合った学習方

法やスタイルで学ぶことは、その児童・生徒が、異な

る学習方法やスタイルにも適応できる能力を身に付け

ることにもつながるものと考えられる。教師が「問題

解決型の学習」や「新しいスタイルの教材」など、学

習方法やスタイルについて工夫・改善を行うことは、

児童・生徒の興味・関心や学習意欲など、学びの向上

につながるといえる。 

本研究によって開発したロボット教材とそれを活用

した「問題解決型の学習」は、ハワード・ガードナー

の多重知能の研究における「言語的知性〔コンピュー

タ言語〕、論理・数学的知性〔アルゴリズム〕、空間

的知性〔ロボットの移動空間〕、運動感覚的知性〔ロ

ボットの操縦〕、音楽的知性、対人的知性〔グループ

学習〕、内省的知性〔試行錯誤の思考過程〕、自然主

義的知性（〔〕内は筆者）」の多くの部分をカバーす

るものであり、児童・生徒の「問題解決能力」の育成

に効果があるものと確信している。 

 

おわりに 

 

 本研究で開発したロボット教材の普及のため、本研

究での教材開発と並行して、ロボット教材を利用した

学習の体系化を目指し、PISA 型「問題解決能力」の育

成を目的としたカリキュラムの開発を行っている。ま

た、ロボット制御基板を理科の学習でも活用できるよ

うにファームウェアを改良し、温度センサーなどの各

種の物理量を測定するセンサーを接続し、その測定値

を記録するシステムの開発も行っている。これらの成

果によって、本ロボット教材が広く活用され、児童・

生徒の「問題解決能力」が向上することを願っている。 

 なお、本研究及び関連する研究の成果の詳細は、総

合教育センターの Web ページに掲載してある。 

http://www.edu-ctr.pref.kanagawa.jp/robox/ 

最後に、本研究は、横浜国立大学と共同で行ったこ

とを申し添える。 

［調査研究協力員］ 

 大和市立大和中学校     佐藤 浩二 

松田町立松田中学校     奥村 尚太 

県立磯子工業高等学校    尾花 健司 

［助言者］ 

 横浜国立大学        川原田 康文 
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神奈川県立総合教育センター研究集録 27:31～36.2008  

    

「国語力」育成に関する教材開発のための基礎的な研究 
－ 小学校段階で活用可能な古典教材の開発に関する中間報告－ 

    

吉 田 佳 恵１ 

 文化審議会や中央教育審議会等において「国語力」育成が重視され、今後、学校の教育活動全体で「国語力」

育成にどう取り組むかということについての具体的な対応策が必要となっている。そこで、「国語力」育成の

ための学校段階間の円滑な接続を踏まえた教材開発に向けて、小学校段階で活用可能な古典教材に関する基本

構想案を作成した。 
    

はじめに 

    

平成 16 年に文化審議会より「これからの時代に求め

られる国語力について」（答申）が出された。その中

で、「これまで述べてきたような種々の社会変化やそ

こから引き起こされている様々な問題に柔軟に対応し

ていくためには、国語の重要性やその果たす役割を踏

まえて、一人一人がこれまで以上に国語力を高めてい

くことが必要である。」としている。そして、学校教育

においては、「国語教育を中核に据えた学校教育を」

とあり、「学校教育においては、国語科はもとより、

各教科その他の教育活動全体の中で、適切かつ効果的

な国語の教育が行われる必要がある。すなわち、国語

の教育を学校教育の中核に据えて、全教育課程を編成

することが重要であると考えられる。」としている。 

 また、平成 18 年には、中央教育審議会 初等中等教

育分科会 教育課程部会より「審議経過報告」が出され

た。その中で、教育内容等の改善の方向の一つとして

「国語力の育成」を挙げ、「国語力の育成は、すべて

の教育活動を通じて重視することが求められる。」と

している。 

こうした中、総合教育センターでは、次期学習指導

要領を見据え、各学校での「国語力」育成の取組に資

するために、平成 19 年・20 年度の２か年計画で「国

語力」育成に関する研究に取り組むこととした。 

 

研究の目的 

    

２か年計画の１年目に当たる本研究の目的は、学校

の教育活動全体の基本であり、次期学習指導要領に関

する重要事項でもある「国語力」について、今後の各

学校の取組に資するために、教材開発に関する基礎的

な研究を行うことである。 

 具体的には、「国語力」育成にかかる小学校段階で

活用可能な古典学習に関する映像教材の開発のための

基本構想案の作成を目指した。 

研究の内容 

    

本研究では、次の２点について研究を行った。①「国

語力」育成に関する今後の取組に向けた課題の整理、

②「国語力」育成に関する教材開発に向けた基本構想

案の作成、である。研究の内容は次のとおりである。 

 

１ 「国語力」育成に関する今後の取組に向けた課題 

の整理 

「国語力」育成に関する研究として、これまでも様々

な研究がなされ、実践も数多く行われている。そこで、

近年の状況を踏まえ、今後の取組に向け、総合教育セ

ンターの研究としての考え方や方法について整理する

こととした。 

調査・検討の結果、今後の「国語力」育成の取組に

ついて考える際には、(1)「学校教育全体での取組」と

「伝統・文化」、(2)「言語文化」と「古典学習」がキ

ーワードとなることが分かった。これらを踏まえ、次

期学習指導要領を見据えた各学校の取組に資するため

の総合教育センターとしての研究としては、(3)「古典

に関する教材開発」、特に小学校段階で活用可能な映像

教材の開発が必要であると考えた。 

これらについて、順に見ていくことにする。 

(1) 学校全体での取組と伝統・文化 

「国語力」は、「確かな学力」を育成するための基

盤であり、生活にも不可欠であるだけでなく、伝統・

文化の継承や創造・発展、社会の維持・発展の基盤と

しても重要であり、国語科だけでなく学校教育全体で

その育成に取り組むべきものであることが次に挙げる

資料からうかがえる。 

ア 文化審議会 

平成 16 年文化審議会答申において、「国語の果たす

役割と国語の重要性」について、「１ 個人にとっての

国語」、「２ 社会全体にとっての国語」、「３ 社会変化

への対応と国語」の３点に整理している。 

１の「個人にとっての国語」では、「知的活動の基

盤」、「感性・情緒等の基盤」、「コミュニケーション能

力の基盤」の３点を挙げている。２の「社会全体にと1 カリキュラム支援課 研修指導主事 
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①考える力、感じる力、想像する力、表す力から

成る、言語を中心とした情報を処理・操作する

領域。 

②考える力や、表す力などを支え、その基盤とな

る「国語の知識」や「教養・価値観・感性等」

の領域。 

っての国語」では、「①国語は文化の基盤であり、中核

である。」、「②社会生活の基本であるコミュニケーショ

ンは国語によって成立する。」の２点を挙げ、「文化を

継承し、創造・発展させるとともに、社会を維持し、

発展させる基盤となると考えられる。」としている。 

そして、先に述べたように、Ⅱの第１「国語力を身

に付けるための国語教育の在り方」の第１の２「学校

における国語教育」についての(1)「基本的な考え方」

として、「＜国語教育を中核に据えた学校教育を＞」を

掲げ、「学校教育においては、国語科はもとより、各教

科その他の教育活動全体の中で、適切かつ効果的な国

語の教育が行われる必要がある。」としている。 

なお、同答申では、「これからの時代に求められる国 

語力」とはどのようなものであるかということについ

て、大きく次の二つの領域に分けてとらえている。 

①は国語力の中核であり、②は「①の諸能力」の基盤

となる国語の知識等の領域であり、この二つの領域は

相互に影響し合いながら、各人の国語力を構成してお

り、生涯にわたって発展していくものと考えられると

している。 

ところで、「国語力」に関連して、学校教育全体で

の育成を図ることが求められている力として、「読解

力」がある。「読解力」とは、平成 12 年に OECD（経

済協力開発機構）が始めた義務教育修了段階の 15 歳児

を対象とする国際的な学力調査である「PISA 調査」に

おいて使われている「Reading Literacy」のことであ

り、PISA 型「読解力」と呼ばれているものである。こ

れは、「自らの目標を達成し、自らの知識と可能性を

発達させ、効果的に社会に参加するために、書かれた

テキストを理解し、利用し、熟考する能力」と定義さ

れている。この PISA 型「読解力」と「国語力」との関

係について、高木まさき氏は次のように説明している。

「PISA 型『読解力』と『国語力』はともに文字言語重

視の性格が強いが、前者がより実用性、国際的通用性

を重んじるのに対し、後者は言語文化等による公共性

や伝統を重んじる傾向が強い。」（2007）。 

イ 中央教育審議会 

平成 18年２月の中央教育審議会 初等中等教育分科

会 教育課程部会「審議経過報告」の中でも、「言葉は、

『確かな学力』を形成するための基盤であり、生活に

も不可欠である。言葉は、他者を理解し、自分を表現

し、社会と対話するための手段であり、家族、友だち、

学校、社会と子どもとをつなぐ役割を担っている。言

葉は、思考力や感受性を支え、知的活動、感性・情緒、

コミュニケーション能力の基盤となる。国語力の育成

は、すべての教育活動を通じて重視することが求めら

れる。」としている。 

なお、教育課程部会が学習指導要領全体の見直しに

ついて、具体的な検討を行う際に必要な資料を得るた

め、言語力の向上の観点から、検討を行うことを趣旨

として、平成 18 年６月に言語力育成協力者会議が設置

された。この会議では、「言語力」について、平成 19

年８月「言語力の育成方策について（報告書案）【修

正案・反映版】」において、「この報告書では、言語

力は、知識と経験、論理的思考、感性・情緒等を基盤

として、自らの考えを深め、他者とコミュニケーショ

ンを行うために言語を運用するのに必要な能力を意味

するものとする。」と説明している。 

 その後、平成 20 年１月に中央教育審議会から「幼稚 

園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学 

習指導要領等の改善について」（答申）が出された。 

その中で、５「学習指導要領改訂の基本的な考え方」 

として７点を挙げており、その中の(4)「思考力・判断 

力・表現力等の育成」では、「学習活動の基盤となる 

ものは、数式などを含む広い意味での言語であり、そ 

の中心となるのは国語である。しかしだからといって 

すべてが国語科の役割というものではない。」として 

いる。そして、「教育内容に関する主な改善事項」と 

して、(1)「言語活動の充実」や(3)「伝統や文化に関 

する教育の充実」などの６点が挙げられている。(1) 

の「言語活動の充実」については、各教科等を貫く重 

要な改善の視点であるとしている。 

ところで、「言語力」という言葉に関しては、「文 

字・活字文化振興法」（平成 17 年７月公布・施行）の

第３条（基本理念）３項に、「学校教育においては、

すべての国民が文字・活字文化の恵沢を享受すること

ができるようにするため、その教育の課程の全体を通

じて、読む力及び書く力並びにこれらの力を基礎とす

る言語に関する能力（以下「言語力」という。）の涵
か ん

養

に十分配慮されなければならない。」とある。 

(2) 言語文化と古典学習 

 このように、学校教育全体での育成が求められる「国

語力」について、特に「国語力」育成の中心となる教

科である国語科に関しては、「言語文化」と「古典学習」、

特に小学校からの古典に関する学習が重要であること

が次に挙げる資料からうかがえる。 

ア 文化審議会 

答申のⅡ「これからの時代に求められる国語力を身

に付けるための方策について」の第１「国語力を身に

付けるための国語教育の在り方」の２「学校における

国語教育」の(2)「国語科教育の在り方」の中で「＜音

読・暗唱と古典の重視＞」を挙げ、「音読や暗唱を重視

して、それにふさわしい文章を小学校段階から積極的
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日本人の心に関すること 

衣食住に関すること 

芸能や芸術に関すること 

保存や修復など「伝承」に関すること 

に入れていくことを考えるべきである。特に日本の文

化として、これまで大切にされ継承されてきた古典に

ついては、日本語の美しい表現やリズムを身に付ける

上でも音読や暗唱にふさわしいものであり、情緒力を

身に付け、豊かな人間性を形成する上でも重要なもの

である。現在以上に、古典に触れることのできるよう

な授業の在り方が望まれる。」としている。 

イ 中央教育審議会  

「審議経過報告」では、２の(1)の②「具体的な教育

内容の改善の方向」の一つに２）「国語力、理数教育、

外国語教育の改善」を挙げており、その中のア「国語

力の育成」に関しては、「知識・技能の定着」について、

「小学校段階においては、読むことの力について体験

的に身に付けるために、音読や朗読・暗唱が指導上有

効であると考えられる。子どもが古典や名作に触れ我

が国の言語文化に親しむ機会とすることも重要であ

る。」としている。また、「思考力・表現力等の育成」

については、「国語教育は、我が国の文学や言語文化を

継承・発展させるという大きな使命がある。 文学や言

語文化に親しみ、創造したり演じたりするのに必要と

される、読書、鑑賞、詩歌や俳句なども含めた創作や

書写などの言語活動ができることが重要である。」とし

ている。 

 「第３期教育課程部会の審議の状況について」にお

いても、「小学校段階では、低・中学年においては、

朗読、漢字の読み書き、古典の暗唱などに取り組み、

高学年からは読解力の育成などを重視してはどうかと

の意見があった。」としている。さらに、（2）「各教

科等の教育内容の改善」では、「基礎的・基本的な知

識・技能の着実な定着については、実生活との関連や

その後の学習の基盤としても重要な事項を重視し、具

体的には例えば、次のような検討を行っている。」と

して、「国語の美しい表現やリズムを身に付けるとい

った観点から小学校における易しい古文や漢文の音読

や暗唱を重視、漢字指導の充実（国語）」を挙げてい

る。また、「前述のとおり教育基本法改正等を踏まえ

た検討が必要である。」として、「国際社会で活躍す

る日本人の育成を図る上で必要な我が国の伝統、文化

を受け止めそれを継承・発展するための教育の充実（国

語、社会、音楽、美術等）についてさらに検討を深め

る必要がある。」としている。 

なお、平成 19 年４月に、平成 17 年高等学校教育課 

程実施状況調査結果が公表された。調査結果における

主な特色として、国語については、「理由や根拠を基

に自分の考えを記述する問題で無解答が多い」、「古

典を読み味わう能力や古典の言語事項などに課題」と

いう二つが挙げられている。質問紙調査結果によれば、

「国語の勉強が好きだ」という質問に対して、「どち

らかといえばそう思わない」と「そう思わない」と回

答した生徒の割合は 47.6％であるが、「古文が好きだ」

に対する同回答は 72.7％、「漢文が好きだ」に対する

同回答は 71.2％となり、これは他の教科・科目と比較

しても格段に高い割合となっており、古典離れが顕著

に表れている。 

 その後、平成 20 年１月の答申で、国語科に関しては、 

小学校の低・中学年から、古典などの暗唱により言葉 

の美しさやリズムを体感させることの重要性を挙げて 

いる。また、新たに「言語文化と国語の特質に関する 

事項」を設けている。古典の指導については、「我が国 

の言語文化を享受し継承・発展させるため、生涯にわ 

たって古典に親しむ態度を育成する指導を重視する。」 

としている。 

(3) 古典に関する教材開発、特に小学校段階で活用可 

能な映像教材の開発 

ここまで見てきたように、今後の「国語力」育成の

取組について考える際のキーワードとしては、「学校教

育全体での取組」と「伝統・文化」、「言語文化」と「古

典学習」が挙げられるが、「学校教育全体での取組」と

「伝統・文化」に関しては、次のような先進的な取組

が見られ、教材も開発されている。 

東京都教育委員会では、平成 17 年度に「日本の伝

統・文化理解教育推進事業」を立ち上げた。五つある

内容の一つとして、平成 19 年度から都立学校の学校設

定教科・科目「日本の伝統・文化」を実施できるよう

にカリキュラム及び副教材の開発に取り組み、平成 18

年には『「日本の伝統・文化」教材集』を公表した。カ

リキュラムについては、教育課程編成の基本方針の中

で、編成の重点事項として、「体験的な学習を積極的に

取り入れ、実感の伴った伝統・文化の理解を深めさせ

る。」、「伝統・文化の背景を理解させるとともに、実生

活のかかわりについて考えさせ、生かすことができる

ように指導する。」、「発表や討論を取り入れ、生徒が学

んだことを自分の言葉で表現できるように指導する。」

などの５点を挙げている。指導内容は次の４領域から

構成されている。 

 

 

 

 

これを受けて作成された教材集は、同様に「創意工

夫されてきた技や受け継がれてきた心に関すること」、

「衣食住に関すること」、「芸術や芸能に関すること」、

「保存や修復など『伝承』に関すること」から構成さ

れている。なお、同事業では、幼稚園１園、小学校 29

校、中学校 16 校、高等学校 10 校、特別支援学校４校

を「日本の伝統・文化理解教育」推進校として指定し、

各推進校の研究開発の支援も行った。 

兵庫県教育委員会では、平成 18 年度に「日本の文化

理解推進事業」を立ち上げ、平成 19 年度から高等学校

における独自の学校設定科目「日本の文化」で使用す
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・「読む・書く・話す・聞く」ことば文化都市

伊丹特区（小学校における「ことば科」） 

・新居浜市伝える力を育てる教育特区（小学校

「表現科」） 

・世田谷「日本語」教育特区（小・中学校にお

ける教科「日本語」） 

る教材冊子を作成した。教材冊子作成の方針として「体

験を取り入れた活動ができるように工夫する。」、「授業

実施後、さらに学習を深めることが可能となるような

資料を作成する。」などの三つを挙げている。テーマ指

導例としては、「生活文化、伝統文化、地域文化、Japan 

Now」という四つの分野を挙げている。また、各テーマ

は写真・動画等の映像教材を充実させるとしている。 

日本語に関する構造改革特区として、小学校段階に

おける伝統・文化や古典に関係するものとしては、次

のようなものが挙げられる。  

このうち、「世田谷『日本語』教育特区」に関しては、

平成 19 年度から区内の小・中学校において、「深く物

事を考える児童・生徒を育成する。」、「日本の文化や伝

統への理解を深め、それらを大切にする態度を養う。」

などをねらいとした教科「日本語」を新設した。あわ

せて、小学校は低・中・高学年で各１冊、中学校は哲

学・表現の２冊の独自の教科書を作成した。学習の重

点としては、「語彙
い

の習得」「古典、漢文、近代の名文、

詩などの学習」、「思考力・表現力の育成」、「日本文化

の理解」、「国際人としてのマナーの習得」などの六つ

を挙げている。 

「古典学習」に関する映像教材に関して、インター

ネットから見られるデジタル教材としては、ＮＨＫに

よる「10min.ボックス」の中の「国語（古典・漢文）」、

「国語(現代文）」が挙げられる。これらのデジタル教

材は、学校放送番組として放送されたもので、中学・

高校での学習で活用するためのものとして、一つの番

組が 10 分からなっており、参考資料も添付されている。 

こうした資料は教材作成の参考となるものであり、

市販のものとしても小学校段階で活用可能な古典に関

する教材も幾つか見られ、実際に小学校段階での取組

も行われているが、購入費用・児童の実態に応じた汎

用性・学校間の円滑な接続や発達段階等の面から、各

学校で入手しやすく使いやすい教材が必要である。そ

こで、次期学習指導要領を見据え、今後の各学校の取

組に資するための総合教育センターの研究として、小

学校段階で活用可能な古典教材、特に映像教材の開発

に取り組むこととした。また、活用・普及の促進とい

う点から、開発した教材をどのように活用したらよい

のかという具体的なイメージを持ってもらい、児童の

実態に応じて活用してもらえるように、教材を活用し

た学習指導案や作成のためのヒント、活用のアイデア、

参考資料等の提供が重要であると考えた。 

２ 「国語力」育成に関する教材開発に向けた基本構

想案の作成 

(1) 教材開発の基本構想 

１で述べた課題を踏まえ、小学校段階で活用可能な

古典教材の開発に当たっては、15 分程度の映像教材の

作成を中心に、その映像教材に関する学習指導案、参

考資料等も作成し、これらをＤＶＤ及び冊子（CD-ROM

付属）としてまとめた教材集の作成を目指すこととし

た。具体的な教材集及び映像教材の開発に当たっては、

次の点を基本構想案として検討を進めた。 

・中学校の内容を先取りしたものではなく、小学校 

段階において、あくまで古典に親しむことをねら

いとした教材とする。あわせて、中学校との円滑

な接続を踏まえたものとなるように配慮する。 

・伝統文化、言語文化の視点を意識し、言語活動を

含み、暗唱や音読、演劇や創作、調べ学習など、

児童の学習活動を想定した教材とする。 

・古典に対する興味・関心をはぐくむために、児童

の生活とのかかわりを持たせた教材とする。 

・学校全体での取組の視点から、国語科だけでなく

他の教科との関連についても配慮する。 

・可能であれば、神奈川県ゆかりのものを取り上げ 

るようにする。 

・映像教材については、映像にすることによる教育 

効果が期待できるものを取り上げ、その他につい 

ては参考資料（テキスト、音声、静止画等）とす 
る。  

・児童や学校の実情に合わせて、様々な活用ができ 

るように、映像教材についてはチャプター形式と 

して、付属資料の充実を図る。 

・映像教材の活用方法を含め、開発した教材を活用 

した学習指導案を作成する。また、活用のアイデ 

アをまとめる。  

(2) 映像教材の構想案（素案）の作成 

(1)を踏まえ、本研究では映像教材に関する構想案

（素案）の作成について、調査研究協力員の協力及び

助言者からの助言を得ながら、具体的な検討を行った。 

検討に当たっては、ア 古典学習に関する学校の現状

と課題について、イ 映像教材の開発に向けた構想案の

コンセプトについて、ウ 映像教材構想案の骨子の作成

について、という手順で進めた。 

ア 古典学習に関する学校の現状と課題について 

最初に、調査研究協力員の協力を得て、学校におけ

る「国語力」育成にかかる現状と課題、特に古典に関

することについて研究協議を行った。その中で、次の

ような意見が出された。 

・小学生は、漢語についてはゲーム等を通して知る 

機会があるが、和語については知る機会が少ない。

昔の言葉と今の言葉との違いに気付く場面が少な

い。 
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・中学生は昔話を知らない。竹取物語さえよく知ら 

ない。地元ゆかりの昔話も知らない。 

・七草がゆ、十五夜、お正月の遊び等を知らないな 

ど、季節感に乏しい。 

・子どもは暗唱することは好きなようである。言葉 

の響きが面白く、覚えたいと思えるものを扱った 

り、演劇や創作などの表現につなげたりすること 

が大切である。 

・早い段階から古典に接し、身近なものとして感じ

させることが大切である。古いものを大切にする

気持ちをはぐくむことも大切である。 

・“言葉に親しむ、言葉に慣れる”という視点のほ

かに、物の見方や考え方を知り、現在との価値観

の違いに気付き、言語、伝統・文化を大切にする

こと等が小学校段階で古典を扱う際の目的とし

て挙げられる。 

・小学校段階で古典に親しむことは、中学校におけ

る古典学習への円滑な接続につながる。 

・伝統・文化は大切であり、古典学習は楽しい、と

思わせる教材が必要である。 

・子どもは映像に敏感であるので、惹
ひ

きつけられる 

映像教材を作成し、そこから更にイメージを広げ

られるようにすることが大切である。 

・授業者自身が古典を面白いと思い、是非やりたい

と思えるような教材及び学習指導案等を作成す

る必要がある。 

このような研究協議をへて、実際に学校において、 

中学校における古典離れの傾向や古典に親しむ機会が

少ないことが課題であり、古典に親しむことを重点と

した教材を作成することとした。 

イ 映像教材の開発に向けた構想案（素案）のコンセ

プトについて 

次に、映像教材の作成に向けた構想案（素案）のコ 

ンセプトについて、小学校で古典教材を扱う場合の課

題や留意点等と併せて、研究協議を行った。その中で、

次のような意見が出された。 

・映像教材を導入で使うとなると長さとしては３分 

が適切であると思う。 

・小学校段階では、体験を取り入れた教材を考えた

方がよい。 

 ・子どもたちの身の回りにあるものを教材として取 

り上げられるとよい。 

 ・子どもの現在の生活と隔たりのある季節感や伝統 

行事を取り上げることが考えられる。 

・例えば、月を題材として取り上げて、月を中心に

季節や行事について説明する方法が考えられる。 

 ・他にも、昔話や服装を取り上げて、古典芸能と関 

連付ける方法が考えられる。 

・発達段階を考えると、低学年では昔話を、中学年

では現代語訳を、高学年では原文を扱うことが考

えられる。 

・低学年では生活科と関連付け、年間を通して、季 

節に合わせて使えるような教材があるとよい。 

 ・高学年では中学校との接続を考え、「竹取物語」や 

「平家物語」を教材として取り上げることが考え 

られる。「竹取物語」を取り上げて、月に関するこ 

とや行事に関することなどを取り入れる方法が考 

えられる。「平家物語」を取り上げて、社会科とも 

関連付ける方法が考えられる。 

 ・物語などの散文だけでなく、韻文も取り上げる必 

要がある。韻文については、季節や伝統行事の中 

で、短歌・俳句を取り上げることも考えられる。 

 ・古典作品には、古文だけでなく漢文も含まれる。 

漢文については、漢詩、故事成語、論語などが題 

材として考えられる。故事成語は“書き初め”と 

関連付ける方法も考えられる。 

 ・現代語と異なる古典独特の言葉の美しさやリズム 

を伝える内容も取り入れた方がよい。古語につい 

ては、音楽科と関連付けて取り上げる方法が考え 

られる。   

 ・映像にすると特に効果的なもの、また、今までに 

ないもの、という観点も必要である。 

このような研究協議をへて、映像教材全体の長さは 

15分として、発達段階、汎用性、視聴時間等を考慮し

て、三つのテーマを設定し、低学年・中学年・高学年

のそれぞれについて教材構想案（素案）の骨子を作成

することとした。 

ウ 映像教材に関する教材構想案（素案）の骨子の作

成について 

次に、三つのテーマを設定し、低学年・中学年・高 

学年のそれぞれについて作成した教材構想案（素案）

の骨子（案）について研究協議を行った。 

テーマとしては、「韻文や季節感、散文、それ以外」、

「散文（物語）、韻文、伝統文化・生活習慣」、「散文、

韻文、生活・文化・伝統」、「散文、韻文、ことば・生

活雑知識」、「生活習慣、物語、言葉遊び」、「季節、物

語、伝統・芸能」などの様々な案が出された。 

これらについて検討を行い、テーマや内容の重複、

関連性を整理し、「季節・月」、「生活」、「言葉遊び」を

テーマとして、映像教材の構想案（素案）を作成し、

検討することとした。   

(3) 映像教材の構想案（素案） 

次に、映像教材の構想案（素案）について検討を行

い、「言葉遊び」については、文字データ・音声データ・

静止画でも対応でき、他のテーマの中で扱うこともで

きることから、一つのテーマとはせず、全体のテーマ

について再度整理することとした。現在とは感覚が異

なるもので、なおかつ子どもたちの身近なものであり、

その後の学習活動につなげやすく広がりのあるものに

ついて、三つをテーマとして取り上げ、その中で韻文



 

- 36 - 
 

・テーマは、「月」、「季節」、「生活」とする。

・一つのテーマは約５分（三つのテーマで 15 分）

として、チャプター形式で作成する。 

・各テーマの中で、古典（韻文・散文）、伝統・文

化に関する内容を取り上げる。 

・小学校の中学年を想定したものとする。 

や散文、伝統・文化を扱うこととした。また、映像教

材としての効果を重視し、音声・静止画（絵や写真な

ど）でも対応できるものについては、参考資料として

添付する方向で考えることとした。そして、一つのテ

ーマにつき５分（三つで 15 分）の映像教材として、汎

用性を考え、対象を中学年に絞って作成することとし

た。 

 その後、三つのテーマについて、映像教材の構想案

（素案）を作成し、検討を重ねた。 

 映像教材の構想案（素案）については、本研究は中

間報告であり、平成 20 年度に詳細について検討するこ

とから、ここでは概要の記載にとどめる。構想案（素

案）は、次のような構成となっている 

   

研究のまとめ 

    

 本研究では、①「国語力」育成に関する今後の取組

に向けた課題を整理し、②「国語力」育成に関する教

材開発に向けた基本構想案の作成に向け、教材開発の

コンセプト及び映像教材の骨子について整理し、映像

教材の構想案（素案）を作成した。 

今後は、映像教材の構想案（素案）を基に、具体的 

な企画案の作成を行うことになるが、その際の課題と

しては、三つのテーマ間の関連性、各テーマで取り上

げる古典（散文・韻文）、伝統・文化に関する内容の

精査、発達段階に応じた古典の提示の仕方などについ

ての検討が挙げられる。 

 

おわりに 

 

ここ数年、教育基本法の改正、いわゆる教育３法の

改正、次期学習指導要領に関する答申など、学校教育

にかかる大きな動きが続いている。平成 20 年２月には、

小・中学校の学習指導要領の改訂案が公表され、平成

19 年度内の改訂を目指し、平成 21 年度からの移行措

置の実施が予定されている。 

平成 21 年度からの移行措置の実施に向けて、平成

20 年度には、小・中学校の円滑な接続を踏まえた「国

語力」育成のための小学校段階で活用可能な古典学習

に関する教材開発を行い、次期学習指導要領に対応し

た各学校の取組に資するものとなるように、研究成果

をまとめていきたいと考えている。 

最後になるが、横浜国立大学の高木まさき先生、三

宅晶子先生には、御多忙にもかかわらず、本研究のス

ーパーバイザーとして御助言を頂き、心よりお礼申し

上げる。また、調査研究協力員の先生方、研究協力機

関の方々にも感謝申し上げる。 

［調査研究協力員］ 

平塚市立山下小学校    小瀬村 良美 

大井町立大井小学校    神戸 泉 

南足柄市立南足柄中学校  村田 哲 

小田原市立国府津中学校  西田 孝予 

愛川町立愛川中原中学校  片山 智絵子 

［研究協力機関］ 

 横浜国立大学教育人間科学部附属鎌倉小学校 

 横浜国立大学教育人間科学部附属鎌倉中学校 

［助言者］ 

横浜国立大学  高木 まさき 

横浜国立大学  三宅 晶子           
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情報教育推進のための体系的な 

「情報活用能力」育成に関する研究 
 

荒川 憲行１    吉田 佳恵１    柴田 功１    立花 裕治２  

世界的規模での情報化社会の急速な進展の中、児童・生徒が「情報活用能力」を身に付け、情報社会に適応

できるための教育の充実が喫緊の課題となっている。そこで、児童・生徒の「情報活用能力」を効果的に育成

するため、小学校から高等学校の各段階に応じた目標について体系的に整理し、教科等における指導内容・学

習活動例、学習指導案等を作成し、こうした研究成果をガイドブックとしてまとめた。 

 

はじめに 

 

国際的な情報化社会の進展への対応に向け、平成 11

年 12 月に政府によって策定されたミレニアム・プロジ

ェクト「教育の情報化」以来、国や地方自治体はもと

より、学校や教職員、民間企業や NPO、保護者や地域

住民など、社会全体としての積極的な取組によって、

学校教育の情報化は急速に進んでいる。 

普通教室で使用するコンピュータや校内 LAN、教室

の高速インターネット接続環境などが整備され、イン

ターネット上の豊富な教材を授業で活用するための環

境が整い始めている。 

この教育環境の劇的ともいえる変化に対して、学校

や教職員は、情報コミュニケーション技術（以下「ICT」

という。）の活用に向け、様々な取組や努力を重ねて

きている。特に、教材や教具としての ICT 活用による

「わかる授業」の実現に向けた取組では、多くの成果

を挙げてきた。 

一方で、児童・生徒を取り巻く情報化の波は、イン

ターネットの掲示板や電子メールを利用した「いじめ」、

いわゆる「学校裏サイト」とよばれる Web サイトでの

誹謗中傷、偽りの情報による経済的な被害など、解決

すべき新たな課題を提起している。しかし、これらの

課題に対する学校教育としての対応は、一部の先進的

な取組事例はあるものの、十分であるとはいえない。 

このような状況の中、学校教育における情報化に対

応した取組として、特に、児童・生徒の「情報活用能

力」の育成、つまり「情報教育」の推進が喫緊の課題

となっている。 

そこで、総合教育センターでは、児童・生徒の「情

報活用能力」の育成のために、各学校での取組を推進

するための研究を行うこととした。 

 

 

 

 

 

研究の目的 

 

本研究の目的は、小学校から高等学校までの各段階

における体系的な児童・生徒の「情報活用能力」の育

成を図るために、具体的な「目標リスト」を作成し、

それを踏まえた「指導内容・学習活動例」を整理し、

更に学習指導案を作成し、これらを各学校で「情報教

育」を推進するためのガイドブックとしてまとめるこ

とである。 

 

研究の内容 

 

 本研究は、「情報活用能力」についての考え方の整

理、「目標リスト」の作成、「指導内容・学習活動例」

の整理の順で研究を進め、併せて学習指導案の作成と

授業実践を行った。   

 

１ すべての教科等での情報活用能力の育成の必要性 

これまで、児童・生徒の情報活用能力の育成に関す

る取組は、主に「情報処理能力の育成」と「情報モラ

ルの定着」の二つを中心に実践され、研究されてきた。 

前者は、我が国の情報教育の特徴ともいえるもので、

カナダで始まったメディアリテラシーを含み、まさに

「児童・生徒が情報社会に主体的に参画する」ために

必要となる基礎的・基本的な能力といえるものである。 

また、後者は、著作権や個人情報、電子情報の特性

の理解など「児童・生徒が望ましい情報社会を創造す

るため」に求められる基本的な考え方、態度の育成に

不可欠なものであるといえる。 

このように、これまでの取組は「情報教育」の本質

を外れるものでなく、児童・生徒の「情報活用能力」

の育成に効果的なものであることに間違いはない。し

かし、学習指導要領で「情報教育」が教科目標に明確

に位置付けられているのは、中学校の「技術・家庭科」

の技術分野「Ｂ情報とコンピュータ」と高等学校の教

科「情報」のみで、そのほかでは、高等学校の家庭科

や福祉科等において「情報モラル」の指導に言及され

１ カリキュラム支援課 研修指導主事 

２ 進路支援課 研修指導主事 
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ているのみである。 

一方で、学習指導要領では、具体的な目標や指導内

容には言及していないが、全校種において、総則など

で、すべての教科・科目等での学習活動を通した「情

報教育」の実施を求めている。 

 

２ 情報活用能力の内容 

 文部科学省は、「情報活用能力」を、(1)情報活用の

実践力、(2)情報の科学的な理解、(3)情報社会に参画

する態度、の三つの観点に整理している。 

ここでは、この３観点について詳しくみていく。 

(1) 情報活用の実践力 

 この観点における能力について文部科学省は、 

(1-1) 課題や目的に応じた情報手段の適切な活用 

(1-2) 必要な情報の主体的な収集・判断・表現・処 

理・創造 

(1-3) 受け手の状況などを踏まえた発信・伝達能力 

の三つに分類している。この分類の中で、(1-1)は、

(1-2)と(1-3)を包括するとし、「情報活用の実践力」

は、主に情報を処理・伝達するなど、情報を活用する

際の「プロセス」（情報の収集から発信・伝達までの

手順）の理解と個々のプロセスの各段階において必要

となる「スキル」（情報手段の活用を含めた様々な知

識・技能等）の獲得を目的にしているといえる。 

そこで本研究では、情報活用の実践力を一連の情報

処理を含むような学習活動の中で身に付けていくもの

ととらえることとした。 

(2) 情報の科学的な理解 

 この観点における能力について文部科学省は、 

(2-1) 情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解 

(2-2) 情報を適切に扱ったり、自らの情報活用を評 

価・改善するための基礎的な理論や方法の理 

解 

の二つに分類している。この分類の中で、(2-1)では、

情報伝達を行うための前提となる様々な知識のうち、

各種情報手段に共通する特性（工学的、数学的、統計

学的な原理、仕組み等）について扱うとし、特に、「コ

ンピュータ」、「インターネット」、「モバイル（携

帯電話等）」は情報伝達のすべての過程に関わりうる

特徴的な情報手段として、特出しして扱うこととして

いる。また、(2-2)における「理論や方法」とは、情報

学の基礎的理論や方法を念頭に置いているとしている。

これらは、(1)の情報活用の実践力における「スキル」

に深くかかわっているものと考えることができる。 

そこで本研究では、本分類の中で文部科学省が言及

している「一連の情報伝達過程における人間とコンピ

ュータ等との活動特性の相違」に着目し、(2-1)の「情

報活用の基礎となる情報手段の特性の理解」の中に、

工学的、数学的、統計学的な特性に加えて、人間の理

解に関わる要素として、「認知科学的な特性の理解」

や「人間の生態特性の理解」を含めて考えることとし

た。 

(3)情報社会に参画する態度 

 この観点における能力について文部科学省は、 

(3-1) 社会生活の中で情報や情報技術が果たしてい 

る役割や及ぼしている影響の理解 

(3-2) 情報モラルの必要性や情報に対する責任 

(3-3) 望ましい情報社会の創造に参画しようとする 

態度 

の三つに分類している。この分類の中で、(3-1)では、

情報そのものや情報手段、情報技術が社会に果たす役

割や及ぼす影響を、「良い影響」と「悪影響」を明確

化した上で、特出しして扱うこととしている。(3-2)

では、情報伝達を行うための前提となる、違法行為や

不適切行為の回避策、犯罪行為の被害からの回避を目

的とした「情報安全教育」などを「情報モラル」と位

置付け、その習得を特出しして扱うこととしている。

そして、(3-3)では、(3-1)と(3-2)を包括し、情報伝達

を行うための前提として認識しておくべき根本的な考

え方として、「コミュニケーションを重視する考え方」、

「メディアから収集した情報を常に批判的に捕らえる

考え方」などを扱うこととしている。 

そこで本研究では、情報化社会のいわゆる「光の部

分」だけではなく「影の部分」を理解し、「望ましい

情報社会」とは何かを考え、「その創造に主体的に参

画」する態度の育成を重視することとした。 

 

３ 情報活用能力の育成目標 

(1) プロセスとスキル 

２の(1)で述べたような情報を活用する際の「プロセ

ス」として、収集、判断、処理（分類、加工、編集等）、

創造、表現、発信・伝達といった一連の手順が学習活

動の中で実施されるようにすることは、情報活用能力

の育成において重要である。教科等の学習において、

調べ学習はもとより、教員の発問に対する児童・生徒

の応答、練習問題の解答、芸術作品の鑑賞後の感想文

や作文など、普段の学習活動において、児童・生徒の

個々の活動や思考がこの「プロセス」を踏むように適

切な支援を行うことが、「情報活用能力」の育成に結

び付く。これは、通常の学習活動の中で容易に実現可

能なもので、教科等の学習に負担をかけるものではな

い。 

また、「プロセス」の各段階では、情報手段の活用

を含めた様々な知識・技能等としての「スキル」が必

要となる。例えば、情報の収集時のインターネットで

の検索や図書室での書籍検索、処理（分類、加工、編

集等）の際の電卓や表計算ソフトウェアの活用、情報

をやりとりする場合などにおける情報モラルに関する

知識、プレゼンテーションソフトウェアの活用などで

ある。本研究では、ブレーンストーミングなどのグル
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ープでの協議方法や付箋紙法などの問題解決の方法な

ど、「プロセス」のある段階を実行するための知識・

技能等も「スキル」に位置付けることとした。 

このように、前述の「プロセス」に着目した学習活

動を行うことは、児童・生徒の「情報活用能力」を育

成するとともに、その構成要素である「スキル」も効

果的に身に付けることができると考えた。 

(2) プロセスを習得する多様な学習形態 

３の(1)で述べたとおり、児童・生徒が学習活動を行

う際に、その個々の活動や思考が「プロセス」を踏む

ように適切な支援を行うことが、「情報活用能力」の

育成に結び付くものであるが、この「プロセス」につ

いては、学習形態に着目することが非常に重要である。  

学習形態はその目的によって、様々な分類が提案さ

れている。小学校学習指導要領の総則では、「総合的

な学習の時間」の取扱いの中で「グループ学習や異年

齢集団による学習などの多様な学習形態（中略）につ

いて工夫すること」としている。 

本研究のスーパーバイザーである東京工業大学赤堀

氏は、アジアや北欧諸国の教育理念や授業形態、ICT

活用の実態、教材など、学習を構成する様々な要素を

比較分析し、その結果として、次のような内容を述べ

ている。 

教育理念や教育システム、ICT の活用状況はアジア

と北欧で異なることや日本は、教材の質と教員の指導

技術の高さが目立つことなどが明らかとなった。今後

日本が取り入れていくべき学習形態としては、一斉授

業をベースに、課題追究型のグループ学習により個別

学習の機会を確保するようなスタイルが考えられる。 

また赤堀氏は本研究において、具体的な学習形態と

して、「教師中心」のものと「児童・生徒中心」のも

のとがあり、前者には「講義」、「一斉指導」、「個

別指導」、「質疑応答」を、後者には「グループ学習」、

「ペア学習」、「個別学習」、「課題発表」を挙げて

いる。 

このように、児童・生徒が学習活動において「プロ

セス」を踏むように適切な支援を行う際に、多様な学

習形態を学習活動に取り入れることは、「情報活用能

力」の育成に大きな効果をもたらすものと考えられる。 

そこで本研究では、教科等の学習指導案を作成する

際に、分類された学習形態を位置付けることとした。 

(3) スキルを習得する多様な教材 

 前述のように、赤堀氏は、日本は教材の質の高さが

目立つとし、プリントなどの自作教材や ICT を活用し

た教材の質の高さを指摘している。教材とは一般的に、

教科等のねらいや指導計画を踏まえて、児童・生徒に

提供されるもので、学習活動の流れに沿ったものであ

る。教材を工夫することは、教科等のねらいを達成す

るために重要な要素であると同時に、情報活用能力育

成の観点からも大切な要素である。 

 例えば、ワークシートは様々な授業場面で使用され

るが、ある課題に関しての発表の場面で、発表を聞く

側の児童・生徒が利用するワークシートを、「聞き取

りメモ」として工夫すれば、情報の発信者としての視

点だけではなく、受信者の視点からも情報を評価でき

るようになる。そうすることにより、「情報活用の実

践力」や「情報の科学的な理解」の能力の育成も期待

できる。つまり、教材の工夫により、効果的・効率的

な「情報活用能力」の育成が可能となる。 

(4) 中学校「技術・家庭科」の技術分野「Ｂ情報とコ 

ンピュータ」及び高等学校「情報」の役割 

 児童・生徒の「情報活用能力」の育成が急務となっ

ている背景には、情報化社会の進展があることはいう

までもない。つまり「情報活用能力」を構成する「プ

ロセス」や「スキル」には、例えばコンピュータの基

本的な操作やソフトウェアの活用など、コンピュータ

や情報通信ネットワーク等の情報手段を活用するため

の技能が大きく関係していることを否定することはで

きないのである。 

 ワープロソフトによる文書の作成技能や表計算ソフ

トウェアの活用技能、プレゼンテーションソフトウェ

アの活用技能、インターネットでの情報検索技能など、

様々な情報手段の活用技能が、「情報活用能力」の「ス

キル」として必要である。 

 この様々な情報手段の活用技能を、普段の学習活動

の中で身に付けることは難しい。そこで、教科等の目

標及び内容の中で、「情報」が課題例の一つして挙げ

られている小学校の「総合的な学習の時間」や、中学

校の「技術・家庭科」の技術分野「Ｂ情報とコンピュ

ータ」、高等学校の「情報」において、それぞれの発

達段階に応じて身に付けるようにする必要がある。こ

れにより、その他の教科等の学習における「情報活用

能力」の育成が円滑に行われようになる。 

(5) その他の教科等の役割 

通常の学習活動においては、中学校での「技術・家

庭科」の技術分野「Ｂ情報とコンピュータ」や、高等

学校での「情報」などでの様々な情報手段の活用技能

についての既習内容を、教員が十分に理解した上で、

情報手段の活用技能を含めた「スキル」を活用したり

身に付けたりすることで、「情報活用能力」の育成を

図ることが重要である。 

また、本研究で着目している「認知科学的な特性の

理解」や「人間の生態特性の理解」に関する知識や「ス

キル」については、例えば、理科、家庭科、保健体育

科などの教科で扱うことが考えられる。 

(6) 特別支援教育における情報教育 

基本的には、教育等の目標及び内容は小学校、中学

校、高等学校に準じている。しかし、特別支援教育の

対象となる児童・生徒の教育的ニーズは多様なことか

ら、情報活用能力の育成に当たっては、一人ひとりの



 

- 40 - 
 

児童・生徒が、教育的ニーズに合った「スキル」を学

び、その「スキル」を生かして一つ一つの「プロセス」

に丁寧に取り組めるようにすることが重要である。な

お、この営みは、児童・生徒の自立と社会参加につな

がる「生きる力」を育むための児童・生徒と教員のや

りとりや、児童・生徒と他者とのやりとりそのものを

意味する。 

 その際には、一人ひとりの児童・生徒の教育的ニー

ズを的確にとらえて、一貫性を持って計画的に取り組

むこと、そして、一つ一つの指導に当たっては、やり

とりを丁寧に行い、児童・生徒が主体的に考えて活動

できるようにすることが大切である。 

 さらに、障害や特性に応じたアシスティブテクノロ

ジーの積極的な活用について検討する必要がある。な

お、そのためには、指導に当たる教員の知識と技術の

向上について、積極的に支援していくことが重要であ

る。 

 

４ 情報活用能力育成のための指導内容及び学習活動 

(1) 目標の設定と教科指導における具体的な指導内 

容・学習活動例 

本研究では、前述の「情報活用能力」の(1)情報活用

の実践力、(2)情報の科学的な理解、(3)情報社会に参

画する態度の３観点とその中に含まれる、(1-1)、(1-2)、

(1-3)、(2-1)、(2-2)、(3-1)、(3-2)、(3-3)の８分類

を基本とし、「火曜の会 『情報教育の目標リスト』」、

「平成 16 年仙台市教育センター情報教育推進委員会 

目標リスト部会『目標リスト』」、「日本教育工学振興会 

『すべての先生のための“情報モラル”指導実践キッ

クオフガイド』」等を参考として、「情報活用能力」育

成のための「目標リスト」（例）を作成した。この「目

標リスト」は、小学校から高等学校までの各段階にお

ける体系的な児童・生徒の「情報活用能力」の育成を

図るための具体的なものである。 

この「目標リスト」は、情報活用能力の３観点と８

分類のそれぞれについて扱っており、小学校低学年、

小学校中学年、小学校高学年、中学校、高等学校の５

段階に分かれ、体系的に目標が把握できるようになっ

ている。（第 1図） 

さらに、「目標リスト」によって、「情報活用能力」

育成のための目標を設定した次の段階として、文部科

学省「初等中等教育の情報教育に係る学習活動の具体

的展開について」の中の「情報教育の目標で分類した

学習活動一覧」の「情報教育に関係する指導内容及び

学習活動例」を参考とし、調査研究協力員の協力を得

て、各発達段階を考慮しながら具体的な指導内容や学

習活動例を多くの教科等を取り上げて提示した。 

今回「情報活用能力」育成のための「目標リスト」

（例）、教科等における「指導内容・学習活動例」の一

例を示したことで、それぞれの段階で何をどの範囲ま

で行えばよいのか、また、次の段階で何が行われるの

かなど、体系的な「情報活用能力」育成の目標が明確

となり、それぞれの校種における、中・長期的な視点

に立った「情報活用能力」の育成を可能とすることが

できるようになったと考える。 

前述のとおり、中学校における「技術・家庭科」の

技術分野「Ｂ情報とコンピュータ」と高等学校の「情

報」では、生徒の「情報活用能力」の育成が目標にな

るが、その他の教科等では、単元・題材のねらいや各

授業におけるねらいがある。そこで本研究では、それ

らを踏まえた上で、どのように「情報活用能力」育成

の視点を取り入れた授業を行うか、また、どのような

学習形態が「情報活用能力」育成に関係するか等を考

慮した学習指導案を作成した。 

そして、調査研究協力員による授業実践を通して、

「情報活用能力」の育成がどのように図られたかとい

うことについて、成果と課題をまとめた。 

作成した学習指導案は次のとおりである。 

＜小学校＞ 国語、社会、図画工作 

 ＜中学校＞ 国語、社会、数学、理科、外国語 

 ＜高等学校＞国語、地理歴史、数学、理科、外国語 

＜特別支援学校＞音楽と自立活動（合わせた指導）、

職業（作業学習） 

(2) 授業実践の検証結果 

 授業実践から明らかになったことは、教科等におけ

る単元・題材のねらいや各授業におけるねらいを達成

するため、これまで行ってきた取組の中に、多くの情

報活用能力育成のための場面があったということであ

る。 

 それを意識せずに今まで授業を進めてきたが、教員

が情報活用能力育成の視点を意識しながら授業を行い、

また、児童・生徒が意識して授業を受けることで、そ

の育成が図れる場面が多くあるということである。 

第１図 「目標リスト」の例 



 

- 41 - 
 

例えば、広告や看板等を見る時に、児童・生徒に情

報の発信者側の意図について意識させて授業を行った

ところ、「あまり発信者の意図について考えたことが

なかったので、授業は楽しく勉強になった」等の感想

が挙がった。また、調べ学習等で資料を作成する際に

は必ず出典を明記することを機会あるごとに児童・生

徒に伝えることで、情報モラルの意識が高まってきた

という成果が挙げられた。 

 また、特定の教科で３観点８分類の能力をすべて育

成するのは困難であり、各教科等で情報活用能力の視

点を取り入れ、相互に不足する部分を補いながら、様々

な教科等で情報活用能力の育成を図ることができるよ

うに、各学校においてカリキュラムを開発することが

重要であることが分かった。 

(3) 教科外活動における情報教育 

児童・生徒の「情報活用能力」育成の機会は、教科

等での学習活動に限ったことではなく、教科外活動に

おいても、その育成が期待できる場面が多くある。 

文部科学省も、平成 18 年８月の「初等中等教育の情

報教育に係る学習活動の具体的展開について」の中で、

学習活動例の他に、独自の活動例を加えることにより

充実した情報教育の推進が期待できるとしている。 

そこで本研究では、教科等における学習活動と同様、

教科外活動においても、児童・生徒の「情報活用能力」

を育成するための活動例について、３観点・８分類に

合わせて提示することを試みた。そして、学級・ホー

ムルーム活動、児童会・生徒会活動、学校行事、クラ

ブ活動・部活動等における、「情報活用の実践力」や

「情報社会に参画する態度」を中心とした具体的な活

動例を提示した。 

なお、本稿では紙幅の関係で、「目標リスト」、「指

導内容・学習活動例」、「学習指導案」、教科外活動

における活動例を掲載することはできないので、詳し

くは、総合教育センター発行の「情報教育推進ガイド

ブック」（平成 20 年３月）を参照されたい。 

 

研究のまとめ 

 

本研究では、児童・生徒に身に付けさせたい「情報

活用能力」について「プロセス」、「スキル」、「学

習形態」という考え方や各種の資料等を参考にしなが

ら、小学校から高等学校までの各段階における体系的

な児童・生徒の「情報活用能力」の育成ための「目標

リスト」（例）を作成した。また、それぞれの発達段

階に応じた「指導内容・学習活動例」についても多く

の教科で例示した。さらに、教科等における「情報活

用能力」育成の視点を取り入れた学習指導案を作成し、

授業実践を通してその成果と課題をまとめた。 

そして、こうした研究の成果をガイドブックとして

まとめた。 

今まで「情報活用能力」育成の重要性は広くいわれ

てきたが、それをどの発達段階でどのように行えばよ

いのか、また授業等でどのように育成を図っていけば

よいのかなど、体系的なモデルを具体的に提示した例

はほとんどない。 

本研究で、「情報活用能力」の育成のために、体系的

な「目標リスト」（例）、「指導内容・学習活動例」を提

示することができたことは、「情報教育」の推進・定着

にとっての前進であると考えている。 

また、児童・生徒の情報活用能力育成に各学校が取

り組むためのガイドブックを作成したことも、本研究

の成果の一つといえる。 

これからは、急速な情報化社会の進展に伴い、児童・

生徒が身に付けるべき情報活用能力も変化していくこ

とが考えられる。本研究の成果を普及させながら、そ

の変化に応じた適切な情報教育について研究していく

ことが重要である。 

 

おわりに 

 

 平成 20 年１月に出された中央教育審議会「幼稚園、

小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指

導要領等の改善について(答申)」において「社会の変

化への対応の観点から教科等を横断して改善すべき事

項」として「情報教育」が取り上げられている。 

 具体的には、情報化社会の急速な進展に伴い、「情

報教育が目指している情報活用能力をはぐくむことは、

基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着とともに、

発表、記録、要約、報告といった知識・技能を活用し

て行う言語活動の基盤となるものである。」と述べて

おり、現在そしてこれからの学校教育を考える上で、

児童・生徒が「情報活用能力」を身に付けることは、

必須といえる。 

 「情報活用能力」を育成するには、体系的・具体的

なカリキュラムモデルが必要であり、本研究がこれか

らの学校の取組の参考になれば幸いである。 

今後は各学校の取組を支援するとともに、情報化社

会の変化に伴って、更なる研究や開発に取り組んでい

きたいと考えている。 

最後になるが、東京工業大学の赤堀侃司氏には、御

多忙にもかかわらず、本研究のスーパーバイザーとし

て御助言を頂き、心よりお礼申し上げる。また、調査

研究協力員の先生方にも感謝申し上げる。 

［調査研究協力員］ 

 藤沢市立秋葉台小学校   石井 宏樹 

 綾瀬市立早園小学校    浅野 邦彦 

 平塚市立崇善小学校    井上 満 

 厚木市立依知南小学校   山中 隆 

 藤沢市立片瀬中学校    小嶋 丈典 

 三浦市立初声中学校    沖山 聡 
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 座間市立東中学校     川崎 智子 

 秦野市立南が丘中学校   武 政志 

 小田原市立鴨宮中学校   木村 久美子 

 県立神奈川総合高等学校  木村 幸夫 

 県立藤沢高等学校     猪飼 誉之 

 県立湘南台高等学校    武井 勝 

 県立相模原高等学校    川端 啓明 

 県立相模大野高等学校   原野 聡美 

 県立三ツ境養護学校    礒部 恒雄 

 県立麻生養護学校     香川 匡人 

［助言者］ 

 東京工業大学  赤堀 侃司 
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神奈川県立総合教育センター研究集録 27:43～48.2008 

    

 校内支援体制におけるケース会議の充実に関する研究
   － インクルージョン教育を推進する学校づくりに向けて －     

    

立花 ますみ１    春日 彰１    柴山 洋子１    大塚 潤子１  

 小・中・高・特別支援学校において、コーディネーターを中心として、子ども一人ひとりの教育的ニーズに

応じる学校づくりが進められている。本研究では、チームアプローチの手法であるケース会議の運営にコーデ

ィネーターが苦心している現状に注目し、各学校で行われているケース会議に参加し、現状と課題について調

査・分析した。それをもとに、子ども一人ひとりのニーズに応じたケース会議のモデルを開発した。 

    

はじめに 

    

 支援教育を推進するための取組として、ここ数年、

子どもの教育的ニーズに対応するため、小・中学校に

おいては、教育相談コーディネーター（以下「コーデ

ィネーター」という。）の指名、校内支援体制づくり、

および個別の支援計画の作成が進められている。多く

の小学校では、コーディネーターが中心となり、校内

支援委員会等を中心に、教育的ニーズのある子どもの

支援計画の作成と実践をサポートするという段階に入

っている。高等学校においても、コーディネーターを

中心とした校内体制づくりが徐々に進められている。 

総合教育センターでは昨年度までの研究において、

インクルージョン教育の市町村レベルでの具体的取組

として、地域支援ネットワークシステムのモデルを提

示してきた。本年度はその研究を受け、視点を各学校

に移すこととした。一人ひとりの教育的ニーズに応じ

る支援のためには担任一人が抱え込むのではなくチー

ムアプローチに基づく学校づくりが重要である。子ど

もの教育的ニーズを共有し、担任一人ではなく複数の

メンバーがかかわってチームでアプローチする上で、

ケース会議は重要なツールとなる。今後、各学校でコ

ーディネーターを中心に効果的なケース会議を開くこ

とが求められる。 

    

研究の目的 

    

 コーディネーターの役割の一つにケース会議の設

定・運営が挙げられる。ケース会議では、参加者がそ

れぞれに意見を出し合うことで子どもの行動の背景

を理解し、子どもの教育的ニーズに適した支援の方向

性や具体的な支援を考え出すことができる。さらに、

役割分担し子どもを見守る体制を作ることで、担任を

支える仕組みにつなげることもできる。ケース会議を

重ねることによって、参加者の意識が変わり、新たな

気づきにつながり、共通理解が進むという成果は大い 

 

１ 教育相談課  研修指導主事 

に期待される。また、多忙な毎日を過ごしている教員

にとって、短時間で、子ども理解が深まる会議が望ま

れている。しかし、現状としては情報交換で終わって

しまうことも多く、効率的にケース会議を運営する上

で押さえておくべき重点の明確化が求められる。 

本研究では、コーディネーターがケース会議の設定

を考えた時の指針となるような、効果的で効率的なケ

ース会議の要素を探り、ケース会議のモデルを開発す

ることを目的とした。 

 

研究の内容 

    

１ ケース会議の視点 

 望ましいケース会議の運営のあり方について、調査

研究協力員及び総合教育センターの研究担当者が、実

際のケース会議を観察した上で、うまくいく点、うま

くいかない点を抽出するといったアクション・リサー

チの手法を用いながら、検討することとした。 

 実際にケース会議を観察する際には次のような視点

が必要であることを事前に協議し、観察の着眼点を設

置した。（第１表） 

第１表 ケース会議観察の着眼点 

 

Ⅰ ケース会議を開催するまで（事前準備）  

・ 開催場所や時間の設定、管理職への連絡は済んだ

か 

・ 今ある組織を利用した上で迅速な支援チームメン

バーの構成はできたか  

・ 事前に当該児童（生徒）の観察等が実施できたか 

・ 外部機関のスタッフや保護者に参加を要請するか

どうかの検討は行ったか 

・ 役割分担（司会・記録係）について事前の確認は

できたか 

・ 会議の参加者に簡潔で必要十分な情報提供のでき

る事前資料が作成できたか 

・ 司会者と事例提供者の打ち合わせは十分行ったか 

Ⅱ ケース会議当日 

・ケース会議の大きな目的が参加者で共有できたか 
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・広く子どもの情報が収集できたか 

・出された子どもの情報から課題の背景を明確に見

立てられたか 

・見立てをふまえて子どもの支援のために方針を具

体的に提案できたか 

・メンバーに子どものイメージの転換が図られたか 

・会議の流れの中でそれぞれの役割に応じた配慮が

以下のようにできたか 

《事例提供者の場合》 

 ・問題行動だけでなく、全体像を伝えたか 

 ・問題点を明確に伝え、検討したいことを絞ること

ができたか 

《参加者の場合》 

 ・参加者がそれぞれの立場で意見を出すことができ

たか 

 ・事例提供者を傷つけるような発言はなかったか 

 ・推論を根拠にした意見に固執することはなかった

か 

・「べき論」や現実逃避の意見を述べることなく、

具体的な手立てを述べることができたか 

 ・自分の事例や体験を述べることはなかったか 

 ・一人で延々としゃべり続けることはなかったか 

・「親がだめだから…」等後ろ向きで議論をストッ

プさせるような発言に終始することはなかったか 

《司会者の場合》 

 ・提供者や参加者の発言の趣旨がわかりにくいとき

に、発言趣旨の確認や再説明を求めることができ

たか 

 ・話がそれてしまったときに軌道修正できたか 

 ・時間配分に留意できたか 

 ・話しやすい雰囲気づくりを心がけたか 

 ・自分がしゃべりすぎることはなかったか 

 ・まとめとして誰が何を行うかといった役割分担が

確認できたか 

 

Ⅲ ケース会議後 

・会議の目的達成を確認できたか 

・誰が何を行うかといった支援のための役割分担を

周知できたか 

・具体的な支援において、客観的な記録をとり、子

どもの変化を確認することができたか   

・次回会議の予定を立てられたか 

 

 

以上のような観察ポイントを確認した上で、調査研

究協力員の所属する各学校で実施されたケース会議に

参加し、観察を行った。その後、各校でのケース会議

の取組を報告し、成果と課題について分析を試みた。 

 

２ 各学校での実践 

 ケース会議の概要について、「①目的、②事例提供

者、③参加者、④場所・時間設定、⑤会議の流れ」と

して、学校ごとに示した上で、成果と課題を述べ、そ

れぞれ分析する。 

(1) 特別支援学校からの効果的な助言が得られたＡ小
学校のケース会議 

①落ち着いて授業を受けられない児童について、専門

的な視点からのアドバイスを参考にして、具体的な

支援策を検討する（１回目のケース会議において情

報の共有化を図っており、今回は２回目である）。 

②担任 

③教頭・教務主任・学年主任・養護教諭・担任・コー

ディネーター（司会者）・特別支援学校地域支援担

当の７名 

④校長室で１時間 

⑤コーディネーターは、事前に子どもの観察に努め、

担任からの情報も詳細に聞き、打ち合わせをした上

で臨んだ。また、子どもを多面的に見るという目的

で、石隈・田村式援助チームシートを資料として使

用した。本ケース会議の流れは、下図の通りである。

（第１図） 

 

 これまでの流れと今回の位置づけ・目的の確認 

             ↓ 

     現在の状況説明・情報の共有化 

            ↓ 

      新たに発見した視点・共有化 

                       ↓ 

    今後の援助方針の再設定と方法の提案 

                       ↓ 

     今回のまとめと今後の検討の方向性 

 

第１図 Ａ小学校におけるケース会議の流れの構造 

 

ア 成果と課題 

 今回のケース会議によって、担任は精神的に支えら

れ、参加者の視点も広がった。また、助言者から具体

的な支援方法の提案をしてもらえたことで連携の利点

を感じた参加者も多い。事前に助言者に子どもの様子

を見てもらうことは、それまで見落としていた子ども

の資源を探すことにつながった。援助シートを利用し

たことも子どもを多面的に見るという点で効果的であ

った。 

ケース会議後は、「児童指導委員会」の場でこのケ

ース会議で出された支援方法等について伝え、共通理

解が図られた。 

 一方、当日の目的の定め方、時間配分、メンバーの

人選、参加者の意識の低さといったところに課題が残

ったことが、コーディネーターから指摘された。特に、

目的が事前に十分共有されずに会議がスタートしてし
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まったという課題があった。こういう場合には、参加

者が会議の中で目的を共有でき、具体的な情報をお互

いに提供し合えるように、司会者が促していくことが

有効であると言えるだろう。 

イ 分析 

 Ａ小学校における実践から出された要点は以下の通

りである。 

・外部機関による適切な助言は新たな視点を提供する。 

・会議における参加者の役割を事前に確認しておく。

今回の会議における参加者の役割は以下のようであっ

た。（第２表） 

第２表 Ａ小学校におけるケース会議参加者の役割 

参加者 役割 

担任（事例提

供者） 

日常の子ども及び母親についての全

体的・具体的な状況の説明 

養護教諭 保健室から見た子ども及び母親につ 

いての具体的状況の説明 

学年主任 学年から見た子どもの具体的状況の

説明 

教務主任 職員室から見た子どもの具体的状況

の説明 

教頭 管理職から見た子どもの具体的状況

の説明 

コーディネー

ター 

会議の位置づけの明確化・議論の整

理・他の視点への促し・状況分析・議

論の方向性の切り替え・発言の意味づ

け・議論のまとめと今後の方向性の確

認 

特別支援学校

地域支援担当 

状況の分析・支援方法の提案・理論的

分析 

 

・当日は、司会者が終了時間を念頭においた上で、目

に見えるように時間配分を提示しながら進行し、今

取り組んでいることなどの評価を行い、情報の共有

から支援策を出していく方向づけを行う。 

・話し合いのツールとしてホワイトボードを活用する。 

・会議で得られた支援策について、誰がどう支援する

かという役割を明確にし、それぞれの役割を認識し、

参加者一人ひとりの主体的で積極的なかかわりにつ

なげる。 

(2) 支援シートを有効に活用したＢ中学校におけるケ
ース会議 

①不登校生徒の特性について共通理解し、今後のチー

ム支援のあり方について検討する。 

②担任 

③学年主任・担任・コーディネーター（司会）・心の

教室相談員の４名 

④相談室で 1時間 

⑤コーディネーターは配付用資料と、模造紙大に拡大

した石隈・田村式援助シートを準備した。出された

意見を付せんに記入しながらシートに貼り、話し合

いを行った。 

ア 成果と課題 

 コーディネーターが事前に担任と打ち合わせ、子ど

もの基礎資料として、石隈・田村式援助チームシート

の「情報のまとめ」の部分を事前に記入しておいた。 

これは、時間が短縮でき、担任の思いに添った会議の

運営につながった。また、会議の終了時間をあらかじ

め伝えておいたことで、参加者が見通しをもって会議

に臨むことができた。会議を始める際の話しやすい雰

囲気づくりも、導入として欠かせないことがわかった。 

会議の進め方としては、各自が考えた方針・支援策

を付せんに記入してもらい、拡大したシートに貼って

いった。これは、クラスの経営と当該生徒の支援の両

面を考えて、担任が行いやすい支援策を多面的に検討

することにつながった。付せんを使用することで参加

者の意見を視覚的に確認できたことは、お互いの意見

がわかり有効であった。今回は「心の教室相談員」に

参加してもらったが、専門的な立場からのアドバイス

が参考になったという意見が多かった。事例提供者で

ある担任も、学級経営の中で子どもを支援する方法が

見出せたという満足感を持つことができた。 

 課題としては、コーディネーターが司会と記録を兼

務したことで余裕がなかったこと、司会者としての自

分が会議の流れを作らなければいけないという気持ち

でしゃべり過ぎてしまったことが挙げられた。会議の

時間については、参加人数が多いと１時間では厳しい

こと、参加者も時間の見通しを持って発言することが

必要であることが挙げられた。会議後は、支援策を実

践に結び付けるために、コーディネーターが参加者そ

れぞれに働きかけることが重要であると確認された。

後日、会議の記録として拡大シートを打ち直すか、デ

ジタルカメラで撮影したものを参加者に配付すると効

率的だという意見も出された。 

イ 分析 

 Ｂ中学校における実践から出された要点は以下の通

りである。 

・事前準備の段階で、使用するシートの選び方、使い

方を検討する。併せて、事前の情報提供の内容もコ

ーディネーターが精選する。 

・当日、司会者は雰囲気づくりに努め、内容について

時間的な配分を考慮して時間設定を行う。 

・初回のケース会議では、子どもの実態把握に重点を

置き、担任の思いに寄り添うことを第一に心がける。 

・参加者は「聞く心構え」を意識し、提供者が事例を

出しやすい雰囲気づくりに協力する。 

・参加者で子ども像を共有できるよう、子どもの作品

などの具体物やエピソードがあれば用意する。 

・会議後は、誰が、いつ、どのような支援を行うのか
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について、コーディネーターが働きかけながら、継

続的な取組をサポートしていく。 

(3) 話し合いの的を絞って効率的な進行のできたＣ高
等学校におけるケース会議 

①夏休み前に友人とトラブルを起こしてしまった生徒

について情報の共有化を図り、夏休み明けにどう支

援していくかを検討した。 

②担任 

③コーディネーター１・コーディネーター２（司会）・

生徒支援グループリーダー・担任・スクールカウン

セラーの５名 

④会議室で 40 分 

⑤事前にコーディネーター同士の打ち合わせを行った

後、担任から情報収集を行い、支援につながる参加

者を選定した。また、スクールカウンセラーの参加

可能な来校日にケース会議を設定した。配付するレ

ジュメは日時や場所を記載の上、「生徒の状況・情

報交換・今後の方針・その他・次回」と簡単な項目

のみを記したものを用いた。 

ア 成果と課題 

 あらかじめ生徒支援グループの会議において情報提

供されており、ある程度誰もが状況を知った上で会議

を始めることができた。 

 学校全体で支援しようという雰囲気に支えられなが

ら、司会者は的を絞って会議を進行し、的確な子ども

の見立てを行っていた。話し合いの論点を意識し、論

点がずれた時は、ずれを修正する効果的な発言がなさ

れた。参加者もケース会議によって連携が図られたこ

とに意義を見出すことができた。スクールカウンセラ

ーは専門的な見立てや意見を述べ、参加者に対して前

向きに考えるような言葉かけを行い、会議の雰囲気を

リードした。参加者からの「これから一緒に支援して

いきましょう」という一言も雰囲気づくりの一助とな

った。担任からは、悩んでいたことに意見をもらえた

ことで、支えられたという感想もあった。 

 会議後は誰が何をするか明確にし、すぐに母親との

面談を実施するなどスピーディーな対応ができていた。 

 課題として、話を見えやすくするために、ホワイト

ボードを活用するとよいという指摘があった。 

イ 分析 

 Ｃ高等学校における実践から出された要点は以下の

通りである。 

・構成メンバーは子どもの支援につながる参加者とし、

ケースの内容によって参加人数を決定する。 

・事前にケース会議の目的を明確にし、そのねらいに

応じた基本的な情報を提示する。 

・司会者は強い意見に流されず、客観的な意見を促す

進行を行うと同時に、抽象的な発言を具体的な内容

へと促すはたらきをする。 

・話の焦点がぶれないように、ホワイトボード等のツ

ールを活用する。 

・事例提供者の取組を肯定的に評価し、会議の雰囲気

づくりや事例提供者の支えにつなげる。 

・会議後は、結果の整理の仕方を明確にしておき、保

護者や職員等へのフィードバックの方法についても、

誰がいつ行うのか等確認しておく。 

(4) 具体物による子ども像の共有が図れたＤ養護学校
におけるケース会議 

①気持ちのコントロールや状況に応じたコントロール

ができない子どもについての心理検査報告を行い、

対応を検討した。 

②担任 

③担任２名・相談支援係３名（うち１名司会）・進路

担当１名の６名 

④子どもの教室で 40 分 

⑤司会者は、担任から事前に実際支援している内容を

幅広く聞き出し、会議の目的を一緒に決定した。保

護者にも事前に了解を得て開いた。会議のツールと

して、ホワイトボードを使用した。 

ア 成果と課題 

 日時・場所・内容・持ち物など、大まかなことが職

員で共有できるように、「お知らせ」としてケース会

議の概要を配付し、目を通しておいてもらった。担任

と報告時間の配分を決めておき、ホワイトボードに「○

○さんのケース会議」と目的・参加者・時間を明記し

ておき、目安を立てた。司会者は担任の困っているこ

と、うまくいっていることを引き出す質問を投げかけ

ながらの進行に努めた。ホワイトボードに記入しなが

ら進めていくことで、参加者が前を向いている状態で

進行し、焦点がぶれずに内容が整理された。最後に今

後の支援策や方向性がまとめられた。（第２図） 

 

 

 

 

 

第２図 Ｄ養護学校のケース会議におけるホワイトボ

ードの記入例 

 

時間配分も事前に確認するが、あくまでも目安とし、

延長の際は「約束の時間が過ぎましたが延長してもよ

いですか」と全体に図ることにしている。担任からは

実際に子どもに使用している教材が紹介されることで、

参加者の子ども理解を促す効果をもたらした。特に、

子どもの作品等を見ることは、指導法の共有につなが

ることが理解された。担任は、今取り組んでいること

に対して意見がもらえたという満足感があったようで

ある。参加者にとっても具体的な意見が得られ、支援

の方向性を確認できる場となった。 

 会議後はデジタルカメラでホワイトボードを撮影し、 

○月○日 △時△分～□時□分 
ねらい（                   ） 
現状    支援していること    今後の支援 
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プリントアウトして保管していた。保護者のフォロー

を行い相談につなげること、また、立ち話による情報

交換も大事にしたい。 

イ 分析 

 Ｄ養護学校における実践から出された要点は以下の

通りである。 

・事前に、効果的な会議の場を選び、会議の「お知ら

せ」の内容を工夫し、情報収集は立ち話から行う。 

・ホワイトボードを使用して端的に記録する。 

・司会は、事例提供の目的や困っていることに寄り添

った進め方を行うとともに、時間の目安を持つ。 

・子どもの様子がわかる具体物を全員で共有すること

で、子ども像をはっきりとらえることができる。 

・現在の支援を肯定しながらも、担任の声を聞きなが

ら実行できそうな具体的な支援策を検討する。 

・会議の結果について、何を誰がいつまで行うかとい

うことと、次の会議予定を明確にしてまとめとする。 

・会議後は、簡単でわかりやすい記録を残す。 

 

３ 望ましいケース会議のポイント 

 各学校でケース会議を実施した結果、２で述べた成

果と課題、分析を行ったことを受けて、望ましいケー

ス会議のポイントを、会議の事前、当日、事後の三つ

に分けて整理した。 

(1) 事前準備に関して 
・ケース会議の目的に即したメンバー編成を行い、子

どもの支援につながる人に声をかける。 

・事前に基礎情報として主訴を明確にした用紙を配

付・予告することによって、目的を共有する。 

・会議の流れについて司会者と担任（事例提供者）と

で、確認しておく。 

・外部機関が入るケース会議では、外部機関にどんな

役割を期待したいのかを考える。 

(2) ケース会議当日に関して 

ア 司会者の視点 

・会議直前に、タイムテーブル（情報の共有・支援策・

まとめと評価・終了時間）をホワイトボード等に書

いておく。 

・会議の目的と到達目標について、参加者全員で最初

に確認する。 

・事例提供者の困っていること、うまくいっているこ

とを引き出しながら進行する。 

・ホワイトボードなどを用いて、目に見える形で情報

を参加者で共有し、支援策の検討に役立てる。 
・ケース会議で新たに発見された子ども像を確認しな

がら支援策に結びつける。 
・論点がずれないよう要所ごとに論点を確認しながら

進行する。 
・参加者の意見を受け止め、参加者の意見を取り入れ

ることで、参加者が達成感を感じ、主体的に参加で

きるケース会議を目指す。 
・事例提供者に、出された支援策を実行できるかどう

か、自己決定を促す。 
イ 参加者の視点 

・事例提供者が発言しやすいような支持的な場の雰囲

気を作っていく。 

・具体的な手立てを提案する。 
・推論を根拠にするような発言に陥らないようにする。 
・根拠やデータに基づいた資料や提案を示し、生産的

なコミュニケーションを高める。 
・解決の主体を明確にする。 
・スクールカウンセラーや外部機関から参加した人の

意見を参考にし、見立てや支援策に取り入れる。 
ウ 事例提供者の視点 

・生徒を抱え込まず、状況を冷静に見つめ、事実に基 
づいた情報の開示に努める。 
・子どもの状況が分かる具体的な話(エピソード)、具
体的な事物を提示していく。 
(3) ケース会議後に関して 

・ケース会議を振り返って、ケース会議の意義を確認

する。 

・職員会議等で、ケース会議の報告を行う。 

・コーディネーターは、実際に支援を行うにあたり、

参加者に働きかけ、取組についてサポートする。 

 

４ ケース会議のシナリオを作る 

 ３で整理したポイントをふまえて、ケース会議のシ

ナリオを作成した。 

 中学 1 年生の男子について、担任・養護教諭・理科

担当教諭・スクールカウンセラー・教頭・学年主任・

コーディネーターの７名が参加してケース会議を行う

という設定である。（第３表） 

第３表 ケース会議のシナリオの構成 

シーン 
（場所）

時 内 容 ポイント 

シーン１ 
（職員室）

事 

前 

ケース会

議のきっ

かけ作り 

・相談しやすい雰囲気づくり 
・ケース会議とは何か 
・コーディネーターの役割 
（橋渡し） 

シーン２ 
（職員室）

メンバー

の選定 
・管理職とのメンバーの選定

（子どもに必要な人的資源）

・会議における役割分担 
（司会と記録） 
・場所と時間の設定 
（参加しやすい場所・時間）

シーン３ 
（職員室）

事例提供

者と司会

者の打ち

合わせ 

・会議の目的の明確化 
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シーン４ 
（校長室） 
（職員室） 

校長への

報告 
会議予告 

・校長のバックアップ 
・プリントを用いた会議予告

（内容と心構え） 
シーン５ 
（会議室） 

当 

日 

会議を促

進するた

めの環境

設定 

・ホワイトボードの利用 
（視覚的な媒介物） 
・座席の位置 
・事前の情報の整理 
 

シーン６ 
（会議室） 

ケース会

議 
・会議時間の目安の周知 
・一つのエピソードを掘り下げ

てみる 
事実の確認→要因の分析→

結果の検討 
・うまくできている場面 
・具体的な支援の検討 
・自己決定の促し 
・次回会議の予告 
・結果の周知 
・ホワイトボードの記録 

シーン７ 
（職員室） 

事 

後 

会議後の

立ち話 
ケース会

議をふり

かえって 

・ケース会議の意味 
主体的な参加→ 
メンバー間の相互作用→ 
問題解決 
参加者がチームとなり、資源

を考えていく 

 
研究のまとめ 

    

 今回の研究では、すでにケース会議の要領をつかん

でいる調査研究協力員の学校から具体的な工夫を聞

き取った。このような学校で実際にケース会議を開き、

その様子を参加観察できたことによって、ケース会議

の実践的で有効な視点を把握することができ、「３ 

望ましいケース会議のポイント」にまとめた。 

「３ 望ましいケース会議のポイント」に照らし合

わせることによって、すでにケース会議を開いている

学校にとって、つまずいていた場面に気づくことがで

き、今後のケース会議の改善へとつながるであろうと

思われる。これからの教育相談の基本的なツールとし

て活用されることを期待したい。 

    

おわりに 

    

 本研究により、ケース会議を開くにあたっての基本

的な視点を押さえ、モデルとなるケース会議の流れを

映像で示すという目標でシナリオを作成した。このシ

ナリオをもとに、平成 20 年度の教育映像資料を作成す

ることとなった。研究の成果が、映像という「見てわ

かる」資料となる意味は大きい。ケース会議の開催に

足踏みしている学校が、この映像資料を見ることによ

って第一歩を踏み出すことが望まれる。 

 しかし、実際にケース会議を進めていくと、ケース

に応じて様々な新しい困難に出遭い、戸惑い、ケース

会議を日常的に継続して行っていくことの難しさに

ぶつかることも予想される。 

 １回で終わらせるのではなく、継続してケース会議

を開いていく上で、何が必要となってくるのか、ケー

ス会議を日常化させるためには多くの課題が残され

ており、今後さらに研究を深めていく必要がある。 

［調査研究協力員］ 

 秦野市立末広小学校     新倉 智子 

大和市立南林間中学校    稲辺 昌弘 

県立川崎高等学校      岩崎 修 

 県立麻生養護学校      山口 秀子 

 中教育事務所        能條 公夫 

 大和市教育委員会      西山 誠一郎 

 県教育局子ども教育支援課  田中 みか 

 県教育局子ども教育支援課  白井 裕之 

 県教育局高校教育課     久永 靖子 

［助言者］ 

 横浜国立大学        渡部 匡隆        
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神奈川県立総合教育センター研究集録 27:49～56.2008 

    

特別支援学校（知的障害教育部門）における 

就労を目指した進路学習の実践的研究 
    

三 島 賢 治１    篠 原 朋 子１ 

進路学習は教育活動全体を通して取り組まれるが、特別支援学校におけるその組織的・計画的展開は、各学

校により様々な状態である。本研究では、県立特別支援学校知的障害教育部門高等部の進路学習実施状況調査

を行い、「進路学習の内容一覧－社会参加を進める力とその学習シラバス（例）－」を作成した。あわせて、授

業研究等を通して進路学習充実の方法を検討した。 

     

はじめに 

    

平成16年1月、文部科学省のキャリア教育の推進に関

する総合的調査研究協力者会議は、「学校の教育活動全

体を通じて、児童生徒の発達段階に応じた組織的・系

統的なキャリア教育の推進が必要」であること、また

「キャリア発達を促す指導と進路決定のための指導と

を、一連の流れとして系統的に調和をとって展開する

ことが求められる」ことなど、職業教育と進路指導の

充実を考えるにあたり必要な視点を報告している。 

神奈川県でも「平成19年度学校教育指導の重点」で、

特別支援学校教育にかかわる三つの重点項目の一つと

して「職業教育と進路指導の充実」を挙げた。また、

「平成19年度学校運営の重点課題」では、特別支援学

校教育に係る重点課題設定の視点に「キャリア教育の

推進」を挙げ、その最重点課題を「就労を促進するた

めの職業教育の推進」とするなど、その重要性の認識

を示している。 

また、県内の特別支援学校知的障害教育部門高等部

（以下「高等部」という。）の就職率は、近年全国平均

を下回る20％以下で推移してきたが、平成18年度は約

29％と大きく伸びた（平成19年度神奈川の特別支援教

育資料など）。これは教育と労働等関係諸機関との連携

推進など、障害者の就労支援を推進する国の障害保健

福祉改革の流れもいかした各校の進路指導の努力によ

ると考えられる。一方、進路指導の基盤である進路学

習の各領域・教科等を横断した組織的・計画的な展開

については、神奈川県立茅ケ崎養護学校（2005）や神

奈川県立高津養護学校（2007）などの研究があるが、

各校による取組の違いが小さくなく、その共有はまだ

十分ではないと考えられる。 

    

研究の目的 

    

本研究は、次の３点に焦点をあてて、高等部におけ 

 

 

る進路学習の充実に資することを目的とした。 

① 進路学習の取組状況を明らかにすること 

② 社会参加を進めキャリア発達を促す視点から進

路学習の内容を整理し示すこと 

③ 進路学習充実の方法を実践的に探ること 

 

研究の内容 

 

１ 研究の方法 

 本研究は、次の三つの方法を中心に進めた。 

① 進路学習実施状況調査の実施 
② 「進路学習の内容一覧－社会参加を進める力
とその学習シラバス（例）－」の作成 

③ 調査研究協力員による授業実践 
 

２ 進路学習実施状況調査 

(1) 調査方法 
 知的障害教育部門高等部を有する県立特別支援学校

全校（20校）を対象に、平成19年11月に「進路学習に

関するアンケート」を実

施した。学部長など高等

部をまとめる立場の教員

を回答者とした。 

(2) 調査内容 
 進路学習全般に関する

設問１（８項目）と、進

路学習の学習分野ごとに

その取組状況を尋ねた設

問２（12分野各３項目)で

構成した。回答は記号に

よる選択を中心とし、一

部を自由記述で求めた。

調査用紙には、14分野（第

１表）に分けた進路学習

の例を添えた。なお、調

査前に各学校要覧等から、

全校で取り組んでいることを把握できたＥ作業学習と

第１表 進路学習の分野 

Ａ 自己理解 

Ｂ 将来設計 

Ｃ いろいろな仕事 

Ｄ 職場で大切なこと 

Ｅ 作業学習 

Ｆ 現場実習 

Ｇ 現場実習事前事後学習

Ｈ 大人のマナー 

Ｉ コミュニケーション 

Ｊ 余暇 

Ｋ 金銭管理・消費生活 

Ｌ 健康的な暮らし 

Ｍ 独り立ち 

Ｎ 制度の理解と利用 

1 進路支援課 研修指導主事 
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Ｆ現場実習の２分野については、設問２の対象から除

外した。 

(3) 調査結果 

 回収率は100 ％（20校）であった。回答を分析した

ところ、次の傾向があった。 

ア 高等部としての組織的取組 

(ｱ) 約半数の学校が、３年間の進路学習指導計画の作

成、進路学習教材や指導案等の共有、進路学習と他の

授業との連携等を高等部として図っていることが分か

った。    

(ｲ) どの分野を進路

学習に位置付けるか

について、学年によ

り異なる学校と、高

等部として概ね共通

理解されている学校

の二つに分かれるこ

とが明らかになった。

（第１図） 

(ｳ) 実際の取組（第

２図）は、Ｇ現場実

習事前事後学習分野

以外では、学年や担

当者により異なる学校が60～85％であり、高等部とし

て共通して取り組んでいる学校よりも多い。実際の取

組が、各学年所属教員の経験や考え方によっても異な

りやすいことが推測された。 

 

0%20%40%60%80%100%

Ｇ 現場実習事前事後学習

Ｃ いろいろな仕事
Ｈ 大人のマナー

Ｍ 独り立ち

Ｄ 職場で大切なこと

Ａ 自己理解

Ｋ 金銭管理・消費生活

Ｌ 健康的な暮らし

Ｉ コミュニケーション

Ｂ 将来設計

Ｊ 余暇
Ｎ 制度の理解と活用

高等部として

取り組んでいる

高等部として

取り組むこともある

学年等によっては

取り組んでいる

 

第２図 各分野の学習に取り組んでいますか 

 

イ 学習分野による位置付けの違い 

(ｱ) 90％の学校が、Ｇ現場実習事前事後学習を、高等

部として進路学習に位置付けており、他の分野と全く

異なる。次に60％前後の学校で、Ｃいろいろな仕事、

Ｄ職場で大切なこと等働くことに関する学習を、高等

部として位置付けており、進路先決定の学習にとどま

らない取組が多くの学校で進んできていることが分か

った。（第３図） 

 

0%20%40%60%80%100%

Ｇ 現場実習事前事後学習

Ｃ いろいろな仕事

Ｄ 職場で大切なこと

Ｂ 将来設計

Ａ 自己理解

Ｎ 制度の理解と活用

Ｈ 大人のマナー

Ｊ 余暇

Ｋ 金銭管理・消費生活

Ｉ コミュニケーション

Ｍ 独り立ち

Ｌ 健康的な暮らし

高等部として

位置付けている

学年等によっては

位置付けている

 
第３図 各分野を進路学習に位置付けていますか 

 

(ｲ) 半数以上の学校が、Ｂ将来設計、Ａ自己理解等の

自分を知ることに関する学習を、高等部として進路学

習に位置付けている。これは働くことに関する学習の

次に多い。（第３図）一方、実際の取組を高等部とし

て進めている学校は多くない（第２図）。自分を知る

ことに関する学習は必要と考えられているが、その取

組はまだ組織的ではないことが分かった。 

(ｳ) Ｌ健康的な暮らし、Ｍ独り立ち、Ｉコミュニケー

ション、Ｊ余暇、Ｋ金銭管理・消費生活等の分野を高

等部として進路学習に位置付ける学校は50％未満であ

り、先に挙げた分野に比べ少ない。職業生活だけでは

なく、余暇や家庭生活、経済生活など地域生活全般に

おける社会生活力を高め、社会参加を支援する学習を、

進路学習の一部ととらえることはまだ広がっていない

ことが分かった。 

ウ 進路学習を扱う指導場面 

(ｱ) すべての学校で、12分野の多くを扱い進路学習の

中心となっている領域・教科等があった。最も多いの

は生活単元学習であり、総合的な学習の時間とこの二

つの併用が続く。残る４校では、合科された学校特設

科目や、職業科が中心となっている。（第２表）進路

学習の中心を生活単元学習など領域・教科を合わせた

指導が担っていることが明らかになった。 

 

第２表 中心となる領域・教科等が扱う分野数別の学校数 

扱う学習分野数 

中心と 

なる領域・教科等 

12

分

野 

11

分

野 

10

分

野

９

分

野

生活単元学習 ５ １  １

総合的な学習の時間 ２ ２   

上の二つの併用 ４    

その他の学校特設合科  １ ２  

生活単元学習と職業科  １   

職業科  １   

 

(ｲ) 16校80％の学校が、日常生活の指導で進路学習を

第１図 位置付けが高等部で 

共通する分野数別の学校数 

0校

2校

4校

6校

8校
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野
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分

野
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分

野
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分

野
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分

野

12
分

野

学年等によっては 

位置付けている学校 

高等部として 

位置付けている学校 

高等部として 

取り組む学校 

学年等によっては 

取り組む学校 

高等部として 

取り組む内容もある学
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扱っている。いずれの学校でも、日常生活の指導単独

で扱う分野はなく、他の指導場面でも扱っている。 

(ｳ) Ｃいろいろな仕事など働くことに関する学習は、

１～２の指導場面で取り組む学校が80%以上である。一

方、Ｍ独り立ち、Ｌ健康的な暮らしなど職業生活以外

の社会生活力に関する分野は、生活単元学習と日常生

活の指導と保健体育科というように３場面以上で扱う

学校も少なくない。特にＩコミュニケーションは半数

の学校が３場面以上を挙げ、５場面を挙げた学校もあ

った。（第４図）これらの分野は複数場面で扱われる

ことが多く、他の教科学習や日常生活の指導などと補

い合っていること、そのため各場面の学習内容を共通

理解し役割分担する必要があることなどが分かった。 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ａ 自己理解

Ｂ 将来設計

Ｃ いろいろな仕事

Ｄ 職場で大切なこと

Ｇ 現場実習事前事後学習

Ｈ 大人のマナー

Ｉ コミュニケーション

Ｊ 余暇

Ｋ 金銭管理・消費生活

Ｌ 健康的な暮らし

Ｍ 独り立ち

Ｎ 制度の理解と活用

0 1 2 3

 

第４図  各分野を取り扱う領域・教科等指導場面の数 

 

エ 進路学習充実の課題 

進路学習の充実には、①現場実習と日常の学習との

関連性強化（14校70％）、②自己理解を進める学習の

推進（11校55％）、③作業学習の充実（10校50％）、

④進路指導担当者と学級担任との連携強化（９校45％）

を重要と考える学校が多かった。 

オ 調査結果のまとめ 

進路学習について、①進路先決定の学習や働くこと

に関する分野に加え、自分を知ることに関する分野も

必要と考える共通理解が進んできており、これらは生

活単元学習などを中心にまとまりのある学習として取

り組まれていること、一方、②余暇や経済生活など地

域生活全般における社会参加を進める分野の学習は、

いくつかの領域・教科等にまたがって取り組まれてい

るが、その必要性の理解はまだあまり広がっていない

こと、③いずれの分野の学習も日常生活の指導によっ

て補われており、進路学習は教育活動全体に及ぶこと、

また、④これらの取組が組織的に展開されている学校

と学年等による違いが少なくない学校に分かれること

が明らかになった。 

 

３ 「進路学習の内容一覧－社会参加を進める力とそ

の学習シラバス（例）－」 

(1) 作成のねらい 

各学校の共通理解を進め、組織的・計画的な取り組

みを助けるため、第４表「進路学習の内容一覧－社会

参加を進める力とその学習シラバス（例）－」（以下、

「シラバス例」と表記）を作成した。 

(2) 作成の方法 

調査研究協力員の意見を基に原案を作成し、進路学

習実施状況調査の回答を参考に修正を加えた。 

(3) 作成の方針 

作成にあたっては、教育活動全体を通じて進めると

されるキャリア教育と、ＷＨＯ(世界保健機関)による

ＩＣＦ（国際生活機能分類）の活動と参加の考え方(第

３表)を参考にした。すなわち、進路先決定だけでなく

自己理解を進めるなどのキャリア発達支援の視点を持

ちながら、勤労観、職業観と社会参加を進める力を育

てる学習を進路学習とし、職業生活以外に経済生活や

家庭生活、余暇などに関する内容も対象とした。なお、

作成の目的から、基準ではなく例として示した。 

 

第３表 「活動」と「参加」の概念について 

○活動は、課題や行為の個人による遂行のことである。

それは個人的な観点からとらえた生活機能を表す。

○参加は、生活・人生場面への関わりのことである。

それは社会的な観点からとらえた生活機能を表す。

（厚生労働省2007） 

 

(4) 「シラバス例」の構成 

ア 項目について 

(ｱ) 「分野」、「単元名・題材名等の例」、「中心と

なる学習のねらい・つけたい力」、「学習方法の例」、

「教科・領域等指導場面の例」、「キャリア諸能力の

領域」、「主な実施学年」の７項目で構成した。 

(ｲ) シラバスは一般的に、教科等の教育活動について、

目標と内容、使用教材、指導計画、指導方法、評価方

法等を記載した計画書とされる。しかし、一覧しやす

い量で広範な内容の評価方法や指導計画などを詳細に

記すことは難しく、また各校の共通理解を助けるとい

う作成目的においては重要でないことから、「シラバ

ス例」では評価については「中心となる学習のねらい・

つけたい力」を示すことで、指導計画については各項

目を概ね学習に取り組みやすい順に並べ「主な実施学

年」を示すことで替えた。 

(ｳ) 単元名や学習方法、指導場面の例を挙げることは、

それぞれ固定的な印象を与えるが、イメージを助ける

ために挙げた。 

(ｴ) 「キャリア諸能力の領域」は、総合教育センター

が作成した「キャリア教育推進ハンドブック」（2005）

の「キャリア発達にかかわる諸能力」の５能力領域か

ら、主に該当するものを示した。 

イ 分野について 

３場面以上で 
扱う学校 

２場面で
扱う学校

１場面で 
扱う学校 

扱って 
いない学校 
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 第４表 進路学習の内容一覧 －社会参加を進める力とその学習シラバス（例）－  

Ａ　自己理解
 「自己紹介、私のプロフィー
　 ル、私のファッション」
 「今までの自分、今の自分、
   これからの自分」
 「自分のことアンケート、友
   だちのことアンケート」
 「アセスメントって何？」
 「自分発見、良いところとつ
　 けたい力、助けてほしいこ
   と」

◇簡単な自己紹介の方法を身に付ける
◇自分らしさ、友だちの個性など、人それぞ
  れの好みや表現の違いを知る
◇小学生、中学生時代の自分を振り返り、成
  長を肯定的にとらえる
◇各種アセスメントの受検を通して、自分の
　特性を知る
◇自分の良いところと、つけたい力、助けて
  ほしいことに気付く

◇様々な場面を利用した自己紹介
◇服や装飾小物選びとファッション
　ショー
◇アルバムや家族などからの聞き取
　り、小中学校教員のビデオレター
　などを活用した、今まで頑張って
　きたこと、うまくできるようにな
　ったことなどの振り返り
◇自分のことアンケートの記入
◇各種発達検査や総合教育センター
　のアセスメントの利用
◇これらの学習を書き込み、継ぎ足
　し、振り返る進路学習帳の使用

総合的な学習
の時間

生活単元学習

学級活動
など

自
己
教
育
能
力

１年
２年
３年

Ｂ　将来設計
 「進路学習ガイダンス」
 「自分史作り、20歳の自分、
　 30歳の自分、60歳の自分」
 「進路相談」
 「個別の支援計画」

◇３年間の学習予定を知る
◇仕事・暮らし・楽しみなど将来の社会参加
　のイメージを、具体的に描く
◇自分にあった進路について話し合いながら
　決める
◇個別の支援計画作成に参加する

◇３年間の学習予定カレンダー作り
◇20歳や30歳、60歳などになったつ
　もりで自分史作り
◇個別面談、三者面談
◇個別の支援計画作り

総合的な学習
の時間

生活単元学習

学級活動
など

将
来
設
計
能
力

１年
２年
３年

Ｃ　いろいろな仕事
 「学校で働く人」
 「学校の近くで働く人」
 「先輩の実習、卒業生の職
　 場」
 「卒業生に聞こう」
 「職場見学」
 「仕事しらべ」
 「仕事の仲間分け」

◇身近な人の仕事の様子を、見たり、聞いた
  り、会ったり、調べたりする
◇様々な職業があることを知る
◇働くことの意義や大切さを知る
◇職業には仕事内容や求められる力など、そ
  れぞれ特性があることを知る
◇これらの学習を通して「やってみたい」
  と思う

◇家族・学校関係者・学校近隣地域
  ・進路先・上級生・卒業生など身
  近で働く人を活用した、授業ゲス
　ト、生徒インタビュー、ビデオ紹
　介、職場見学会など
◇求人誌、インターネット、新聞な
　どメディアを活用した調べ学習

総合的な学習
の時間

生活単元学習

職業科
など

情
報
活
用
能
力

１年

Ｄ　職場で大切なこと
 「学校と職場の違い」
 「いろんな人にインタビュー」
 「ビジネスマナーを身に付け
　 よう」
 「休む時はどうするの？労働
　 条件って何？」

◇学校の勉強と会社の労働の違いを比べる
◇働く時の大切なルール(勝手に休まない、
　安全に気を付ける、報告・連絡・相談を
　する、指示を守る、正確さを心がける等)
　を学ぶ
◇職場にふさわしい服装やふさわしいあいさ
　つなどビジネスマナーを知る
◇休憩時間の過ごし方を考える
◇遅刻･欠勤等の連絡の仕方、休暇の取り方、
　給与と諸手当など労働条件の基本を知る

◇自分の現場実習や作業学習経験等
　の振り返り
◇卒業生など身近な働く人の話の聞
　き取りなど
◇仕事上で想定される様々な場面の
　ロールプレイやビデオ、絵カード
　などの活用
◇模擬電話や、休暇届の記入などの
  シミュレーション
◇求人票、雇用契約書、就業規則な
　どの読み方

総合的な学習
の時間

生活単元学習

職業科
など

情
報
活
用
能
力

２年
３年

作
業
学
習

Ｅ　作業学習
 「○○班の仕事を覚えよう」
 「My手順書を作ろう」
 「目標を考えよう」
 「あいさつ・報告強化月間」
 「○○班検定」
 「販売計画作り」

◇働く喜びを知る
◇働くことが人の役に立つことを知る
◇働く意欲や自信を持つ
◇自分の目標を考える
◇望ましい作業態度や作業習慣を身に付ける
・あいさつ、返事、報告、連絡、相談など、
　働くために大切な習慣を身に付ける
・時間を守る、正確さを心がける、安全に気
　を付ける、最後までやり遂げる、できるだ
　け速く取り組む、協力する等基本的態度を
  身に付ける
・進んで身支度や準備、片付けに取り組む姿
　勢を身に付ける
・持続的に取り組む力を身に付ける
◇作業工程や役割分担を覚える
◇必要な道具の安全な扱いに慣れる

◇各作業班による作業実習
◇作業日誌作り
◇ポイントメモ作り
◇My手順表作り
◇ミーティング、反省会の実施
◇○○強化月間、○○技能検定など
　のテーマ設定
◇パソコンによる作業量管理
◇文化祭、近隣の商店等における製
　品販売
◇校外出張作業

作業学習

情
報
活
用
能
力

１年
２年
３年

Ｆ　現場実習
 「一日体験」
 「校内実習」
 「グループ実習」
 「現場実習」

◇実際の職場で働く経験をする
◇１日を通して働く経験をする
◇２～３週間、継続して働く経験をする
◇働く喜びを知り、卒業後のイメージを高め
　就職する意欲を持つ
◇複数の実習体験を通して、自分にあった職
　業や職場を考える
◇その他,経験的に学び、働く力を付ける

◇希望する職場での一日体験
◇校内実習
◇企業でのグループ現場実習(教員
　付き添い)
◇個別現場実習

校外学習
校内実習
現場実習
など

情
報
活
用
能
力

１年
２年
３年

Ｇ　現場実習事前事後学習
 「校内実習の会社を作ろう」
 「会社の目標、会社の仕事」
 「前回の実習を思い出そう」
 「私の目標」
 「私の仕事と日課」
 「上手な面接」
 「一人で通勤」
 「友達の実習」
 「みんなで頑張ろう」
 「良かったところと、これか
　 ら頑張りたいこと」

◇実習の日課、仕事内容、実習先の決まり等
　について知る
◇通勤方法、連絡方法などを知る
◇今までの学習を振り返り、自分の課題を整
　理し、実習の目標を立てる
◇実習を振り返り、良かったところと今後の
　学習や生活における課題を考える
◇実習を振り返り、自分にあった仕事や職場
　を考える

◇会社作り(校内実習)、実習日誌作
　り、実習先面接などを通した日課
　や仕事内容などの把握
◇予定される仕事の事前練習
◇今までの実習や普段の作業学習の
　ビデオ、日誌などを活用した目標
　作り
◇実習壮行会、報告会
◇個別面談

総合的な学習
の時間

生活単元学習

職業科
学級活動
など

情
報
活
用
能
力

１年
２年
３年

主な
実施
学年

学習方法の例

職
業
に
関
す
る
学
習

実
習
に
関
す
る
学
習

中心となる学習のねらい・つけたい力単元名・題材名等の例 教科・領域等
指導場面の例

キャ
リア
諸能力
の領域

関
す
る
学
習

自
己
理
解
と
将
来
設
計
に

自
分
を
知
る

働
く

分野
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神奈川県立総合教育センター 

Ｈ　大人のマナー
 「社会人スキル○○検定」
 「大人のマナー教室」
 「お化粧、おしゃれを楽しも
　 う」

◇身辺の処理やあいさつなど社会人として期
  待される基本的生活習慣やマナーを身に付
  ける
◇場面に応じた化粧や服装などを知る

◇学校生活の各場面での指導
◇得意・不得意分野の○○検定制度
　を設定、毎日の身だしなみポイン
　トカード制度導入
◇卒業生の体験談
◇化粧品会社やホテルなど学校外の
　協力を得たマナー教室

総合的な学習
の時間
生活単元学習

日常生活の
指導
学級活動
など

人
間
関
係
能
力

１年
２年
３年

 Ｉ　コミュニケーション
 「伝えよう私の気持ち、感じ
　 てるあなたの気持ち」
 「ちょっと相談してみよう」
 「みんなのルール作り」
 「携帯電話のマナー」
 「仲間と楽しく遊ぶ」
 「デートの計画」
 「セクハラって何？」

◇楽しさ、うれしさ、寂しさ、怒り、感謝な
　どの気持ちが伝わりやすい表現を学ぶ
◇職場や家庭、友人関係など、困ったり悩ん
　だりした時の身近な相談相手を考える
◇自分の意見を伝え、他人の意見を聞いて、
　物事を決める話し合いの方法を知る
◇携帯電話やＥメール使用のマナーを学ぶ
◇遊びへの誘い方など仲間と一緒に楽しむた
　めのマナーを知る
◇異性との付き合い方のマナーを考える

◇自分や友達が活動している写真、
　様々な生活場面の４コマ漫画や絵
　カードなどに台詞を入れる学習
◇教員によるやりとりのロールプレ
　イ
◇教員や生徒自身による誘い方、遊
　び方のロールプレイ

総合的な学習
の時間
生活単元学習

日常生活の
指導
国語科
学級活動
など

人
間
関
係
能
力

１年
２年
３年

関
す
る
学
習

余
暇
に

Ｊ　余暇
 「休みの日の過ごし方」
 「○○に行こう」
 「趣味の仲間」

◇自分の余暇の過ごし方を振り返る
◇交通機関、宿泊施設、公共施設利用の計画
　の立て方と利用方法を知る
◇時間と費用を考えた計画の立て方を知る
◇部活動等のＯＢ会、青年学級、地域や職場
　のサークルなど余暇を楽しめる場所や仲間
　を知る

◇１週間のスケジュール作り
◇インターネットや情報誌による校
　外学習・修学旅行などの目的地の
　情報収集と、計画作り、参加
◇サークルマップ作り

総合的な学習
の時間

生活単元学習

職業科
家庭科
学級活動
など

人
間
関
係
能
力

２年
３年

Ｋ　金銭管理・消費生活
 「給料と生活費」
 「知ってる？携帯電話料金」
 「○○買い物計画」
 「ローン、カードの仕組み」
 「チャージがあるから大丈
　 夫？」
 「ネットでお買い物」
 「キャッチセールス甘い罠」
 「しっかり管理しよう、財
　 布、通帳、印鑑、カード、
　 暗証番号」

◇毎日使うお金と毎月使うお金、必要なお金
　と楽しむためのお金と貯めてから使うお金
　など生活費の簡単な分類を知る
◇収入と支出のバランスがとれた給料の計画
  的な使い方の大切さを考える
◇キャッシュカード、電子マネー、消費者金
　融などの仕組みを知る
◇貯金などによる計画的購入の大切さを知る
◇インターネットショッピングなど通信販売
　利用の注意点を知る
◇キャッチセールスなど悪質な商法から身を
　守る方法を身に付ける
◇財布、通帳、印鑑、カード類、暗証番号な
　どの管理方法を知る

◇小遣い帳や学級会計簿の記入、家
　計簿ソフトの利用
◇レシート、請求書、家計簿、小分
　け封筒などを使った生活費管理の
　模擬体験
◇通帳の記載や電子マネーのチャー
　ジと引き落とし記録などを使った
　模擬体験
◇教員によるロールプレイやビデオ
　の活用

総合的な学習
の時間

生活単元学習

家庭科
数学科
学級活動
など

意
思
決
定
能
力

１年
２年
３年

Ｌ　健康的な暮らし
 「健康的な暮らしって何」
 「簡単メニュー、楽々クッキ
　 ング」
 「栄養のバランス」
 「清潔と健康」
 「洗濯機にお任せ」
 「リラックスしてる？」
 「お酒とたばこ」
 「大人も受ける健康診断」
 「病院の利用」
 「楽しい夜更かし？おいしい
   大食い？」

◇働いたり楽しんだりするために健康的な暮
  らしが土台となることを考える
◇バランスのとれた食生活の大切さと、簡単
  なメニューの立て方、調理方法を知る
◇歯磨き、入浴、清掃、洗濯などによって清
  潔さを保つことの大切さを知る
◇体と心をリラックスさせ、ストレスを減ら
  す方法を知る
◇飲酒、喫煙の影響と、ドラッグ等の危険に
  ついて知る
◇健康診断の大切さ、健康保険証や病院の利
　用法、薬の飲み方・管理方法について知る
◇夜更かし、暴飲暴食などによる健康や仕事
  への影響を考える

◇教員によるロールプレイやビデオ
　の活用
◇調理実習と卒業後も使える自分レ
　シピ集作り
◇エプロン・作業着などの洗濯機使
　用
◇清掃活動
◇ヨガ体操やマッサージ、アロマテ
　ラピーなどの体験
◇栄養士、養護教諭、校医、薬剤師
　などの授業参加
◇禁煙教育等のビデオの活用、実験
◇身近な病院、診療科調べ
◇薬の効能書きの読み方

総合的な学習
の時間

生活単元学習

職業科
家庭科
保健体育科
学級活動
など

意
思
決
定
能
力

１年
２年
３年

Ｍ　独り立ち
 「グループホームの生活」
 「結婚と子育て、身近な人に
　 聞いてみよう」
 「ご近所付き合い、助け合
   い」
 「身を守る、防犯、防災」

◇グループホームなど独立した生活の様子に
  ついて知る
◇結婚や子育てについて考える
◇ゴミの出し方、地域の催し物への参加など
  地域生活のルールがあることを知る
◇火の元や戸締まりの確認、避難所情報等災
　害への備えなど、防犯や防災について学ぶ

◇卒業生の話やビデオによるグルー
　プホームの紹介、見学など
◇子育て中の先輩や父母の話、自分
　の母子手帳やアルバムの利用
◇自治体広報やＨＰの利用
◇教室等のゴミの分別やクラス回覧
　板の利用
◇調理室等での火の元・戸締まり指
　差し確認の習慣化

総合的な学習
の時間
生活単元学習

日常生活の
指導
社会科
家庭科
学級活動
など

将
来
設
計
能
力

２年
３年

関
す
る
学
習

社
会
の
仕
組
み
に

Ｎ　制度の理解と利用
 「困った時は相談しよう」
 「障害基礎年金」
 「選挙権、決める権利」
 「サービスと税金、みんなで
   作る社会」

◇就労や生活、余暇の様々な支援サービスと
  支援機関の場所や利用方法を知る
◇障害基礎年金について知る
◇選挙権の行使の仕方を知る
◇消費税など身近な税金とその使い道を決め
　る選挙や議会など社会の仕組みと、その社
　会の一員である自分を知る

◇ハローワーク、福祉事務所、就労
　援助センター等の見学、各機関に
　よる話、担当者面談
◇支援機関やサービスを利用してい
　る卒業生の話
◇生徒会選挙や各議会選挙の機会の
　利用
◇消費税など身近な税金とその使い
　道の決め方のロールプレイ

総合的な学習
の時間

生活単元学習

社会科
学級活動
など

将
来
設
計
能
力

３年

学習方法の例 教科・領域等
指導場面の例

キャ
リア
諸能力
の領域

主な
実施
学年

単元名・題材名等の例 中心となる学習のねらい・付けたい力

暮
ら
す

関
す
る
学
習

他
者
と
の
関
わ
り
方
に

分野

生
活
に
関
す
る
学
習

楽
し
む

 

 



 

- 54 - 
 

(ｱ) 自己の特性や成長を肯定的に理解し将来について

考える学習を扱う分野を「自分を知る」とした。他の

学習を社会生活参加の視点から「働く」、「楽しむ」、

「暮らす」の３分野とし、合わせて４の大分野を設け

た。さらにＡ～Ｎの14の小分野を設けた。 

また、進路指導を進路学習、進路相談、現場実習の

３要素に分けてとらえることがあるが、互いの関連を

意識して高等部３年間の計画性や系統性を考える必要

があることから、進路相談及び現場実習についても「シ

ラバス例」に含めた。 

(ｲ) 分類は、固定的なものではない。例えば、「Ｄ職

場で大切なこと」、「Ｋ金銭管理・消費生活」「Ｌ健

康的な暮らし」「Ｍ独り立ち」などから「安全」にか

かわる項目を抜き出して集め、新たな分野を設けるこ

とも考えられる。学校が「シラバス例」を活用する際

に、状況に合わせてとらえ直すことを想定している。 

(ｳ) 各項目は、各小分野内で、概ね、学習対象を身近

なことから広げ、学習方法が関心から探索へ、試行か

ら選択・決定へ進むように留意した。学校の状況や展

開の方法により異なる順序となることも考えられる。 

(5) 活用 

活用しやすいよう整理シート等を加えた「『進路学習

の内容一覧－社会参加を進める力とその学習シラバス

(例)－』活用ガイド」を作成した。 

 

４ 授業実践 

調査研究協力員校で実施した模擬授業と前後の授業

実践を通して、進路学習充実の方法を探った。 

(1) 作業学習「農園芸班の新しい作業日誌を作ろう」 

 

第５表  授業実践(1)の概要 

単元名等 作業学習「農園芸班の新しい作業日

誌を作ろう」 

主なねらい  働く上で大切なことの学習を高めら

れる作業学習 

主な工夫 通常の学習を丁寧に振り返り強化す

る時間の設定 

身近な作業日誌を基に、視覚的に分

かりやすくした教材の工夫 

主な結果 働く上で大切なことへの気付きと深

まり 

 

 作業学習では学習の振り返りや家庭との連絡のため

に作業日誌を使用することが一般的であり、日誌には

働く力に関して作業班や個人の目標が記載されている

が、毎回の授業では十分な振り返りができないまま慌

ただしく記入することもある。また、卒業後に働く力

をつけるために作業学習に取り組むという意識は日常

的には強くない。 

 そこでＡ校農園芸班では、それまでの日誌の評価を

振り返り、新しい作業日誌の目標を考える「新しい作

業日誌を作ろう」という授業を学期の区切りに設けた。

各生徒の日誌の評価から、あらかじめ教員が引いた青

線＝良かったところ、赤線＝頑張りたいところを探し、

良かったところの再現も交えながら、それぞれ青と赤

の大きな紙に書き写して黒板に貼り出し、新しい目標

を皆で考えた。「赤と青は何？」「そうだ、赤い方は

誉め言葉、青い方は注意された言葉だ。」といった生

徒同士のやりとりもあり、作業学習で大切なことに対

する気付きと思考による深まりを引き出した。 

 作業活動に一生懸命取り組んで達成感や満足感を得

ることに加えて、時間を設けて丁寧に分かりやすく振

り返ることで勤労観を深められることとその重要性を

示した。 

(2) 作業学習「環境班の新しい仕事－トイレ掃除－」 

 

第６表 授業実践(2)の概要 

単元名等 作業学習「環境班の新しい仕事－ト

イレ掃除－」 

主なねらい 新しい作業種目の円滑な導入 

主な工夫 試行よる工程分析と、校内外の助言

に基づく工程表等使いやすい教材の

工夫 

主な結果 理解の促進と、改善提案など積極的

に考え工夫して働く姿勢の育成 

 

 各学校では、作業学習の充実を図るために、卒業後

の就労状況なども考慮して新しい作業種目を導入する

機会がある。 

Ｂ校では環境班の業務の一つとして新たに校舎のト

イレ掃除を実施することになった。そこで、工程分析

を行い、取り組みやすい工程を決めたり、扱いやすい

用具類を整えたりするとともに、進み具合を確かめる

「工程表」と仕上がり具合を確かめる「チェック表」

などを作成した。これらの教材を使用した模擬授業で

トイレ掃除を試行し、その後、現場実習で関係のある

企業からの助言も得て改良し、授業に取り組んだ。授

業では、生徒から掃除順序改良の意見が出たり、２回

目の授業に掃除をしやすくするドアストッパーを生徒

が持参するなど、積極的な姿勢が見られた。 

試行による工程分析と校内外の助言等によって、工

程が分かりやすい工程表、丁寧な仕上がりを求められ

ていることが伝わりやすいチェック表、使いやすい道

具等の教材を用意できたことが、生徒による改善提案

や積極的に工夫して取り組む姿勢を引き出した。理解

しやすさ、目標の明確さが、新作業種目の円滑な導入

にとどまらず、考え工夫して働く姿勢を育てる充実し

た作業学習につながることが示された。 

(3) 校内実習事後学習「いろいろな仕事－校内実習を

経験して－」 
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第７表 授業実践(3)の概要 

単元名等 校内実習事後学習「いろいろな仕事

－校内実習を経験して－」 

主なねらい  初めての校内実習経験から、卒業後

の仕事への発展 

主な工夫 卒業後の情報が豊富な進路指導担当

者による授業 

先輩などが働くビデオ、分かりやす

い学習記入シートなど教材の工夫 

主な結果 多様な仕事を身近に感じ、やってみ

たい仕事を形成 

 

「いろいろな仕事」について知り、自分にあった仕

事を考える学習は多くの学校で取り組まれているが、

知識を与えるだけでなく、生徒の経験をいかし、身近

なことに引きつけて学習させることが重要とされる。 

Ｃ校１年生では、校内実習事後学習の一部として「い

ろいろな仕事」の学習に取り組んだ。各自が取り組ん

だ仕事や「よくできたこと」を振り返りシートに記入

して発表することから始め、ビデオで友達の校内実習、

２年生の現場実習、卒業生の仕事の様子を見て様々な

仕事の違いについて意識させ、やってみたい仕事や向

いている仕事を考えさせた。その後の学習では、近隣

商店街で仕事に大切なことのインタビューや、短時間

体験を行った。また、学習に使った記入シートやまと

めの一覧表等は、他生徒や保護者、教員の目に止まり

やすい場所に掲示した。なお、進路指導担当者がこれ

らの授業を担当した。 

授業では各自の「よくできた」体験から丁寧に始め

たこと、また豊富な情報を背景に進路指導担当者が生

徒の感想等に的確なコメントを返したことによって、

「やってみたい」仕事への発展が引き出しやすかった。 

 記入シート等の適切な教材準備と、進路指導担当者

の授業参加が、実習体験と職業に関する学習をつなぎ、

自己理解や将来設計についても役立つことを示した。 

(4) 授業実践のまとめ  

これらの実践では、社会参加の力を育てるために、

生徒一人ひとりの成功体験を引き出し、友達と共有し、

次の学習にいかすための工夫がなされている。具体的

には、体験を振り返りながら考える時間の設定と理解

しやすく活動しやすい教材等の準備、そのための職務

試行を伴う工程分析や十分な情報を得るための進路指

導担当者の授業参加、企業等外部機関との連携などで

あり、進路学習充実の方法のいくつかを示した。 

    

研究のまとめ 

    

松矢ら(松矢2004など)により、東京都の特別支援学

校における主体性を支える移行支援を重視した進路学

習の実践が報告されているが、今回の研究を通して、

神奈川県においても、進路先決定の学習や働くことに

関する学習に加え、自分を知ることに関する学習も必

要と考える共通理解が進んできていること、社会参加

を進めるという視点の学習も取り組まれていることが

明らかになった。また、経験を振り返る設定等の工夫、

工程分析の実施、進路指導担当者の授業参加や企業等

外部機関との連携など、実践の方法をいくつか示すこ

とができた。一方、学年により進路学習の取組が異な

る学校も少なくないことも分かった。今後、各学校に

おける共通理解を図りながら、組織的・計画的に実践

を進めることが進路学習の充実につながると考える。 

地域就労援助センターやジョブコーチによる支援、

就労移行支援事業所の利用など就労支援資源は増え、

カスタマイズ就業等多様な働き方も提案されている。

余暇支援団体やグループホームなどの生活支援資源も

確実に拡大している。これらの情勢も、進路学習の充

実を求めている。総合教育センターでは、今後、各学

校における組織的・計画的な進路学習の充実に向け、

校内研修等における「シラバス例」利用を支援すると

ともに、研修講座等でも、「シラバス例」を活用し各

学校の教材を共有する取組を進めたい。 

    

おわりに 

    

本研究全般にわたり、株式会社ファンケルスマイル

取締役浅井輝生氏には、障害者雇用の豊かな経験から

可能性を伸ばす教育の大切さなどを、県立保健福祉大

学長谷龍太郎教授には、模擬授業の方向性などそれぞ

れ多くの助言をいただいた。また、調査研究協力員か

らは、授業実践をはじめ熱心な取組と協力を得た。こ

こに深く感謝する。 

なお、模擬授業は、調査研究協力員所属校を会場に

借りて、総合教育センターの進路指導等の研修講座と

合同で実施し、研修講座講師の障害者雇用企業や公共

職業安定所の方々からも多くの示唆をいただいた。受

講者や会場校教員の力も借りている。さらに、アンケ

ートにあたっては県立全校から協力を得た。企業、労

働の各機関等と連携しながら進めた実践的な研究とな

った。助けていただいた皆さんに成果を返せるよう今

後の活用を進めていきたい。 

［調査研究協力員］ 

 県立保土ケ谷養護学校  立川 直之 

県立保土ケ谷養護学校  小川 和豊 

県立中原養護学校    福田 瑞穂 

県立中原養護学校    松田 美香 

県立藤沢養護学校    東山 晃 

県立藤沢養護学校    塚越 立子 

［助言者］ 

 株式会社ファンケルスマイル 浅井 輝生 

県立保健福祉大学      長谷 龍太郎  
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シチズンシップ教育に関する調査研究 
 

相 原  実１ 

少子高齢化の進行や国際化・情報化の進展、産業就業構造の変化など、近年の急速な社会変化の中で、若者

の政治への無関心や地域社会への帰属意識の希薄さ、家庭や地域の教育力の低下などが指摘され、日本の教育

界において、俄にシチズンシップ教育への関心が高まり始めている。そこで、本研究では、シチズンシップ教

育の公立学校への円滑な導入に向け、公立学校でのシチズンシップ教育の展開の在り方・方向性を探った。 

                                  

                   はじめに 

         

 東西冷戦の終焉を機に、1990 年代以降新しい社会

民主主義の流れが台頭し、世界各国で様々な教育改革

が展開される中、シチズンシップ教育への関心が一段

と高まってきた。21 世紀に入り、日本においても然

りである。では、今なぜシチズンシップ教育なのか。

それは、これまでのような「国民国家の担い手」の国

民を育てるという側面は大切なことであることは云う

までもないが、社会のグローバル化の動きが急速に進

み、広くは世界市民や地球市民等、国家という枠組み

を越えた社会の仕組みづくりのために、また大きな政

府から小さな政府への転換に伴い、小さな政府を補う

べく社会機能の維持のために、主体的に行動する「市

民」を育てるという視点なども期待されていると考え

られる。そして、日本では、平成 18 年３月に、経済

産業省が「シティズンシップ教育と経済社会での人々

の活躍についての研究会 報告書」（以下「報告書」

という。）を、学校等でシチズンシップ教育が実践さ

れることを期待してとりまとめ、シチズンシップ教育

の普及に向けた提言を行った。 
このような状況の下、日本では、あまり馴染みのな

いシチズンシップ教育を、学校教育段階でどう展開し

ていけばいいのだろうか。 

 

研究の目的 

 

イギリスでは、2002 年９月からシチズンシップ教

育が、中等教育段階（第７～11 学年）で必修科目と

して導入されている。近年、日本においても、若者の

政治離れや共同体意識の欠如、公共性崩壊への危機感

などの課題が顕在化した結果、その解決の方途を学校

教育にも求め、シチズンシップ教育への注目が集まり

始めている。 
そこで、本研究は、シチズンシップ教育の公立学校

への円滑な導入に向け、公立学校でのシチズンシップ

教育の展開の在り方・方向性を探ることを目的とした。 

研究の内容 

 
 本研究は、「市民」「シチズンシップ教育」の文言

の整理、日本全国の学校で取り組まれているシチズン

シップ教育と呼ぶに相応しい先進的な事例の調査、校

種別の学習プログラムの作成、の順序で進めた。 
 
１ なぜ「市民」か 
 世界的に、国境を越えた人口移動のボーダーレス化

により、一民族一国家というモデルが成立しがたい現

状では、国家＝国民＝市民という図式が崩れ始めてい

るといわれている。 
 しかし、日本では、市民という言葉よりも国民とい

う言葉の方に一般的に馴染みがあり、例えば、公害に

対する市民運動という文言に代表されるように、市民

とは個人の権利を主張し、国家権力と対峙するものと

いうイメージが強く、国民という言葉と対峙するもの

として認識されている面もある。また、欧米のような

個人と国家との関係になっていなかった日本の歴史的

経緯を考えると、市民という概念はほとんど存在して

いなかったともいえる。 
 そのような状況の中、近年の日本では、1995 年の

阪神淡路大震災の災害時や 2002 年のワールドカップ

サッカーの大規模イベント時などに、自発的に社会に

関わろうとする意識のある人々が、ボランティアとし

て参加するようになってきている。また、官民を補完

するような公共サービスを行おうとする NPO 法人を設

立する動きも活発化してきている。こうした動きから

も分かるように、市民やシチズンシップという概念が

徐々に日本社会に根付き始めている状況にある。 
 
２ シチズンシップ教育とは何か 

 「報告書」によれば、シチズンシップとは「多様な

価値観や文化で構成される社会において、個人が自己

を守り、自己実現を図るとともに、よりよい社会の実

現に寄与するという目的のために、社会の意思決定や

運営の過程において、個人としての権利と義務を行使

し、多様な関係者と積極的に（アクティブに）関わろ

うとする資質」と定義され、シチズンシップ教育とは１ カリキュラム支援課 研修指導主事 
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自分自身に関する意識
向上心、探究心、学習意欲、労働意欲　等

他者との関わりに関する意識
人権・尊厳の尊重、多様性・多文化の尊重、異質な他者に対する
敬意と寛容、相互扶助意識、ボランティア精神　等

社会への参画に関する意識

法令・規範の遵守、政治への参画、社会に関与し貢献しようとす
る意識、環境との共生や持続的な発展を考える意識　等

公的・社会的な分野での活動に必要な知識
教養・文化・歴史、思想・哲学、社会的規範、ユニバーサルデザ
イン、環境問題、南北問題、まちづくり、NPO・NGO　等
政治分野での活動に必要な知識
わが国の民主主義の仕組み（国民主権、代議制、三権分立、選挙
制度、政党など）、国民の権利・義務、基本的な法制度、政府の
仕組み（内閣、府省、財政など）、住民運動、住民参加、情報公
開、戦争と平和、国際紛争、海外の政治制度　等

経済分野での活動に必要な知識
市場原理、景気、資本主義の仕組み、ボーダーレス経済、消費者
の権利、労働者の権利、多様な職業の存在と内容、税制、社会保
障制度（年金、保険等）、金融・投資・財務、家計、医療・健康
（薬物や食を含む）、悪徳商法対応、各種ハラスメント、犯罪・
違法行為、CSR（企業の社会的責任）等

自分のことを客観的に認識する力、他者のことを理解する力、も
のごとを俯瞰的にとらえ全体を把握する力、ものごとを批判的に
見る力　等

大量の情報の中から必要なものを収集し、効果的な分析を行う
力、ICT・メディアリテラシー、価値判断力、論理的思考力、課
題を設定する力、計画・構想力　等

プレゼンテーション力、ヒアリング力、ディベート、リーダー
シップ、フォロワーシップ（多様な考え方や価値観の中で、批判
的な目でチェック機能を果たしたり、リーダーの意を汲んで行動
したり、適切な役割を果たす力）、異なる意見を最終的には集約
する力、交渉力、マネジメント、紛争を解決する力、リスクマネ
ジメント　等

第１表　　シチズンシップを発揮するために必要な能力

ス
キ
ル

自己・他者・社会の状態や関係性を客観的・批判的に認識・理解す
るためのスキル

情報や知識を効果的に収集し、正しく理解・判断するためのスキル

他者とともに社会の中で、自分の意見を表明し、他人の意見を聞き、
意思決定し、実行するためのスキル

知
識

意
識

「市民一人ひとりが、社会の一員として、地域や社会

での課題を見つけ、その解決やサービスの提供に関わ

ることによって、急速に変革する社会の中でも、自分

を守ると同時に他者との適切な関係を築き、職に就い

て豊かな生活を送り、個性を発揮し、自己実現を行い、

さらによりよい社会づくりに参加・貢献するための必

要な能力を身に付けることを目標にした教育」とされ

ている。また、シチズンシップと密接な分野として、

公的・共同的な活動、政治活動、経済活動の三つの活

動を想定し、シチズンシップを発揮するために必要な

能力を「意識」「知識」「スキル」の３つに分類して

示している。（第１表） 

  

 

３ シチズンシップ教育の展開 

第１表からも分かるように、学校教育では、既に社

会科や理科、家庭科など既存の教科において、シチズ

ンシップを発揮するために必要な能力の育成が、知識

の習得を中心に図られているが、スキルや意識の育成

までも視野に入れていないのが現状であろう。シチズ

ンシップ教育は、個人が主体的な市民として他者や社

会に関わっていくことができるようにすることを目標

としているので、教員と児童・生徒の関係が柔軟で、

シミュレーション型学習や体験型学習によって実践さ

れることがより効果的である。そうした意味から、現

行学習指導要領から導入された総合的な学習の時間は、

そのねらいとして、「自ら課題を見付け、自ら学び、

自ら考え、主体的に判断し、よりよく問題を解決する

資質や能力を育てること」と「学び方やものの考え方

を身に付け、問題の解決や探究活動に主体的、創造的

に取り組む態度を育て、自己の（在り方）生き方を考

えることができるようにすること」を掲げているので、

シチズンシップ教育のような内容を実施することが期

待されているとも考えられる。したがって、体験など

の実践の機会を設ける工夫をすることで、「必ずしも

答えが決まっていないようなテーマをもとに、児童・

生徒が主体的に考え、実践する過程を通じて、知識を

深め、スキルを磨き、結果として意識を高めていくよ

うな学習」(「報告書」p.31)を実現できるようにする

ことが望まれる。 
シチズンシップ教育の導入段階では、特定の教科の

中で部分的に実施するか、総合的な学習の時間で実施

するかのいずれかの形が想定できるが、できれば両者

の間で連携・分担しながら進めることが効果的である

と考える。さらに、児童会・生徒会や学校行事などの

特別活動をシチズンシップ教育の一環として位置付け

ることは、児童・生徒にとって貴重な参画の機会にな

るので、生徒会や学校行事などの活動を一層活性化す

ることも必要である。そのためには、保護者や地域住

民、NPO 団体等との連携も考えられる。 
 
４ 日本国内の先進的事例 

ここでは、日本全国の学校で取り組まれているシチ

ズンシップ教育と呼ぶに相応しい教育実践の中から次

の二つの事例を概観する。 

(1) お茶の水女子大学附属小学校の「市民」 
 社会科の究極の目標である公民的資質の育成をする

には、小学校の頃から提案や意思決定活動をして公民

としての価値判断力を高める必要があるとし、社会科

の時間を改め、「提案や意思決定の学びを通して市民

的資質を育む教科」として発足、2001 年度より小学

校３年から６年まで週３時間で実施されている。「市

民」は「公民」とほぼ同義語であるが、「公民」とい

う言葉は独自の歴史と経緯を持っていることや中学校

社会科の公民分野と混同しやすいことなどから、民主

主義の担い手となる市民の育成を強調する意味から

「市民」と命名された。また、21 世紀に必要な市民

的資質を、社会的判断力や意思決定力と捉えている。

内容については、社会科を母体にしているが、子ども

が積極的に参加できるように「小学校学習指導要領」

だけでは取り上げられないようなものや総合的な学習

の時間の中で取り上げた方がよいものも含んでいる。

その際、どちらを取り上げるにしても、学習活動の中

で子どもが実際に判断したり決定したりする場面がな

（「報告書」p.24 より作成）
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ければ、価値判断力や意思決定力は身に付かないと考

え、可能な限りその機会が多くなるように、「学習問

題の設定の仕方」に工夫を施している。例えば、「相

手を説得したい」とか「自分の考えを分かってほし

い」とか、そんな切実感、すなわち情動というものが

あった方が認識の仕方に大きな影響があると考え、社

会的な論争問題などオリジナルの時事問題を取り上げ

たり、歴史的内容では、「明治維新のときには、どの

ような人物がどんな思いや願いで新しい国づくりを進

めようとしたのか」ではなく、「明治の国づくりでは、

西郷と大久保のどちらの考え方を支持しますか」とし

て取り上げたりするなど、児童が判断、意思決定をし

ながら、学級集団として合意を図るように促している。

このような討論活動を通じての学級集団として合意を

図る過程において、児童が「社会は成員の判断や意思

で形成すること」を自覚することを期待している。 
(2) 品川区立小中一貫校の「市民科」 
2000 年度から取組を始めた教育改革「プラン 21」

の一環として位置付けられ、従来の道徳と総合的な学

習の時間、特別活動を融合させた、品川区独自の教科

で、2006 年度より実施されている。小中一貫教育の

ため、１～９年生で実施し、時間数は、１～４年生は

年間 70 単位時間、５～７年生は年間 105 単位時間、

８～９年生は年間 105～140 単位時間となっている。

そして、市民科が学年別に設定しているねらいは、次

のように整理されている。 

１～２年：基本的生活習慣と規範意識 

３～４年：よりよい生活への態度育成 

５～７年：社会的行動力の基礎 

８～９年：市民意識の醸成と将来の生き方 

これにより、最終的には「正しい規範意識」「適切な

行動様式」「望ましい人間関係」「社会とのかかわり」

を持ち、「正しい認識と行為」を実現、「教養豊かで品

格のある人間形成」を目指している。また、市民性を

育てるために必要な７つの「資質」として、個にかか

わる資質（主体性、積極性）、個と集団にかかわる資

質（適応性、公徳性、論理性）、個と社会にかかわる

資質（実行性、創造性）を掲げ、これらの資質を生か

し、状況に応じて適切に判断するために必要な「能

力」については、次のような「５つの領域で 15 の能

力」を設定している。  

自己管理

領域 

自己管理能力、生活適応能力、 
責任遂行能力 

人間関係

形成領域 

集団適応能力、自他理解能力、 
コミュニケーション能力 

自治的活

動領域 

自治活動能力、道徳実践能力、 
社会的判断・行動能力 

文化創造

領域 

文化活動能力、企画・表現能力、 
自己修養能力 

将来設計

領域 

社会的役割遂行能力、社会認識能力、

将来志向能力 

児童・生徒の人格形成に教員が連携し、取り組むこ

とで、生徒指導上の様々な課題が改善されるとともに、

学校、家庭、地域の教育力の向上を期待している。 
 

５ 具体的な学習プログラム例 

公立小学校における既存の教科等を組み合わせた具

体的な学習プログラム例を、次に示す。 
○単元名    ：交通事故を防ぐ 
○対象学年  ：小学校４年生（または３年生） 

○学習時間数 ：18 時間 

・社会科（９時間）「地域の人々の安全を守る諸活動」 

・総合的な学習の時間（９時間）「問題解決する力」

「自己の生き方を考える」 

○単元目標 
 地域の安全を守るために働いている人たちの工夫や

努力に気付き、自分も地域社会の一員として地域の安

全を守るために行うべきことを提案できるようにする。 
○指導計画 
第１時 つかむ 

 市内で起きた交通事故について、資料を基に調

べ、交通事故のない安全なまちづくりについて

関心を持つ。 
第２～

３時

見通す 
 「交通安全マップ」を作成するため、学校周辺

の道路の様子や交通事故を防ぐための施設につ

いて調べる計画を立てる。 
第４～

７時

追究する 
 グループに分かれ、学校の周辺の道路の様子や

交通安全のための施設について調べ、情報を収

集する。 
 写真を撮ったり、分かったことや疑問に思った

ことなどをノートに記録したりする。 
第８～

９時

まとめる 
 調べたことを写真やコメントを付けて地図にま

とめ、「交通安全マップ」を作成する。 
第10～

11時

話し合う 
 「交通安全マップ」や記録ノートを基に、学校

周辺の危険な場所について出し合い、自分たち

が実行できる解決策を考える。 
第12～

14時

提案する 
 だれに対してどのように提案するか、具体的な

方策を考える。 
相手が納得してくれるような提案にするには何

が必要かを考え、また新たに必要な情報を収集

したり、提案方法を考えたりする。 
第15～

18時

行動する 
 相手と連絡を取り、訪問して提案をする。実行

に移すにあたって問題が生じた場合は、それを

学級に持ち帰り、問題解決する方策を考え、再

提案する。提案が受け入れられたならば実行す

る。 

○指導上の留意点 
 シチズンシップ教育の視点に立脚すると、本単元で

重要な点は、児童に「切実感」を持たせることと「市

民」としての自覚を持たせることである。 
学校周辺の「交通安全マップ」の作成が目的になる

ことなく、マップから得られた情報を基に、具体的に

どのように行動したらよいのかを、児童に自分の問題

として考えさせるように進めていくことが大切である。 
〔提案する〕の段階では、「放置自転車が多いので
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ポスターを貼りたい」「狭い通学路が抜け道みたいに

なっていて危ないので、立て看板を作って置きたい」

などの具体的な提案が出るようにすること、そして、

収集・分析した情報を根拠に相手を説得できるような

説明になるように指導したい。 
 〔行動する〕の段階では、実際に児童が地域社会に

出ていく場を設定したいが、それが難しい場合、自治

会の方、市役所の交通安全課の方、警察署の交通課の

方など関係機関の方々に学校に来てもらうことも考え

られる。しかし、単に児童の発表を聞いてもらうだけ

ではあまり意味があるとはいえない。関係機関の方々

に実際に授業に参加してもらい「交通安全会議」を開

いたり、児童の提案を正面から受け止めてもらったり

する場面を設定することで、児童に地域社会の担い手

である市民としての自覚を持たせるようにしたい。そ

の場で、「簡単にポスターを貼ったり立て看板を置い

たりすることはできない」などという事実を突き付け

られても、児童は、「現実」に直面することにより、

問題を解決するにはどうしたらよいのかをより切実感

を持って考え、自分たちなりの解決策を見いだせるよ

うに指導したい。 
 

研究のまとめ 

 

 先進的な事例の調査、校種別の学習プログラム例の

作成、調査研究協力員会議を通して次のことが明らか

にできた。 
 先ず、先述の学習プログラム例からも分かるように、

シチズンシップ教育は、現行の学習指導要領で重視し

ている生きる力の育成と共通する部分が大きく、生き

る力の育成の推進になるといっても過言ではない。シ

チズンシップ教育を新たな取組と否定的に捉えるので

はなく、生きる力の育成と同時並行の形で実施してい

くことが大切である。 

 第二に、「何を学ぶか」ではなく「どのように学ぶ

か」ということが、シチズンシップを育成する上で重

要なポイントであることから、将来的には、シチズン

シップ教育は、一部の教科、一部の教員で実施するも

のではなく、学校教育全体に位置付けることで効果的

なものにしていけるということである。そのためには、

教員一人ひとりがシチズンシップ教育の意義について

十分に理解をし、押し付けられて実施するのではなく、

自発的に取り組むことが大切である。行政機関も、研

修等を通じてシチズンシップ教育の意義などを教員間

に普及していく必要がある。 

 第三に、シチズンシップ教育は、社会への出口に近

い高等学校だけが力を入れて実施するものではなく、

子どもの発達段階に応じて小学校段階から系統性をも

って取り組んでいくことが大切である。そうすること

で、子どもが市民の一人として、将来、社会における

意思決定に積極的に参画していこうとする態度がより

培われることが期待できると考える。 

 

おわりに 

 

地方分権が推進される中、市民、議会、行政が自治

体運営に対してどう関わるべきかなどを規定した自治

基本条例の制定が県内市町において進んでいる。その

ような中で、子ども版の自治基本条例の手引きを活用

した小学校社会科の授業が平塚市内で 1月下旬に実施
された。また、若者の政治参加意識を高めるため、昨

年の参議院選に合わせて県立高等学校四校で模擬投票

が実施された。このように、徐々にではあるが、県内

学校においてもシチズンシップ教育に相当する取組が

始められている。 
本研究が各学校のシチズンシップ教育の取組に役立

つものとなるように今後も研究・開発に取り組んでい

きたいと考える。 
最後に、本研究を進めるにあたり、多大なるご協力

をいただいた皆様に感謝申し上げる。 
［調査研究協力員］ 

 秦野市立渋沢小学校   山口 善弘 

 茅ヶ崎市立北陽中学校  吉野 利彦 

 高浜高等学校      坂野 一之 

 麻生養護学校      長谷川 智一 

［助言者］ 

 お茶の水女子大学    冨士原 紀絵 
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神奈川県立総合教育センター研究集録 27:61～68.2008 

    

バーチャル「カリキュラム開発センター」 

開発に関する研究 

    

水野 治１    西原 秀夫２    山近 佐知子１ 

 教育の情報化の進展に対応したネットワークを介した教育情報の提供が求められている。そこで、「カリキ

ュラム開発センター」の利用の利便性の向上を図り、「カリキュラム開発センター」が所蔵する教育資料や教

材などを、Web上に構築するバーチャル「カリキュラム開発センター」から提供し、各学校からの利用に供する

ために必要な、ユーザインタフェイスや画面構成、資料や教材類のデジタル化手法やデータ整理技術などにつ

いて研究し、その開発を行った。 

     

はじめに 

    

 平成 18 年 12 月教育基本法が、平成 19 年６月には学

校教育法が改正された。更に、学習指導要領の改訂に

向けた作業も進められている（平成 20 年１月 17 日中

央教育審議会答申）。このような状況の中で学校は、

様々な教育課題への対応するため、多方面にわたる取

組を総合的に推進していくことが必要である。各学校

ではこのような状況の下、特色ある教育の展開や特色

ある学校づくり等を行うために、学校経営、教育課程

の編成や授業改善に取り組むにあたって「教育に関す

る様々な情報（以下「教育情報」という。）」の収集

と活用が不可欠であり、その必要性が高まっている。 

神奈川県立総合教育センター（以下「当センター」

という。）では、こうした教育情報を収集・提供する

ため「カリキュラム開発センター」を平成 13 年７月に

開設した。「カリキュラム開発センター」では、神奈

川県教育委員会や当センターの刊行物のほか、国立教

育政策研究所をはじめとする全国の教育関係機関や研

究開発学校の研究成果物、県内外の学校の要覧やシラ

バスなどの資料を収集して開架している。また、授業

づくりの支援として、平成 17 年度より実施している教

材・教具コンテストの入賞作品を中心に教材・教具を

展示・提供したり、昭和 47 年以来神奈川県教育委員会

が制作してきた学校教育放送番組を検索・視聴するこ

とができるブースを用意している。その他、カリキュ

ラム・コンサルタント事業などを通じて、学校の多様

な要望に応えられるよう配慮している。 

こうした「カリキュラム開発センター」の機能は、

学習指導要領改訂への対応に向けて、ますますその重

要性が高まると考えられる。 

 

研究の目的 

    

 「カリキュラム開発センター」は様々な教育情報を

提供しているが、当センターは地理的に県内の全ての

学校から利用しやすい場所に所在しているとはいえな

い。教職員がそのサービスを受けるには、基本的に学

校を離れ総合教育センターへ出向いて来る必要がある。

また、サービスを利用する要望や必要があっても、他

の業務を調整し時間をやりくりした上での移動は、日

常の勤務の中では多少の負担が伴う。 

そこで、カリキュラム開発センターが所蔵する教育

資料や教材などを、当センターの Web ページ上に構築

する仮想空間バーチャル「カリキュラム開発センター」

から提供し、各学校からの利用に供することで、「カ

リキュラム開発センター」の利便性の向上を図ること

を目指した。 

 本研究では、バーチャル「カリキュラム開発センタ

ー」の構築に必要な、ユーザの利便性を考慮した画面

構成、効率的なデータ整理技術や資料・教材類のデジ

タル化手法などの開発を行った。 

具体的には、次の３点である。 

○ユーザの利便性に配慮したインタフェイスの開発 

ユーザが「カリキュラム開発センター」にいるこ

とをイメージできる映像でバーチャル「カリキュラ

ム開発センター」を表現し、簡単なマウス操作でバ

ーチャル「カリキュラム開発センター」内を移動し、

希望する資料を閲覧することができるようにする。 

○新たなデータベースの構築とデータベースと連携し

たユーザインタフェイスの開発 

既存の「教育放送番組データベース」「教育図書

検索システム」のほかに、シラバス、教材・教具な

ど提供するコンテンツに関するデータベースと検索

システムを構築し、更にこれらを統合したバーチャ

ル「カリキュラム開発センター」全体を検索するシ

ステムを構築する。また、この新たなデータベース

を利用し、ユーザが実際に書棚の前にいるような感
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覚で資料を閲覧できる視覚情報を提供し、利用の便

を図るユーザインタフェイスを開発する。 

○提供するコンテンツの効率的なデジタル化と整理 

県内の各学校に関する資料の PDF 化など、大量の

コンテンツを Web 上で提供できるようにするための

効率的な処理方法や、これらの資料を効率的にデー

タベースに登録していく整理技術を確立する。 

    

研究の内容 

    

１ ユーザの利便性に配慮した臨場感のあるインタフ

ェイスの開発 

(1) 基本構想 

バーチャル「カリキュラム開発センター」において、

ユーザが簡単なマウス操作で室内を自由に移動し、希

望するものを閲覧できるようにするには、実際の「カ

リキュラム開発センター」を撮影した映像又は「カリ

キュラム開発センター」をイメージできる 3DCG などの

技術で作成した映像が適している。このような映像を

使用するメリットとして、次の点をあげることができ

る。 

○カリキュラム開発センターの全体を見渡せるように

なり、展示状況やその様子をつかむことができる。

また、すべての所蔵資料を Web で発信することはで

きないので、ユーザが実際に当センターを訪れ「カ

リキュラム開発センター」を利用する場合に、どこ

にどのようなものが展示されているかが分かるよう

になり、効率的な利用につながる。 

○利用したい資料等が明確に定まっていないユーザに

対して、大まかな展示状況を視覚的にとらえられる

ようにすることにより、目的や関心に基づいた情報

収集の便宜を図ることができる。 

○ユーザが利用したい目的の資料等の周囲のもの（関

連する情報や関心のある情報）も目に入るようにな

ることで、他の資料と比較しながら利用できるなど、

効果的な情報提供を図ることができる。 

○映像を利用して提供する視覚情報に音声情報を組み

合わせることで効果的な展示案内をすることができ

る。 

(2) 画面構成 

ア 操作性－ナビゲーションマップの利用 

バーチャル「カリキュラム開発センター」が目指す、

ユーザが簡単なマウス操作で閲覧したいところを移動

できる臨場感のある空間を構成する方法の一つとして、

VRML（Virtual Reality Modeling Language）を利用す

ることが考えられる。 

VRML は、WWW 上で 3 次元グラフィックスを表現する

ための言語で、この言語で制作された空間は、プラグ

インを利用することで通常の Web ブラウザで閲覧・操

作することができる。試験的に VRML でバーチャル「カ

リキュラム開発センター」の空間を作成し、Web ブラ

ウザで閲覧・操作して検証したところ、いくつかの課

題が明らかになった。 

まず、空間を移動する操作が簡単ではないことがあ

げられる。プラグインを自由に操作するには、「慣れ」

や「コツ」が必要であり、思いのままに空間を移動す

るには操作への習熟が必要である。習熟しないうちは、

ユーザがストレスを感じることも予想される。バーチ

ャル「カリキュラム開発センター」の利用者は、必ず

しもコンピュータ操作に慣れ親しんでいる人ばかりと

は限らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次にユーザが利用しているコンピュータの性能によ

って、表示に影響が出る場合があることである。VRML

をプラグインを用いて表示するときには、クライアン

トサイドでレンダリングするため、表示が変わるたび

に処理が必要となる。そのためコンピュータのスペッ

クによっては、操作に対して画面の反応が遅かったり、

画面が滑らかに動かなかったりすることで、ユーザの

意思やその操作どおりに表示できないことも考えられ

る。 

このようなことから、より簡単な操作でユーザが希

望するところを閲覧できるようにする工夫としてナビ

ゲーションマップを利用することとした。その概要は

次のとおりである。 

(ｱ) ウインドウの上部にナビゲーションマップ（バー

チャル「カリキュラム開発センター」の配置図）を

表示する。（第２図） 

(ｲ) ナビゲーションマップにはどこに何が展示されて

いるかを表示するとともにユーザの現在位置を示す。 

(ｳ) ユーザがナビゲーションマップ上の閲覧したい場

所をクリックすると、現在位置からクリックした場

所まで移動する動画がウインドウ中央の主画面に再

生される。 

第１図 VRML で作成し Web ブラウザにプラグイン

を利用して表示したバーチャル「カリキュラム開発

センター」の空間例 
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(ｴ) 主画面に移動先の映像が表示されたら、ユーザは

映像の中の閲覧したい部分をクリックすることで、

資料を表示したり、検索する画面に移動することが

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回はこれらの仕組みを FLASH で作成することとし

た。この方法では、ユーザのコンピュータはサーバか

ら動画データを受信することになるが、近年、学校に

も急速に広帯域回線が普及しつつあることや、動画質

を必要最低限に抑えることでストレスの少ない閲覧が

できると考えた。 

イ 作成とメンテナンスの効率－3DCG の利用 

主画面に表示する展示物や展示場所間の移動の映像

を作成するにあたって、実際の「カリキュラム開発セ

ンター」をイメージできるような映像表現をするには、

実写映像（動画と静止画）を使用する方法と、3DCG 等

で作成する方法の２つが考えられる。 

(ｱ) 実写で作成する場合 

実写映像は、より正確な実物の情報を提供すること

ができる。 

近年のビデオカメラの性能の向上により、多くの人

が手軽に撮影できるようになった。しかし、実写によ

る撮影テストを行ったところ、実用に堪える映像を得

るためには、補助照明の利用やその調整、手ぶれ対策、

適切な撮影アングルなど、撮影にはある程度の技術が

必要であることがわかった。また、撮影にあたっては、

閉室時など人がいない時間に行う必要があり、計画的

な作業が求められる。更に、一部の映像の差替えを行

ったとき、差替えなかった映像との間に日照などの要

素で違和感が発生することもあるので、全ての映像の

差替えを行わなければならなくなることも考慮に入れ

る必要がある。 

また、映像の不必要な部分をカットするなど、撮影

した映像を加工編集しなければならない場合もあるこ

とから、作業担当者には映像の加工編集技能があった

ほうがよいことなど、作成やメンテナンスを行うにあ

たっては、留意すべきことが多い。 

(ｲ) 3DCG で作成する場合 

3DCG は、実際に近いイメージは提供できるが、細部

まで実物どおりに表現することは難しい。しかし、CG

ならではの表現を用いて、見やすいように情報を整理

したり、注目してほしいところを目立つようにしたり

するなど、情報の発信者側の意図を反映させた表現を

することができる。 

 当然のことながら作成やメンテナンスには、モデリ

ングやアニメーションなどの 3DCG を作成する技能が

必要であり、特に開設時の最初のデータ作成の作業量

は多い。しかし、メンテナンスに際しては、必要な部

分のデータ修正と映像の出力を行えばよいので、作業

量は比較的少ない。 

「カリキュラム開発センター」が大きな模様替えを

した時には、バーチャル「カリキュラム開発センター」

も新しいものに作り変えなければならない。しかし、

頻繁に行われる多少の展示物の配置替えや配架位置の

変更等には、修正作業で対応することになる。バーチ

ャル「カリキュラム開発センター」を「カリキュラム

開発センター」の実態に合わせて更新し内容面の整合

性を維持したり、バーチャル「カリキュラム開発セン

ター」を継続的なものにしていくための維持・管理を

担当者間で継承していくためには、メンテナンスにつ

いて考慮することも重要な要素である。 

例えば展示箇所を７箇所とした場合、入口を含めて

８つの移動の拠点となるポイントが必要になり、修正

が必要な展示場所が一箇所発生すると、該当の展示場

所の静止画やそのリンクの修正以外に、該当展示場所

と他の展示場所の間の移動動画を往復計 14 本を作成

第１表 実写映像と 3DCG の比較 

 実写映像 3DCG 

メ
リ
ッ
ト 

・細部まで実物どおりの

イメージを提供できる 

・CG ならではの表現を用

いて見やすいように情

報を整理することがで

きる 

作
成
・
修
正
作
業 

・撮影技能が必要である 

・撮影した映像の加工編

集に技能が必要であ

る 

・撮影条件を整える必要

がある 

・修正に膨大な作業が必

要になることもある 

・CG の作成技能（モデリ

ングやアニメーショ

ン等）が必要である 

・最初のデータ作成の作

業量が多い 

 

FLASH の作成技能が必要である 

第２図 ユーザインタフェイスのイメージ 

マップで閲覧したい

展示コーナーをクリ

ックする 

(3DCG) 

移動画面が表示される 

移動先の画面で閲

覧したいところを

クリックする 

(3DCG) 



 

-64- 
 

し直す必要がある。 

これらのことから今回は、バーチャル「カリキュラ

ム開発センター」の事業運用の継続性や、次の項で述

べるデータベースと連携したユーザインタフェイスと

の整合性を確保したり、更により「バーチャル（仮想

的）」な雰囲気を出すことも考えて、3DCG によるアニ

メーションを用いることとした。 

 

２ データベースと連携したユーザインタフェイス 

展示コーナー間を移動する最表層の画面から一階層

下がった展示物紹介の画面のうち、書籍・研究紀要・

学校の資料などの書棚に配架してあるものについて、

データベースと連携することで、実際の書棚から目的

のものを選ぶような感覚で操作できるユーザインタフ

ェイスを開発した。これは、既存のデータベースに登

録されている情報を最大限に有効活用し、更には、今

後の資料類の増加や、配架換えに柔軟かつ容易に対応

できるシステムの設計とその開発である。 

図書館等における書籍や資料類は、書籍や資料類が

分類や分野ごとにまとめられており、多くの利用者は、

目的とする書籍や資料類とともに、その近くに配架さ

れている書籍や資料類から、更なる関連情報を得るこ

とが出来るという利点がある。これは、書籍の購入時

において、具体的な書籍が分かっている場合は、Web

上の書籍販売サイトでの購入が便利であるが、明確に

目的の書籍が定まっていない場合は、書店の書棚を探

す方が必要とする書籍が手に入れやすいことと共通す

る。 

このようなことから、情報システムを活用したデー

タベースによる検索機能の利点と、図書館等での分類

や分野ごとの配架の利点の融合策として、書籍のイン

ターネット販売サイトにおける関連資料の情報提供機

能などが実用化されている。この機能は、書店で目的

の書籍の近くに配架されている書籍と比較しながら購

入するのに近い感覚で書籍を選ぶ機能を提供するもの

である。 

また別の取組として、大阪市立大学の「バーチャル

図書館」である、日本経済史資料画像データベース（h

ttp://dlisv01.media.osaka-cu.ac.jp/Jecoh/）がある。

 この「バーチャル図書館」は、第３図に示すように、

３次元グラフィックによる書庫をウォークスルーし、

実際の書架の写真を Web 上で提供する。その資料の写

真の背表紙をクリックすることで、書架から必要な資

料を取り出し、閲覧できるというものであり、実際に

資料室にいる感覚で資料を検索できるとともに、まさ

に図書館のように、目的の書棚の近くに配架されてい

る関連資料類の情報を自然に得ることができるという

ものである。 

「カリキュラム開発センター」に配架している教育

資料は、第４図に示すとおり、書籍、研究紀要、教科

書、学校要覧、シラバス、映像資料、コンピュータソ

フトウェア、教材など多岐にわたっている。また、そ

れらは利用者の利便性を考慮し、資料種別ごとの開架

のほか、「教育課題支援コーナー」を設置するなどし

て、テーマ別に様々な形態の資料を一箇所にまとめた

配架・展示も行っており、従来からのキーワードによ

る検索のみでは、十分な所蔵資料に関する情報の提供

が出来ない状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、現在、「カリキュラム開発センター」で開架

している教育資料のうち、書籍と研究紀要については

バーコードを貼付するとともに、「総合教育センター

蔵書データベース」に、資料タイトル、著者及び発行

者情報などを登録している。一方、教科書、学校要覧、

目
的
の 

 

資
料
の
写
真

第３図 大阪市立大学の「バーチャル図書館」の画面

展開 

第４図 「カリキュラム開発センター」の見取り図

第５図 現在の Web 上の資料検索画面
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vcc.exe（cgi プログラム）

shelf.asp 

abc.dat、xyz.dat 

kabe.png、mokume.png

棚のサイズや位置など 

棚板などの背景イメージ 背表紙のイメージ 

利用者インタフェイス 資料タイトルなど 

高さ、厚さなど 
利用者画面 

第７図 プログラム構成 

シラバス、映像資料、コンピュータソフトウェア、教

材などについては、それぞれ、個別のデータとして管

理している。 現状では第５図に示すとおり、Web 上

からは、「総合教育センター蔵書データベース」の登

録情報をキーワード検索でき、また、映像資料や教材

などの情報は、それぞれが個別に閲覧できるようにな

っている。 

 バーチャル「カリキュラム開発センター」の実現に

あたって、大阪市立大学の「バーチャル図書館」のよ

うに、書棚の写真を撮影し、Web 上のクリッカブルマ

ップ技術によって、書棚の写真をクリックすることで、 

その資料内容の詳細を表示するシステムも考えられる

が、この場合、資料類の増加や、配架替えなどがあっ

たとき、その都度写真を撮り直し、クリッカブルマッ

プ用のデータを書き代える必要があり、資料類の増加

や頻繁な配置換えがある「カリキュラム開発センター」

の実情には合わない。 

 そこで、今回開発したシステムでは、第６図に示す

ように、「バーチャルカリキュラム開発センターデー

タベース」を新たに作成し、既存の「総合教育センタ

ー蔵書データベース」のデータをコンバートするとと

もに、教科書、学校要覧、シラバスについては、バー

コードを貼付し「バーチャルカリキュラム開発センタ

ーデータベース」に新たに登録することとした。この

際、通常の登録情報である、資料タイトル、著者及び

発行者情報などのほかに、資料の高さ、厚さ、色など

の情報も登録することとした。 

 今回開発したシステムの特徴は、「バーチャルカリ

キュラム開発センターデータベース」に新たに登録し

た、資料の高さ、厚さ、色、書棚番号、書棚内の位置

の情報から、動的に書棚イメージを生成する CGI プロ

グラムにある。この CGI プログラムは、データベース

に登録されている高さと厚さ、色を背景に、背表紙に

資料タイトルを縦書きで書きこんだイメージを、１段

分の資料冊数分並べ、書棚１段分の背表紙のイメージ

として、PNG 形式のイメージファイルを生成する。PNG

イメージを生成する際に、CGI プログラム内の処理と

して、実際の生成イメージサイズに対して、面積比で

16 倍のサイズで描画し、積分補間を行い縮小し出力す

ることで、小さな文字の判読性を向上させている。90

cm幅の書棚のイメージを900ピクセル幅のビットマッ

プとして生成する場合、厚さが概ね６mm の資料の背表

紙の資料タイトルの判読が可能であった。 

「カリキュラム開発センターデータベース」に登録

された所蔵資料の厚さは、最も薄いもので、３mm 程度

であり、また、書棚の幅は、90cm 程度であるので、最

も薄い資料の背表紙の資料タイトルを判読できるよう

にするには、書棚１段分のイメージの幅を、1800 ピク

セル程度とする必要がある。一方、一般的なコンピュ

ータ用ディスプレイの画面幅は、1000 ピクセル程度で

あるので、画面の横スクロールを避けるため、書棚１

段分を左右２画面に分解して出力することとした。 

 出力する背表紙のイメージにはクリッカブルマップ

技術を適用するとともに、Web サーバ用のスクリプト

プログラムと組み合わせ、Web ページ上で資料の詳細

情報と関連付けるようにしてある。 

本システムでは、配架場所の入力については、一般

の蔵書管理データベースシステムの蔵書点検機能を参

考に、棚ごとに、配架している資料のバーコードを棚

の片端から順にバーコードリーダーでスキャンするこ

とで、自動的に「カリキュラム開発センターデータベ

ース」に配架位置情報を登録するようにした。 

本システムのプログラム構成を第７図に示す。 

 利用者は、利用者画面から目的とする書棚を指定す

る。指定された書棚情報は、shelf.asp によって受け

取り、abc.dat や xyz.dat（ここでは仮に abc.dat、xy

総合教育

センター

蔵書デー

タベース 

バーチャル

カリキュラ

ム開発セン

ターデータ

ベース 
高さ、厚

さ、色  
配架位置

情報など 

変

換 

追

加 書棚 
イメージ

変

換 

第６図 バーチャル「カリキュラム開発センター」

のデータの流れ 

新規作成 
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z.dat とする。）に記録してある書棚の配置場所や棚

のサイズ情報及びデータベース内の各種の情報に基づ

いて、vcc.exe が背表紙の PNG イメージデータを生成

する。shelf.asp は、vcc.exe が生成した背表紙のイメ

ージ、kabe.png や mokume.png などの背景イメージ及

びデータベース内の各種の情報を組み合わせることで

Webページを組み立て、利用者画面を構成し提供する。 

これらの処理によって、利用者は、第８図に示すよう

に、書棚の全体イメージから、目的の棚を選択し、表

示される背表紙のイメージをクリックし、目的の資料

情報を得ることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本システムのような比較的容量の大きいイメージデ

ータを扱うシステムでも、コンピュータやインターネ

ットの高速化によって、応答性よく動作させることが

可能となっている。 

また、本システムでは、背表紙イメージを生成する

ために、資料の高さや厚さ、色の情報を必要とするが、

このうち、高さについては、多くの蔵書データベース

が既に持っている情報であり、更に、厚さについても、

ページ数という形で既に登録されている。したがって

本システムは、既存の蔵書データベースに背表紙の色

の情報を追加するのみで、一般の図書館などのバーチ

ャル化に適応できるものであり、本システムの考え方

は、多くの図書館などのバーチャル化に応用できるも

のである。 

 

３ コンテンツのデジタル化 

蔵書や資料類のデータベース検索機能は、長い間、

予めデータベース登録者によって登録されたキーワー

ドによる検索が一般的であり、同一の蔵書や資料類に

ついてのキーワードがデータベース登録者と利用者の

間で一致しないため、目的の蔵書や資料類を見つけ出

すのには、多くの経験といわゆる勘が頼りという状況

が続いていた。 

しかし、近年のコンピュータの高速化・大容量化に

伴って、登録キーワードによる検索に加え、フリーキ

ーワードによる全文検索機能が実用化され、検索の精

度が目覚しく向上し、目的の書籍や資料類を短時間で

容易に検索できるようになってきている。 

これらの検索システムにおいては、利用者側から見

ると、いずれもキーワードに基づいた検索となってい

るため、書籍や資料の分類や分野に関わりなく、キー

ワードと合致したものがリストアップされるという特

徴がある。 

バーチャル「カリキュラム開発センター」の利便性

を向上させるには、著作権の許す範囲でより多くの資

料を Web 上で直接閲覧できるようにすることが必要で

ある。そのためには資料を PDF 化したり、より多くの

資料について表題ばかりでなく、全文検索のように内

容にまで踏み込んだ検索ができるようにしたりするた

めに PDF にテキストレイヤーを作成する必要がある。 

当センターでは、PDF 化した刊行物等や、配布可能

な教材・教具を Web 上から提供している。PDF で提供

しているもののうち、当センターが元データをデジタ

ルファイルで所有しているものについては、検索可能

な PDF ファイルを作成することが容易である。しかし、

古い資料や他の機関・学校が作成した資料のように当

センターがデジタルファイルを所有していないものは、

画像によって PDF を作成した後、検索できるようにす

るために OCR（Optical Character Recognition：光学

文字認識）をかける必要がある。 

「カリキュラム開発センター」が所蔵する公開可能

な資料類を PDF 化したり、それに OCR をかけたりする

のは膨大な作業量になるため、より効率的・計画的に

作業を行う必要がある。そのために資料の登録作業を

行うプログラムの中で各作業手順をメニュー化し、そ

の中に「PDF ファイルの作成・登録」を位置付け、登

録データを基にバーコードを利用して作業を進められ

るようにした。（第９図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一日の読み取り作業量が多い場合は、画像での読み

取りまでを手作業で行い、PDF 化以降の作業を PDF サ

ーバに遂次行わせておくことも可能である。 

参考のため小型のドキュメントスキャナと付属のOC

R ソフトを使用した読取テストの結果を第２表に示し

第８図 バーチャル「カリキュラム開発センター」

の書棚のイメージ 

第９図 「バーチャルカリキュラム開発センタ

ー」資料登録システムのメニュー画面 
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第 10 図 作業機器の構成例 

ておく。 

第２表によって十分な検証ができたとは言えないが、

仮に各 100 ページずつある県立高等学校に関する資料

152 校分を両面読取で PDF 化し、OCR をかける時間を第

２表を参考に（PDF 化１ページ当たり平均約 2.5 秒、O

CR１ページ当たり平均約 6.4 秒）計算すると、約 38 時

間が必要であることわかる。読取以降の作業を PDF サ

ーバに任せることで、更に短縮できる。 

この他、PDF 化して公開できる可能性のある資料と

して県内小中学校 1290 校に関する資料や研究紀要等

があるが、年度当初に新たな資料を収蔵しても、この

方法で作業を進めることで、情報の価値を損なわない

程度の即時性を持った処理が可能であると考える。 

 

４ 課題 

(1)データベースの充実と継続性の確保 

 バーチャル「カリキュラム開発センター」のユーザ

インタフェイスや資料の登録システムについては、概

ね目指したものが開発できた。しかし、本格的に運用

していくためには、データベースの充実が不可欠であ

る。 

また、データベースに蓄積された過去の情報にも価

値はあるが、ユーザは学校教育を取り巻く状況が刻々

と変化するの中で、様々な対応をしていくに当たって

必要な最新の情報も求めている。「カリキュラム開発

センター」が、その機能を維持・強化していくために

は、新規資料の収集を積極的に行い、利用しやすい形

で整理して公開していかなければならない。 

バーチャル「カリキュラム開発センター」において

も同様であり、「カリキュラム開発センター」に所蔵

した資料の更新・追加を時間をあけずに反映していく

ことで、バーチャル「カリキュラム開発センター」構

築の目的である教育情報の収集における利便性の向上

を図ることができる。 

膨大な作業量を伴うデータベースへの情報の登録に

ついては、前述したバーコードを利用した効率的な登

録システムをいかすために、パソコンの操作に不慣れ

な人でも作業が行えるようなわかりやすい記述による

「入力マニュアル」を整備し、作業手順明確化するこ

とで、より効率的に行えるようにした。使用する機器

についても複雑な操作が必要ないものを使用すること

ができる（第 10 図）。 

 更に、事業の

継続性を確保す

るため、この「入

力マニュアル」

の中にデータ処

理のフローチャ

ートなどのシス

テムに関する資

料を掲載してお

くことで、担当

者の交代などが

あった場合にも、

メンテナンスや仕様の変更に対応できるようにした。 

(2)リンクの充実 

 データベースに登録した情報のうち、その詳細な内

容までバーチャル「カリキュラム開発センター」から

発信できるものは多くない。例えば、他の機関や学校

が作成した研究紀要等の刊行物は、Web 上で公開する

には許諾が必要であり、許諾が得られないものは「カ

リキュラム開発センター」に該当資料が所蔵されてい

るという情報しか発信できない。こうしたバーチャル

「カリキュラム開発センター」から内容を発信できな

い情報については、関連する Web ページへのリンクを

貼るなどして、利用者が可能な限り多くの関連する情

報が得られるようにしておくことが望まれる。また、

ソフトウエアを使うなどして定期的にリンク切れを調

査し、常に最新の情報を提供できるよう努める必要が

る。 

 

研究のまとめ 

    

 教育の情報化の進展に対応した教育情報のネットワ

ークを介した提供が求められているにもかかわらず、

全国的に見ても現実の取組は進んでいるとは言えない

状況にある中、本研究による成果は、一つのモデルケ

第２表 ドキュメントスキャナによる PDF の作成と

OCR の所要時間 

研究冊子１ 

ページ数 P90 

読取面 両面 

PDF 化 約４分 

OCR 約７分半 

ファイルサイズ ６MB 
 

シラバス１ 

ページ数 P88 

読取面 片面 

PDF 化 約７分 

OCR 約８分 

ファイルサイズ 8.5MB 

研究冊子２ 

ページ数 P120 

読取面 両面 

PDF 化 約５分 

OCR 約13分半 

ファイルサイズ 12MB 
 

シラバス２ 

ページ数 P106 

読取面 両面 

PDF 化 約４分 

OCR 約８分 

ファイルサイズ 9.3MB 

研究冊子３ 

ページ数 P100 

読取面 両面 

PDF 化 約４分半 

OCR 約９分 

ファイルサイズ 5.3MB 
 

 

使用機器 

Scanner:FUJITSU ScanSnap 

fi-5110EOX2 USB2.0 接続 

PC:Intel Core2 CPU 6600 

@2.40GHz    2.00GB RAM 
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第 11 図 バーチャル「カリキュラム開発センター」の構成イメージ 

移
動 

移
動 

移
動 

移
動 

書棚 教材紹介 番組検索 

PDF を表示 

ダウンロードページ

検索結果
を表示 

ースを示すことができたと考える（第 11 図）。 

 バーチャル「カリキュラム開発センター」の開設に

より、 

○「カリキュラム開発センター」が所蔵する資料や教

材を学校や自宅から 24 時間利用することができる。 

○「カリキュラム開発センター」を利用するにあたっ

て発生する移動の負担、時間・費用の制約を克服す

ることができる。 

○同一の資料等を同時に複数の利用者が閲覧できる。 

○検索システムを整備することにより、整理された形

で情報を閲覧することができる。 

など、各学校での授業改善や校内研究における先行事

例調査等、各学校での様々な取組の効率化を図ること

ができる。更にこのことを「カリキュラム開発センタ

ー」の機能向上と所蔵資料の有効活用促進につなげて

いきたい。 

また、今回開発したシステムのうち、書棚を視覚的

に表示するシステムは、図書館にいるのと同様の感覚

で資料の検索ができるという、今までのコンピュータ

システムを利用した資料検索システムにはない利便性

を提供するもので、「カリキュラム開発センター」の

みならず、一般の図書館等のバーチャル化の一つの方

向を提案するものであると考えている。 

 

おわりに 

 

 今後、本システムを継続的に運用していくことは、

当センターで本研究と並行して進めている教材・教具

を中心とした教育情報共有システム（「KANA ボックス

（仮称）」）の運用と併せて、ネットワークを通した

様々な分野の教育情報の提供を可能にし、教職員の情

報収集の利便性を向上させ、ひいては本県の学校教育

の充実に資する重要なことであると考える。 

［助言者］ 

神奈川工科大学   西村 広光  
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神奈川県立総合教育センター研究集録 27:69～72.2008 

 

研修講座におけるｅラーニングシステムの 

活用に関する研究 
 

長 塚 正 義１    柴 田  功１ 

神奈川県立総合教育センターにおける研修講座実施上の課題やeラーニング（e-Learning）の課題を踏まえ、

基本研修講座におけるe ラーニングの位置付けを明確にし、効果的に研修講座で活用するための方法を明らか

にすることを目的として研究を行った。情報技術を使った学習形態として、eラーニングを「広義」でとらえ、

通信インフラが十分整備されていない学校でも利用可能なCD-ROMを利用して研修講座を受講できるシステムを

開発し、研修講座への効果的な活用方法について検討した。 

 

はじめに 

 

神奈川県立総合教育センターにおける、平成 18 年度

の研修講座の延べ受講者数は 42,177 人であり、ワーク

ショップや演習を取り入れた研修を行う上で物理的な

限界となっている。また、様々な教育課題に対応する

ため、教員が学校を離れて研修を受講することが困難

になっているなど、研修事業全体の在り方の抜本的な

見直しが求められている。こうした課題に対応するた

めの手法としてｅラーニングの活用方法について検討

することは、重要な課題となっている。 

 

研究の目的 

 

 e ラーニングとは、頭文字の“e(electronic)”が示

すようにコンピュータやネットワークなどの情報コミ

ュニケーション技術を使った学習形態である。インタ

ーネットを介して Web ページ上で学習を進める形態の

WBT（Web Based Training）に代表されるような、非同

期・オンライン型を想定して「狭義」でとらえる場合

と、テレビ会議などの同期型の学習形態や CD-ROM 教材

のようなオフラインでの学習形態まで含めて「広義」

でとらえる場合がある。 

 e ラーニングには、「ニーズやスキルに応じた研修

が実施できる」、「時間的･空間的制約を受けない」と

いったメリットがある一方で、「受講者のモチベーシ

ョンの維持が難しい」、「研修資料作成の負担が大き

い」といった課題がある。また、本県内では、学校に

よってはインターネットのブロードバンド接続をはじ

めとした通信インフラが十分整備されていない状況も

あり、インターネットやイントラネットを介して行う

WBT のような形態での実施は難しいといった課題もあ

る。 

 本研究では、これらの課題を踏まえ、e ラーニング

の基本研修講座における位置付けを明確にし、効果的

に研修講座で活用するための方法を明らかにすること

を目的とした。 

 

研究の内容 

 

１ 他県の e ラーニング導入状況 

  平成 19 年度都道府県指定都市教育センター所長

協議会資料によると、第 1表に示すように、各都道

府県においてe ラーニング形式の教員研修の導入が

進められている。 

 

第 1表 各都道府県における e ラーニングへの取組 

取組状況 都道府県数 

既に実施 18 

実施を予定 2 

実施していない 25 

 

  しかしながら、各都道府県の取組の多くは、一部

の希望研修講座での試行的な実施にとどまり、悉皆

研修（基本研修を含む）での実施は、本県のほか兵

庫県、滋賀県及び三重県にその例を見るのみである。

教員研修において、e ラーニングの導入が進まない

要因としては、 

  ○通信インフラが整っていない。 

  ○e ラーニングシステム導入のための予算確保が

難しい。 

  ○研修資料作成の負担が大きい。 

 などが考えられる。 

 

２ コンテンツ提供システムの開発 

  本県内では、前述のとおり、通信インフラが十分

整備されていない状況もある。そこで、e ラーニン

グの定義を広義に解釈し、研修資料の提供媒体とし

て、通信インフラが十分整備されていない学校でも

利用可能な CD-ROM を利用することとした。 

市販のe ラーニングシステムはインターネットや

１ カリキュラム支援課 研修指導主事 
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イントラネットを介しての WBT を前提に設計してあ

るものが多く、CD-ROM を媒体として実施する本県の

研修において利用することが難しいため、本県の学

校等の情報化の現状に対応したe ラーニング形式の

教員研修を実施するため、専用のコンテンツ提供シ

ステムの設計と開発を独自に行うこととした。 

(1) CD-ROM を利用した研修の流れ 

  受講者に配付される CD-ROM には複数の講座が収

録されており、CD-ROM をパソコンに挿入すると表示

される画面で、受講する講座を選択する。（第１図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  講座を選択すると、ログオン画面が表示され、受

講者は氏名とあらかじめ用意されたパスワードを入

力して講座の受講を開始する。（第２図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  一つの講座は複数のコンテンツで構成されている。

受講者はコンテンツ提供システムのメニューから視

聴するコンテンツを選択して受講を開始する。（第３

図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、一つの研修講座は、最大 16 本までのコンテ

ンツで構成することができ、それぞれのコンテンツ

を、受講者が任意の順番で受講できるようにするか、

指定された順序で受講するかは、あらかじめコンテ

ンツ提供者が決めることができるようになっている。 

一つのコンテンツを最後まで視聴すると受講確認

ボタンが表示され、受講完了ボタンをクリックする

ことで、コンテンツの受講が終了する。すべてのコ

ンテンツの受講が終了すると一つの講座の受講が完

了する。 

(2) コンテンツの形態 

  研修講座は、講義や実習、ワークショップなど、

様々な形態で実施されるが、eラーニングは所属に

おいて一人で受講するため、講義形態のものが適し

ている。集合研修においても、プレゼンテーション

ソフトウェアを使って、テーマに関連したスライド

を示しながら講義を行うことが多いのでe ラーニン

グを活用した研修で使用するコンテンツはマイクロ

ソフト社が提供しているオーサリングソフトウェア

である「Producer 2003」を使用して作成することと

した。（第 4図）コンテンツ提供システムは Producer 

2003を使って作成したコンテンツを視聴できるよう

にするため、独自のブラウザ機能を実装し、コンテ

ンツは Web 技術の一つである、HTML 言語によるもの

に統一した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 受講履歴 

  効果的な研修を実施する上で、受講者がコンテン

ツをしっかりと視聴したかを確認することは重要な

ことである。そこで、コンテンツ提供システムには、

受講履歴の記録機能を実装し、コンテンツごとの受

講開始時間、受講終了時間などを記録・提出する機

能が必要とされる。（第 5図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンテンツ提供システムでは、この履歴を受講中は、

研修に使っているパソコンのハードディスクに記録し、

第４図 コンテンツ画面 

第５図 受講履歴 

第３図 コンテンツ選択画面 

第１図 講座選択画面 

第２図 ログオン画面 

コ
ン
テ
ン
ツ
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受講終了後は、フロッピーディスクやメールなどの電

子媒体や印刷された紙媒体などで提出できるようにし

た。 

(4) コンテンツの CD-ROM へのパッケージ化 

受講者へのコンテンツの提供は CD-ROM を媒体と

して行われるが、前述のとおり、一つの研修講座は、

複数のコンテンツで構成される上、コンテンツ提供

システムが必要とするファイルも複数にわたること

から、CD-ROMに収録するファイル構成は複雑になる。

手作業で CD-ROM を作成するのは現実的ではない。そ

こで、コンテンツ提供システムとは別に CD-ROM 作成

を支援するためのソフトウェアが必要となる。（第

６図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  このソフトウェアでは、CD-ROM で使用するコンテ

ンツの選択や受講履歴の提出方法などの設定が簡単

な操作でできるようになっている。 

 

３ 研修資料の作成 

  e ラーニング用の研修資料の作成は、プレゼンテ

ーションスライドの作成、講義のビデオ収録、スラ

イドとビデオの同期化など、ICT 機器をフルに活用

する能力が求められる。これらの機器を十分に操作

することのできる総合教育センター所員（以下「所

員」という）は少なく、研修資料作成が一部のスキ

ルを持った所員に集中することは、今後 e ラーニン

グを研修講座に活用していく上で、好ましいことと

はいえない。そこで、研修資料の作成の手順を分析

し、マニュアル化することで、多くの所員が研修資

料作成に関わることができるようにした。 

(1) 研修資料の作成手順のマニュアル化 

  研修資料は次の 3つの段階を踏んで作成される。 

   （ｱ）素材の作成 

   （ｲ）素材のコンテンツ化 

   （ｳ）CD-ROM へのパッケージ化 

  ここでは、この 3つの段階について説明をする。 

(ｱ) 素材の作成 

  研修講座の内容から CD-ROM で提供する講義の内

容が決定される。内容が決まったところで、講義で

使用するプレゼンテーションスライドと読み原稿を

作成し、講義の撮影に入る。ここでの撮影が研修資

料の完成度を大きく左右するため、撮影に関する部

分については、ビデオカメラの使い方だけでなく、

機材の配置（第７図）や背景、原稿の読み方などに

ついても詳細にマニュアルに記した。 

     

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) 素材のコンテンツ化 

  講義の動画とプレゼンテーションスライドをパソ

コンに取り込んだ後は、両者が同期して進むような

コンテンツにする必要がある（第８図）。この作業

には前述の Producer2003 を使う。このソフトウェア

の操作はそれほど難しくないので、ここでは、素材

ファイルの管理やファイル形式の変換など、

Producer2003を扱う上での留意点を中心にマニュア

ルを作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｳ) CD-ROM へのパッケージ化 

  作成したコンテンツは、受講者が講座として受講

できるよう、CD-ROMにパッケージ化する必要がある。

そのために使用するのは、前述の CD-ROM 作成支援ソ

フトウェアである。このソフトウェアは独自開発の

ものであるため、ソフトウェアが有する機能の解説

と作成の手順を中心にマニュアルを作成した。 

(2) 所内研修の実施 

  マニュアル化されたコンテンツ作成方法を所内に

周知するため所内研修を実施した。 

  作成方法の伝達も重要であるが、e ラーニング形

式での研修に対する全所員の共通理解も重要である。

そこで、所内研修に先立って、全所員対象の説明会

を開き、研修講座の現状と今後の在り方について理

第６図 CD-ROM 作成支援ソフトウェア 

第８図 動画とスライドの同期化 

第７図 機材の配置 
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解を深めることで、研修資料の作成だけでなく、e ラ

ーニングを活用した研修講座の実施がスムーズに進

むようにした。 

 

４ e ラーニングを活用した研修講座の構成 

  今回開発したシステムでは、研修資料の提供媒体

に CD-ROM を利用しているため、受講者との双方向性

が犠牲になっている。また、インターネットなどを

使って双方向性を確保した場合でも、e ラーニング

は集合研修に比べて双方向性は低い。そのため、e ラ

ーニングのみで、研修講座を完結させることは好ま

しいものではないと考え、当センターでは、e ラー

ニングを集合研修の事前研修に位置付け、研修内容

の導入となる講義形式の研修をe ラーニング形式で

提供し、集合研修を研究協議やワークショップなど

の形態で実施することとした。 

このように、学習の効果・効率の向上という目的

に向かって、集合研修と eラーニングを適切に組み

合わせ、学習者にとって最適な学習形態を提供する

という考え方をブレンディッドラーニング（Blended 

Learning）という。当センターにおけるブレンディ

ッドラーニングの取組は、平成 18 年度に基本研修講

座の欠席者の代替研修の一部で約 40 名の受講者を

対象に、はじめて導入し、平成 19 年度には、15 年

経験者研修講座の「IT を活用した授業づくり」の 3

日間の研修講座の 1日目として、271 名の受講者を

対象に本格的に導入した。 

 

研究のまとめ 

 

15年経験者研修講座の受講者を対象にしたアンケー

トでは70％の受講者は研修効果があったと回答してい

る。（第９図）また、アンケートの自由記述の中にも、

「時間を有効利用でき、自分のペースで受講できる」

という感想が多く寄せられており、現状の研修講座に

おける課題を解決するための一つの手段としてe ラー

ニングの活用が有効であるということが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、「何度も繰り返し視聴することができ、研修

を深めることができた」という感想も多く、ボタンを

クリックすることで、すくに聞きなおすことができる

点など、e ラーニングの活用によって、従来の集合研

修にはない利点が生じていることも分かった。 

 一方では、「CD-ROM が正常に作動しなかった」「冷

たい印象がある」という記述もあり、不具合の修正を

含めたシステムの改良や受講者にとって視聴しやすい

コンテンツ作成の工夫が重要と考えられる。さらに、

技術的なヘルプデスクや研修内容に関する質問などの

受付体制を整備することが研修効果を高める上で必要

である。これらの点を改善して、平成 20 年度は、13

の講座で2,613名の受講者を対象にCD-ROMを利用した

研修を導入する予定である。 

 

おわりに 

 

現在は、通信インフラが十分整備されていない学校

でも利用可能な媒体として、CD-ROM を使って研修を実

施しているが、利便性やコストの面から考えると、今

後は、インターネットやイントラネットを介して学習

を進められる体制を整えていくことが重要である。そ

のためには、県内の通信インフラの整備が今後進めら

れていくことが不可欠であり、県立学校だけでなく、

県内市町村の各学校も安全なネットワークで相互接続

されることを期待する。 

最後に、本研究を進めるにあたり、スーパーバイザ

ーとして多大なご協力をいただいた横浜国立大学の額

田順二教授には心よりお礼申し上げる。 

[助言者] 

 横浜国立大学  額田順二 
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第９図 受講者のアンケート結果 
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神奈川県立総合教育センター研究集録 27:73～76.2008 

    

学校内人材育成（ＯＪＴ）のあり方に関する研究 
     －学校内での効果的な教職員人材育成の方法－     

    

阿 部 一 也１ 

 教職員の人材育成が強く求められる中で、本研究ではその手法として、学校においての職務を通した人材育

成に着目し、これを四つの観点に整理した。特に、ＯＪＴのとらえ方を今までのような校内研修のみでなく、

より広く学校の日常業務全般を通してとらえることとした。 

     

はじめに 

    

 現在、各学校においては学力向上やいじめ、不登校

などの山積する様々な教育課題に対処するために、教

育活動実施の要である教職員の資質・力量の向上が今

まで以上に強く求められている。つまり、各学校にお

ける教職員の人材育成が喫緊の課題になってきている

ということができる。 

 神奈川県教育委員会（以下「県教育委員会」という。）

では、2007（平成 19）年８月に「かながわ教育ビジョ

ン」（以下「教育ビジョン」という。）を策定し、今

後の中長期的な神奈川県（以下「本県」という。）の

教育政策の方向性を提示した。その教育ビジョンでは、

五つある基本方針の２において「教職員の資質・能力

と組織力の向上を通して、信頼される学校づくりを進

めます」というように教職員人材育成が教育施策上、

重要な課題となっていることを指摘している。 

 また、上記の教育ビジョンの指摘を受けて、県教育

委員会では、2007（平成 19）年 10 月に教職員の人材

育成の重要性を認識し、教職員の人材確保と育成の方

向性を提示した「教職員人材確保・育成計画～高い指

導力と意欲をもつ教職員の確保・育成を目指して～」

（以下「人材確保・育成計画」という。）を策定した。

この人材確保・育成計画の中では、指導力の高い教職

員の育成方法として、学校においての職務を通じた人

材育成（以下「ＯＪＴ」（On the Job Training の略

語）という。）の推進と支援を主要施策の一つとして

掲げている。 

 教職員の人材育成において、ＯＪＴが効果を発揮し

ていることは、中央教育審議会教育行財政部会の配布

資料において、浅野良一氏(2004)が次のように指摘し

ている。すなわち、教職員が伸びる機会としては、①

管理職のマネジメントの在り方（グループ（校務分掌）

の業務・仕事の割り当て、部会活動等）や、②組織活

性化（コミュニケーションの活性化、会議の在り方、

外部交流等）といった「無意図的な教職員への育成活

動」があるとしている。このような無意図的な人材育

成活動と意図的な人材育成活動である校内研修会等や

ベテラン教職員から経験の浅い教職員等に行われてき

た個別的な人材育成活動の両方を学校内において推進

していくことで、教職員の資質・力量の向上を図り、

教育課題に対応することのできる学校づくりが可能と

なるといえる。 

    

研究の目的 

    

 本研究は、ＯＪＴ実践の具体的な方法について、先

行研究等や実践事例を追究することを通して、ＯＪＴ

の実施方法を分かりやすく整理し、明らかにすること

で、ＯＪＴによる効果的な教職員人材育成の実施に資

することを研究の目的としている。 

なお、本稿では、紙幅の関係から、特に学校におけ

るＯＪＴ実践の理論面に焦点を当てて論じることに

する。 

    

研究の内容 

    

１ 本研究の方法 

 本研究は、理論研究と事例研究の二つの研究方法に

より行った。理論研究については、先行研究の検討を

行うに際し、特に学校におけるＯＪＴについての先行

研究を探索したが、この分野の十分な先行研究は、筆

者の管見の限り見いだすことは困難であった。よって、

本研究では、まず企業におけるＯＪＴ実施についての

先行研究を中心に検討した。次に、自治体行政部局（三

重県）の人材育成におけるＯＪＴ実施に関する資料の

分析・検討を行い、その分析・検討の内容について助

言者からの指導・助言を受けて、ＯＪＴについての理

論研究を実施した。 

 事例研究については、理論研究においてＯＪＴ実践

の観点を四つに整理し、それらの観点から行われてい

る人材育成の実践例を各調査研究協力員（本稿末に記

載）に収集・紹介してもらい、ＯＪＴ実践事例の整理

を行った（本稿では、実践例については省略する。）。 

 また、ＯＪＴの有効性を明らかにするため、2007（平

成 19）年５月に本県の高等学校と特別支援学校の総括

1 カリキュラム支援課 研修指導主事 
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教諭 149 名を対象とし、「教職員として成長をしたと

感じている経験」について質問をした記述式のアンケ

ートを実施し、その記述結果を整理した。その結果は、

第１表の通りである。 

 

第１表 アンケート回答結果 

 分類項目 人数 実施主体 

(1) グループ・仕事の割り当て 
63 

管理職 (2) 外部交流 
26 

(3) 会議の在り方 
2 

(4) 各種部会（委員会） 
5 

管 理 職 等

（職場の先

輩も含む）

(5) 職場の活性化・コミュニケー

ションの活性化 
38 

(6) コーチング・機会指導 
60 

(7) 授業研究・教材研究 
5 
各学校（研

究部等によ

る）、総合

教育センタ

ー支援 

(8) 校内研修会 

5 

(9) 校外研修会 
14 
総合教育セ

ンター実施

(10) その他 

16 

児童・生徒

と の 関 わ

り、自分の

気付き 

注）回答者内訳：県立高等学校総括教諭 126 名、県立特別

支援学校総括教諭 21 名、校種未記入 2名、合計 149 名 

 

２ 人材育成の三本柱 

 ＯＪＴについての理解を深めるに当たって、ＯＪＴ

以外も含めた教職員の人材育成を進めていく上の重要

な三つの要素（人材育成の三本柱）について記述する

こととする。（第１図） 

(1) ＯＪＴ（学校内人材育成） 

 本研究の研究対象であり、学校の日常業務を通して

行われる人材育成のことをいう。具体的には、授業の

進め方に関する指導、会議資料の作成・提案に関する

指導、管理職等による業務に関する個人指導、業務に

関する相談等をいう。ＯＪＴの対象となる教職員は初

任者からベテランまで幅広い。 

(2) Ｏｆｆ-ＪＴ(Off the Job Training)（学校外人材

育成） 

 学校を離れて行う人材育成の方法である。今までも

全国の教育委員会、教育センター等で実施されてきた

校外研修がこれにあたる。研修の種類としては、経験

年次別研修、管理職等の研修、教科の指導法等に関す

るものがある。 

(3) ＳＤ(Self-Development)（自己啓発） 

 教職員自身が課題意識を持ち、自主的な教材研究、

文献研究の実施、研究会、学会等への参加により自ら

研修に励むことをいう。教職員の自主的な取組が求め

られる。 

 これらの要素は、相互に補完し合い、教職員の人材

育成に効果的に作用すると考えられる。 

人材育成の三本柱

SD
自己啓発

OJT
学校内人材
育成

学校外人材
育成

OffｰJT

 

第１図 人材育成の三本柱の関係 

 

３ ＯＪＴの四つの観点 

 本研究ではＯＪＴを次の四つの観点に整理した。こ

の４観点には、「はじめに」で既述した意図的な人材

育成と無意図的な人材育成を含んでいる。 

(1) 集団としての人材育成 

 複数の教職員を対象にして行う校内での人材育成で

ある。具体的には、校内研究活動、校内研修会、事例

検討会（ケース会議）等の集団で行う研修等を指す。 

(2) 管理職等（本稿では、「校長、副校長、教頭、総

括教諭」のことをいう。以下同様）のマネジメントに

よる人材育成 

 管理職等による校内における仕事の割り当て、各種

グループ（本県の呼称で、他県でいう「校務分掌・運

営組織等」に当たる）等での業務を通した人材育成の

ことである。これは、人材育成を主目的としているの

ではないが、結果的に教職員を業務に割り当てること

で、人材育成を行っている管理職等の職務行為を指す。 

(3) 個別に実施する人材育成 

 教職員一人ひとりに対して、管理職等が実施する人

材育成のことをいう。具体的には、コーチングやメン

タリング、日常の機会をとらえての教職員への「声か

け」等による人材育成を含んでいる。 

(4) 職場の活性化による人材育成 

 学校という職場環境を活性化することにより人材育

成を行うことである。具体的には、教職員間の情報交
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流の促進、学校外部との交流促進、会議の在り方の工

夫等が該当する。 

学校では上述の四つの観点からＯＪＴを実践するこ

とができる。 

 先に提示した総括教諭対象のアンケート結果（結果

については、第１表参照）をＯＪＴの４つの観点を参

考にまとめると、アンケートで一番回答数が多かった

のは、「管理職等のマネジメントによる人材育成」で

あった。次に回答数が多かったのは、「個別に実施す

る人材育成」となっており、このことからも職場にお

けるＯＪＴの有効性が明らかになったといえる。また、

アンケートから見る今後のＯＪＴ実施の課題としては

「集団としての人材育成」にある授業研究や教材研究

を一層充実していく必要があるといえよう。 

 

４ ＯＪＴ実施のメリット 

 本節では、ＯＪＴが他の人材育成方法と比較してど

のようなメリットがあるかについて記述する。 

 まず、ＯＪＴは、日常の職務を通しての人材育成手

法であるので、教職員の教育実践力を育てる上で最適

な方法である。 

次に、時間や場に制約されずに、日常のわずかな時

間での実施が可能である。また、声かけや日常の助言

を通して、職場内の人間関係を充実したものにするこ

とが可能である。さらに、ＯＪＴは特別な経費を要す

ることなく実施できるといえる。 

 

５ ＯＪＴ実施の手順 

 ＯＪＴ実施にあたっては、Plan(計画)－Do(実行)－ 

Check（評価）－Action（改善）のマネジメントサイク

ルで実施することが基本となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第２図 ＯＪＴ実施のマネジメントサイクル 

 

 ＯＪＴを実施する具体的なステップを次に述べる。 

 (1) 学校で教職員が業務を遂行する上で必要とされ

る能力を把握する。 

 (2) 教職員の現有能力を教職員の経験、所属グルー

プ（分掌）、教科・科目等、特別活動、取得資格、

自己啓発等の面から把握する。 

 (3) 教職員の能力開発ニーズの把握を行い、学校で

の人材育成目標を設定する。前述の(1)と(2)の差

がＯＪＴで育成すべき能力ということができる。 

 (4) ＯＪＴ実施計画を策定する。その際、誰が、い

つ、どこで、どのような方法でＯＪＴを実施する

のかについて明確にしておくことが重要である。 

 (5) 計画に従ってＯＪＴを実施する。もし、計画通

りに人材育成が進まない場合は、その原因を分析

し、対応策を考えるようにする。 

 (6) ＯＪＴ実施結果の評価と次期計画への評価の反

映を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（三重県職員研修センター 2007 『職場研修マニュアル 人材育成虎の巻』p.14の図を

基に作成） 

 

 

①業務遂行に必要な能力 ②教職員の現有能力把握検討 

育成すべき能力 

③学校での人材育成目標の設定 

④ＯＪＴ実施プランの作成 

⑥実施結果の評価と次期計画への反映（改善）

⑤学校内人材育成（ＯＪＴ）活動の実施 

 
    

研究のまとめ 

    

  本研究の成果は、次の通りである。 

 ○教職員の人材育成において、学校での日常業務が

有効であることを改めて明らかにした。 

 ○学校の日常業務を通して行われる人材育成であ

るＯＪＴの観点を簡潔に４点に整理し、提示した。 

 ○本稿に記述した四つの観点を踏まえ、ＯＪＴをど

のように実施するかについて、研究成果物として

作成したガイドブックに、実践事例を交えて記述

し、各学校でのＯＪＴ実践の参考となるようにし

人
材
育
成
計
画
立
案 

Ｐ 

人
材
育
成
計
画
実
施 

Ｄ 

評
価
・
反
省 

 
  
 

Ｃ 

人
材
育
成
の
改
善  

Ａ 

第３図 ＯＪＴ実施のステップ 
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た。 

 本県では、2008（平成 20）年度から、教職員の人材

育成にＯＪＴの視点を取り入れた実践をしていくこと

になっている。その際に本研究の成果の各学校への普

及が重要であると考える。 

 

おわりに 

    

 学校の教育力を高め、地域の期待に応えるためには、

組織的な教職員人材育成の取組が求められている。も

ちろんＯＪＴ以外の要素であるＯｆｆ－ＪＴやＳＤ

の充実も重要であるが、今後は学校での日常業務を通

して、実践的に実施するＯＪＴによる教職員の人材育

成がより強く求められると考えられる。 

 本研究では、今まで企業において実施されていたＯ

ＪＴの手法を学校で実施できるように、ＯＪＴの概念

の整理を行うと共に、ＯＪＴ実践の具体的手法を実践

ガイドブックとしてまとめ、各学校の利用に供するよ

うにした。具体的手法については、今回は紙幅の関係

から省略した。ＯＪＴの実践の具体的方法の詳細につ

いては、2008（平成 20）年３月に神奈川県立総合教育

センターが発行した『学校内人材育成（ＯＪＴ）実践

のためのガイドブック』を参照していただきたい。 

 最後に、本研究の調査研究協力員会では、ＯＪＴと

いう学校での先行研究が少ないテーマについて、活発

な議論をしていただいた。ここで、調査研究協力員の

皆様に深く感謝申し上げる。また、人材育成について

の資料の提供や理論面からのサポート、ガイドブック

の内容の精査等、様々な側面から指導・助言をしてい

ただいた兵庫教育大学大学院の浅野良一教授に深く感

謝する次第である。 

［調査研究協力員］ 

 小田原市立下府中小学校 小野田 節子 

平塚市立横内小学校   石川 修 

逗子市立久木中学校   奥村 文隆 

 平塚市立金目中学校   関谷 育雄 

県立藤沢総合高等学校  森本 繁樹 

県立茅ヶ崎高等学校   鈴木 秀幸 

県立伊勢原養護学校   佐藤 元治 

県立座間養護学校    岩田 欧志 

［助言者］ 

 兵庫教育大学大学院   浅野 良一 
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